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Ⅰ 調査の概要
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1．調査の目的 

本調査は、家庭、地域、職場等における男女共同参画に関する市民の意識や男女の平等・社会参加の実態、

事業者における女性活躍や男女の平等に関する実態等を調査し、男女共同参画社会の実現やさらなる女性

活躍推進に向けての施策検討と、「岡崎市男女共同参画基本計画」見直しのための基礎資料とすることを目

的として実施しました。 

 

2．調査の実施概要 

■調査に関する事項 
 

区分 対象 調査方法 調査期間 

市民 
18歳以上の男女各 1,500人、

計 3,000人を無作為抽出 
郵送配布 

郵送回収 

WEB回答 

令和 6年 8月 23日から 9月 13日まで 

事業者 
市内事業者 500 社を無作為抽

出 

 

■配布・回収に関する事項 
 

区分 市民調査 事業者調査 

配布数（A） 3,000 500 

回収件数（B） 1,521 210 

回収率（B/A） 50.7% 42.0% 

 

※参考…令和元年度調査の回収率 市民調査 43.5％、事業者 44.8％ 
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3．報告書の見方 

●集計について 

本報告書では、設問ごとに全体の集計結果とクロス集計結果を記載しています。なお、クロス集計

結果では、性別等の不明・無回答者が含まれていないため、クロス集計結果の回答者総数の合計と全

体の回答者総数は合致しません。 

 

●「n」について 

グラフの中の「n」とは、Number of Cases の略で、各設問に該当する回答者総数を表しています。 

 

●「％」について 

グラフの中の「％」は、小数点第 2 位以下を四捨五入しているため、単数回答の設問（1 つだけに

○をつける）であっても、合計が 100.0％にならない場合があります。 

 

●選択肢の記載について 

グラフの中の選択肢は、原則として調査票に記載された表現のまま記載していますが、一部、必要

に応じて省略しています。 

 

●「無回答」について 

図表中において「無回答」とあるものは、回答が記されていない、または回答の判別が困難なもの

です。 

 

●表について 

表中の網掛けは、「無回答」を除き、最も割合が高い項目と二番目に高い項目、三番目に高い項目を

表しています。 

 

●他調査との比較について 

本報告書において比較に使用した調査は次の通りです。 

岡崎市：岡崎市男女共同参画基本計画見直しにあたっての意識・実態調査（令和元年度） 

愛知県：男女共同参画意識に関する調査（令和 6年度） 

内閣府：男女共同参画社会に関する世論調査（令和 6年度） 
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4．調査結果の総括 

（1）市民意識調査結果の総括 

●男女の平等感について 

➢ 岡崎市の男女の平等感について、 「家庭生活」や 「就職・仕事」、 「政治の場」、 「社会通念・慣習・し

きたりなど」において 5割以上の人が「男性優遇」だと感じています。特に、女性は各項目につい

て「男性優遇」の割合が男性に比べて大幅に高いことから、岡崎市の女性は社会のあらゆる場面に

おいて「男性優遇」を強く感じている傾向にあります。 

➢ 政策や方針を決定する立場への女性参画が低い理由として、「男性中心の組織運営が続いているこ

と」や「固定的な性別役割分担や性差別意識が根強いこと」が挙がっていることから、岡崎市では

いまだに固定的な性別役割分担に基づいた慣習が根付いていると考えられます。 

 

●男女の役割分担について 

➢ 地域活動における役割分担について、女性は「会議・集会などの補佐、お茶くみなど」という補助

的な役割を担う一方で、男性は 「運営や取り仕切り」を中心に担っていることから、地域活動にお

いて「男性がリーダー、女性は補助的役割」という役割分担がされている現状がうかがえます。 

➢ 家庭での役割分担について、「妻」は家事の大半を担い、「夫」は生活費を稼ぐ役割を担う傾向にあ

ります。また、共働きの家庭においてもその傾向は変わらないことから、岡崎市の家庭では 「夫は

仕事で生活費を稼ぎ、妻は家事を中心に負担し仕事は家計の補助的に行う」という役割分担がされ

ている現状がうかがえます。 

 

●固定的性別役割分担意識について 

➢ 「男は外で働き、女は家庭を守るべき」という考え方について、『賛成』が 27.2％となっています。 

➢ 「男は外で働き、女は家庭を守るべき」という考え方に『反対』であるにもかかわらず、様々な場

面において性別による無意識な思い込みを持っている層が 41.8％、全く性別による思い込みを持た

ない層が 13.8％となっています。 

➢ 無意識も含めると 69.0％の人が性別による思い込みを持っており、岡崎市ではいまだ根強く固定的

性別役割分担意識が残っていると考えられます。 

 

●性の多様性について 

➢ 「LGBTQ」の言葉の認知度は 84.7％と前回よりも上昇していますが、「SOGI」や「アライ」の認知度

は低い結果となっています。また、岡崎市 LGBTQ電話相談窓口の認知度も 8.6％と低くなっていま

す。 

➢ LGBTQ の人々が暮らしやすい社会になるためには、教育の充実や各種法的制度の導入・推進が求め

られています。 

 

  



 

5 

 

 

●職業生活について 

➢ 女性が仕事を持つことについて、「職業（仕事）は持ち続けた方がよい」という意見が 65.3％とな

っており、今後も「働き続けたい」と考えている女性も 66.8％となっていることから、女性の就労

に対して前向きな意識がみられます。 

➢ 育児休業を取得したことがある割合は、男女ともに 10～20 代を除いて年代が若いほど高くなって

います。育児休業を取得しなかった人に対して理由を尋ねたところ、男性は仕事の忙しさやキャリ

アへの影響を懸念する割合が女性に比べて大幅に高くなっている他、「配偶者（妻）が取得するか

ら」という理由も多く挙げられました。 

➢ 介護休業を取得したことがある割合は、男女で差はみられませんが、取得する際の不安として、男

性は育児休業と同様に仕事の忙しさやキャリアへの影響を懸念する割合が女性に比べて高くなっ

ています。 

➢ 仕事と家庭を両立していくための条件として、育児休業や介護休業を利用できる職場環境づくりや、

働き続けながら家事・育児を行うことへ理解や協力がある職場環境づくりが求められています。ま

た、女性や若い年代では、テレワーク、フレックスタイム、短時間勤務などの柔軟な勤務制度の充

実も求められています。 

 

●DV・ハラスメントについて 

➢ DVに関する言葉の認知について、デート DVや経済的 DVなどの認知度が低く、多種多様な暴力が存

在していることの理解が不十分だと考えられます。 

➢ DVを受けたことがある人の中で、「相談をしなかった」が 70.9％となっており、相談をしなかった

理由として 33.3％が「どこ （だれ）に相談すればよいのかわからなかったから」と回答しています。

また、岡崎市全体では「岡崎市 DV相談窓口」を知っている割合が 21.1％にとどまっており、DV被

害経験がある、または身近な人にDV被害者がいる人でもその認知度は29.5％にとどまっています。

これらのことから、岡崎市は人権にかかわる相談窓口などの認知度が低く、悩みを抱える市民が相

談窓口を利用できていない可能性があります。 

➢ ハラスメント被害経験について、 「パワー・ハラスメント」や 「セクシュアル・ハラスメント」、 「モ

ラル・ハラスメント」について被害者が多くなっています。 

➢ ハラスメント防止のために、職場の支援やより一層の関与、研修などが求められています。また、

女性は男性に比べて「身近な相談体制の充実」を求める割合が高くなっています。 

 

●岡崎市の施策について 

➢ 岡崎市で男女共同参画社会を実現するために期待することとして、「仕事・家庭・地域活動の両立を

進めるまちづくり」や「社会における制度や慣行を見直し、男女平等を進めるまちづくり」、「多様

な性を理解・尊重し、互いの人権を尊重したまちづくり」を求める声が多くなっています。 

➢ 特に、10～50代では 「仕事・家庭・地域活動の両立を進めるまちづくり」、60～70代以上では「社

会における制度や慣行を見直し、男女平等を進めるまちづくり」が求められている傾向にあります。 
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（2）事業者調査結果の総括 

●従業員の状況について 

➢ 回答事業者全体でみると、管理職に占める女性の割合は 15.7％にとどまっています。 

➢ 直近の事業年度 1 年間でみると、育児休業対象従業員のうち、女性では 94.5％、男性では 60.8％

が育児休業を取得しており、男性の育児休業取得割合は令和元年度調査の 4.8％と比較すると大幅

に増加しています。一方で、女性の育児休業の平均取得期間は 1年 6か月ですが、男性は 5か月で

あり、育児に伴うブランク期間は女性の方が長い結果となっています。 

 

●育児・介護と仕事の両立について 

➢ 配偶者の出産を機に男性の働き方に配慮している事業者は全体で 54.8％となった一方で、育児休業

から職場復帰する従業員に対する復職支援については「特に何もしていない」が 45.2％と高くなっ

ています。 

➢ 男性の育児休業の取得を進めるうえで支障となることについて、「仕事の多忙さや人手不足」が挙

げられています。また、介護休業の取得を進めるうえでの支障も、育児休業と同様に「仕事の多忙

さや人手不足」が挙げられています。 

 

●ハラスメント防止策について 

➢ パワー・ハラスメントやセクシュアル・ハラスメントについて、5 割以上の事業者が防止や対応の

ための取組を行っている一方で、「取り組んでいない(取り組む予定なし)」と回答した事業者も 3割

前後となりました。 

➢ 従業員規模別にみると、従業員規模が大きいほど何らかの取組を行っている傾向にあります。取組

内容としては「相談窓口の設置」や「就業規則等に規定」が多くなっています。 

 

●多様な働き方を推進するための制度について 

➢ 育児休業や介護休業の制度を整備している事業者や、短時間勤務や育児・介護に伴う時間外労働の

制限などの柔軟な働き方を整備している事業者が 5 割以上を占めていますが、「休業している従業

員への経済的支援」や 「離職者への再雇用制度の整備」、 「転勤・配置転換の配慮」を行っている事

業者の割合は低くなっています。 

➢ 多様な働き方を推進するうえで支障となっていることとして、「休業者の代替の人材確保が難しい

こと」が 47.1％と高くなっており、事業者の人材確保が課題となっています。また、多様な働き方

を推進するうえで取り組むべきこととして「仕事と家庭を両立するための制度の構築・充実、利用

しやすい職場環境づくり」が挙げられています。 

➢ LGBTQなどの従業員への配慮として「特に何もしていない」事業者が 67.1％となっています。 

➢ テレワークの実施状況について、テレワークを実施している割合が 17.2％となっています。また、

テレワークを進めていくうえで障害となることとして、「適した業務がない・わからない」が 61.4％

と高くなっています。 
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●女性従業員の働き方について 

➢ 岡崎市の女性の働き方として、「出産するまで働いて、育児休業後に復職する」が 25.7％と最も高

くなっています。 

➢ 女性の管理職登用については、 「能力に応じて登用していきたい」と考える事業者が 43.8％と多く、

前向きな姿勢が見られます。一方で、管理職への女性登用を進めるうえで支障となる事由として「女

性従業員が少ないこと」や「特にない」、「管理職への昇進を希望しない女性が多いこと」が挙げら

れています。また、女性従業員の活躍に向けて取り組んでいることとして「特に何もしていない」

が 36.2％で最も高くなっており、前向きな意向はあるものの、実際に女性従業員の活躍のために積

極的に取組を行っている事業者は少ないと考えられます。 

➢ 「えるぼし認定」や「あいち女性輝きカンパニー」といった国や県が定める認証制度については、

いずれも「知らない」が 6割前後と認知度が低くなっています。 

 

●従業員の募集や採用状況について 

➢ 従業員の募集や採用において、男女で異なる条件を設けている事業者は極めて少ないです。 

 



 

 

 

 

  



 

 

 

Ⅱ 市民意識調査結果 
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1．回答者の属性 

問ア あなたの性別（自認する性別でも可）をお答えください。（1つに○） 

➢ 回答者の性別は、全体でみると「男性」が 42.4％、「女性」が 57.2％となっています。 

図表 1 性別 

 

問イ あなたの年代をお答えください。（1つに○） 

➢ 回答者の年代は、全体でみると 「50歳代」が 19.7％で最も高く、次いで「40歳代」が 19.3％、「70

歳代以上」が 18.7％となっています。 

➢ 性別でみると、男性は「70歳代以上」が 19.8％で最も高く、次いで「40歳代」が 19.2％、「60歳

代」が 18.4％となっています。女性は「50歳代」が 21.0％で最も高く、次いで「40歳代」が 19.3％、

「70歳代以上」が 17.8％となっています。 

図表 2 年代（性別） 

   

42.4 57.2

0.1

0.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 (n=1,521)

男性 女性 その他 無回答

1.4

10.0

13.7

19.3

19.7

17.0

18.7

0.2

1.9

9.1

13.3

19.2

18.0

18.4

19.8

0.2

1.1

10.6

14.1

19.3

21.0

16.0

17.8

0.0

0% 10% 20% 30%

10歳代

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳代以上

無回答

全体 (n=1,521)

男性 (n=645)

女性 (n=870)
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問ウ あなたの就業形態をお答えください。（1つに○） 

➢ 回答者の職業は、全体でみると 「正社員」が 38.2％で最も高く、次いで「パート・アルバイト」が

20.2％、「無職」が 17.2％となっています。 

➢ 性別でみると、男性は「正社員」が 55.5％で最も高く、次いで「無職」が 25.0％、「自営業・家業」

が 8.2％となっています。男性の「無職」割合が高い要因として、男性は 70歳代以上の回答者が多

いことが考えられます。女性は「パート・アルバイト」が 30.3％で最も高く、次いで「正社員」が

25.4％、「専業主婦（夫）」が 23.0％となっています。 

➢ 『非正規雇用』（ 「パート・アルバイト」＋「契約社員・派遣社員」）の割合は、男性で 10.7％、女

性で 34.3％と、女性が男性に比べて高くなっています。 

図表 3 職業（性別） 

 

  

6.5

38.2

20.2

4.0

13.3

17.2

0.0

0.5

8.2

55.5

6.7

4.0

0.3

25.0

0.0

0.3

5.3

25.4

30.3

4.0

23.0

11.5

0.0

0.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

自営業・家業

正社員

パート・アルバイト

契約社員・派遣社員

専業主婦(夫)

無職

その他

無回答

全体 (n=1,521)

男性 (n=645)

女性 (n=870)
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就労状況 

⚫ 問ウにおいて、  自営業・家業」 正社員」 パート・アルバイト」 契約社員・派遣社員」 その他」

と回答した人を 有職」とします。 

⚫ 問ウにおいて、 専業主婦（夫）」 無職」と回答した人を 無職」とします。 

 

➢ 回答者の就労状況は、全体でみると「有職」が 68.9％、「無職」が 30.6％となっています。 

➢ 女性でみると、「有職」が 65.1％、「無職」が 34.5％となっています。 

➢ 女性の年代別でみると、10～50代までは「有職」が 7割以上となっています。 

図表 4 就労状況（女性、性年代別） 

 

  

68.9

65.1

71.6

74.8

81.0

82.0

56.8

23.2

30.6

34.5

27.5

25.2

19.0

17.5

42.4

76.1

0.5

0.5

1.0

0.5

0.7

0.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 (n=1,521)

女性 (n=870)

女性・10～20代 (n=102)

女性・30代 (n=123)

女性・40代 (n=168)

女性・50代 (n=183)

女性・60代 (n=139)

女性・70代以上 (n=155)

有職 無職 無回答
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問エ 現在、あなたは結婚していますか。（1つに○） 

➢ 回答者の婚姻状況は、全体で「既婚 （事実婚などを含む）」が 72.8％、 『婚婚』 （ 「婚婚 （離別・死別

含む）」＋「婚婚（結婚歴なし）」）が 26.9％となっています。 

➢ 性別でみると、男女で大きな差はありません。 

図表 5 婚姻状況（性別） 

 

女性の就労状況（未婚・既婚別） 

➢ 婚婚・既婚別に女性の就労状況をみると、既婚女性で「有職」が 62.5％、「無職」が 37.0％となっ

ています。婚婚女性では「有職」が 72.5％、「無職」が 27.0％となっています。 

図表 6 女性の就労状況（未婚・既婚別） 

 

 

  

72.8

70.5

74.5

8.3

5.4

10.6

18.6

23.4

14.9

0.3

0.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 (n=1,521)

男性 (n=645)

女性 (n=870)

既婚(事実婚などを含む) 未婚(離別・死別含む) 未婚(結婚歴なし) 無回答

62.5

72.5

37.0

27.0

0.5

0.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

既婚女性(n=648)

未婚女性(n=222)

有職 無職 無回答
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既婚女性の就労状況（年代別） 

➢ 既婚女性の就労状況を年代別にみると 10～50代までは「有職」が 7割以上となっています。 

図表 7 既婚女性の就労状況（年代別） 

 

未婚女性の就労状況（年代別） 

➢ 婚婚女性の就労状況を年代別でみると、30～50代で 「有職」が 8割以上となっており、特に 40～50

代では 9割前後と高くなっています。 

図表 8 未婚女性の就労状況（年代別） 

  

62.5

76.9

72.0

79.1

79.6

53.9

20.3

37.0

23.1

28.0

20.9

19.7

45.2

78.9

0.5

0.7

0.9

0.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

既婚女性 (n=648)

10～20代 (n=26)

30代 (n=93)

40代 (n=139)

50代 (n=152)

60代 (n=115)

70代以上 (n=123)

有職 無職 無回答

72.5

69.7

83.3

89.7

93.5

70.8

34.4

27.0

28.9

16.7

10.3

6.5

29.2

65.6

0.5

1.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

未婚女性 (n=222)

10～20代 (n=76)

30代 (n=30)

40代 (n=29)

50代 (n=31)

60代 (n=24)

70代以上 (n=32)

有職 無職 無回答
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【問エで「既婚（事実婚などを含む）」と回答した方におたずねします】 

問エ-1 配偶者の就業形態をお答えください。（1つに○） 

➢ 既婚者における配偶者・パートナーの職業は、全体でみると 「正社員」が 41.9％で最も高く、次い

で「無職」が 20.1％、「パート・アルバイト」が 16.3％となっています。 

➢ 性別でみると、男性は配偶者の職業として「パート・アルバイト」が 30.5％、次いで「無職」が

20.2％、「正社員」が 19.3％となっています。女性は配偶者の職業として 「正社員」が 57.7％で最

も高く、次いで「無職」が 20.1％、「自営業・家業」が 10.6％となっています。 

図表 9 配偶者・パートナーの職業（性別） 

 

共働き 

⚫ 既婚者のうち、問ウ （回答者の就業形態）と問エ-1 （配偶者の就業形態）について、どちらも  有

職」と回答した人を、 共働き」とします。 

 

➢ 全体でみると「共働き」が 55.3％、「共働きではない」が 43.5％となっています。 

図表 10 共働き 

 

8.9

41.9

16.3

3.5

8.6

20.1

0.0

0.6

6.4

19.3

30.5

4.8

18.0

20.2

0.0

0.7

10.6

57.7

6.3

2.6

2.0

20.1

0.0

0.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

自営業・家業

正社員

パート・アルバイト

契約社員・派遣社員

専業主婦(夫)

無職

その他

無回答

全体 (n=1,103)

男性 (n=455)

女性 (n=648)

55.3 43.5 1.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 (n=1,107)

共働き 共働きではない 無回答
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問オ あなたと同居している家族構成をお答えください。（1つに○） 

➢ 回答者の家族構成は、全体でみると「親と子（2世代世帯）」が 52.7％、「夫婦のみ（1世代世帯）」

が 27.5％となっています。 

➢ 性別でみると、男性は「親と子 （2世代世帯）」が 49.8％、「夫婦のみ （1世代世帯）」が 25.9％とな

っています。女性は「親と子 （2世代世帯）」が 54.9％、「夫婦のみ （1世代世帯）」が 28.7％となっ

ています。 

図表 11 家族構成（性別） 

 

問カ あなたと同居しているお子さん（孫も含む）の年代をお答えください。 

問カ （あてはまるものすべてに○） 

➢ 同居している子どもの年代は、全体でみると 「子どもはいない」が 36.5％で最も高く、次いで「18

歳以上」が 26.3％、「中学生～17歳」が 13.3％となっています。 

➢ 性別でみると、男性は「子どもはいない」が 41.7％で最も高く、次いで「18歳以上」が 23.6％、

「中学生～17歳」が 12.4％となっています。女性は「子どもはいない」が 32.8％で最も高く、次

いで「18歳以上」が 28.4％、「中学生～17歳」が 14.0％となっています。 

図表 12 子どもの年代（性別） 

 

9.4

14.4

5.7

27.5

25.9

28.7

52.7

49.8

54.9

7.9

7.8

7.9

0.3

0.2

0.5

2.1

2.0

2.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 (n=1,515)

男性 (n=645)

女性 (n=870)

同居家族なし(1人世帯) 夫婦のみ(1世代世帯) 親と子(2世代世帯)

親と子と孫(3世代世帯) その他 無回答

7.2

4.8

7.5

7.3

13.3

26.3

36.5

13.7

5.9

4.5

7.3

6.7

12.4

23.6

41.7

12.9

8.2

4.9

7.7

7.8

14.0

28.4

32.8

14.1

0% 10% 20% 30% 40% 50%

0～3歳

4～6歳

小学校1～3年生

小学校4～6年生

中学生～17歳

18歳以上

子どもはいない

無回答

全体 (n=1,521)

男性 (n=645)

女性 (n=870)
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女性の就労状況（一番下の同居の子どもの年代別） 

➢ 一番下の同居の子どもの年代別に女性の就労状況をみると、0～3歳の子どもを持つ女性では「無職」

が 40.8％と他の子どもの年代に比べて高くなっています。一方で、一番下の子どもが小学生になる

と「無職」は 1割半ばとなり、「有職」が 8割以上となります。 

図表 13 女性の就労状況（一番下の同居の子どもの年代別） 

 

  

65.1

59.2

75.0

85.0

83.3

75.0

62.3

34.5

40.8

25.0

12.5

16.7

25.0

36.7

0.5

2.5

1.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

女性 (n=870)

0～3歳 (n=71)

4～6歳 (n=32)

小学校1～3年生 (n=40)

小学校4～6年生 (n=36)

中学生～17歳 (n=84)

18歳以上 (n=199)

有職 無職 無回答
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2．男女共同参画社会について 

（1）男女の平等感について 

問 1 次の①～⑨に関する男女平等の現状について、あなたの考えをお答えください。 

問 1 （①～⑨それぞれについて 1つに○） 

➢ 各分野における男女平等の現状について、『男性優遇』 （ 「男性の方が優遇されている」＋「やや男性

の方が優遇されている」）が高い分野は、 「 就職・仕事」「⑥政治の場」「⑧社会通念・慣習・しき

たりなど」であり、いずれも 6割以上となっています。 

➢ 「③子育てや保育園・学校とのかかわり」について、『女性優遇』 （ 「女性の方が優遇されている」＋

「やや女性の方が優遇されている」）が 29.3％と、他の分野に比べて高くなっています。 

➢ 「⑨趣味・余暇・自由時間の確保」では、「男女平等である」が 44.1％と最も高くなっています。 

 

図表 14 男女平等の現状 

 

  

17.1

23.5

14.1

19.7

12.8

39.8

17.6

25.8

14.6

37.3

45.2

25.2

28.9

33.3

34.1

33.1

44.0

27.8

34.2

24.1

27.6

32.9

38.6

21.4

39.8

24.6

44.1

7.2

4.5

22.3

11.0

10.2

1.7

4.9

2.8

9.7

2.2

1.1

7.0

4.0

2.5

0.6

2.0

0.7

2.5

1.9

1.6

3.9

3.5

2.6

2.4

2.5

2.2

1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①家庭生活 (n=1,521)

②就職・仕事 (n=1,521)

③子育てや保育園・学校とのかかわり (n=1,521)

④親などの介護・看護 (n=1,521)

⑤学区・町内会など地域の場 (n=1,521)

⑥政治の場 (n=1,521)

⑦法律・制度 (n=1,521)

⑧社会通念・慣習・しきたりなど (n=1,521)

⑨趣味・余暇・自由時間の確保 (n=1,521)

男性の方が優遇されている やや男性の方が優遇されている 男女平等である

やや女性の方が優遇されている 女性の方が優遇されている 無回答
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問 1 【参考】男女平等の現状について（前回調査） 

➢ 前回調査における男女平等の現状は以下の通りです。「①家庭生活で」「 職場で」で『男性優遇』

が 6割前後、「⑤政治の場で」「⑦社会通念・慣習・しきたりなど」「⑧社会全体として」で『男性優

遇』が 8割前後と高くなっています。 

➢ 令和 6年度調査の設問と対応する分野（グラフ内＊）の大部分で、令和 6年度調査に比べて『男性

優遇』の割合が高くなっています。 

図表 15 男女平等の現状（前回調査）

 

 

 

 

  

＊

19.9

21.9

4.4

11.0

41.9

19.5

33.7

20.9

39.8

39.8

20.3

34.5

39.9

37.0

47.1

58.4

28.8

23.8

61.9

38.4

12.0

31.4

11.8

12.7

7.0

7.1

4.0

10.1

1.5

5.9

2.9

3.9

1.6

1.9

0.7

1.2

0.5

1.1

0.7

1.2

3.0

5.5

8.7

4.8

4.2

5.1

3.8

3.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①家庭生活で (n=1,304)

②職場で (n=1,304)

③学校教育の場で (n=1,304)

④地域活動で (n=1,304)

⑤政治の場で (n=1,304)

⑥法律や制度の上で (n=1,304)

⑦社会通念・慣習・しきたりなど (n=1,304)

⑧社会全体として (n=1,304)

男性の方が優遇されている やや男性の方が優遇されている 男女平等である

やや女性の方が優遇されている 女性の方が優遇されている 無回答

＊

＊

＊

＊
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問 1 【参考】男女平等の現状について（国・愛知県） 

➢ 国や愛知県調査における男女平等の現状は以下の通りです。岡崎市と同様に多くの分野で男性優遇

の割合が高い傾向にあります。 

図表 16 男女平等の現状（国） 

 

 

図表 17 男女平等の現状（愛知県） 

 

  

9.3

14.2

2.4

8.8

44.1

11.4

21.2

11.9

51.4

49.6

19.5

38.2

43.8

38.9

57.0

62.8

30.0

25.8

70.4

40.3

9.4

38.2

16.3

16.7

7.8

8.1

5.6

9.3

1.9

8.9

3.4

6.1

1.2

1.1

0.4

1.2

0.3

1.9

0.5

0.7

0.3

1.2

1.6

2.2

0.6

0.6

1.6

1.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①家庭生活 (n=2,673)

②職場 (n=2,673)

③学校教育の場 (n=2,673)

④自治会やPTAなどの地域活動の場 (n=2,673)

⑤政治の場 (n=2,673)

⑥法律や制度の上 (n=2,673)

⑦社会通念・地域の慣習・しきたりなど(n=2,673)

⑧社会全体 (n=2,673)

男性の方が非常に優遇されている どちらかといえば男性の方が優遇されている

平等 どちらかといえば女性の方が優遇されている

女性の方が非常に優遇されている 無回答

18.7

21.7

6.1

12.9

48.0

19.5

32.7

21.8

41.3

42.8

20.3

35.3

38.4

37.5

47.5

55.3

29.3

24.8

62.8

40.5

9.7

31.5

14.1

14.6

7.7

7.3

7.0

8.2

1.6

8.0

2.9

5.7

1.8

1.3

0.6

0.8

0.5

1.5

0.7

1.1

1.3

2.1

3.2

2.3

1.8

1.9

2.1

1.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①家庭生活 (n=1,236)

②職場 (n=1,236)

③学校教育の場 (n=1,236)

④地域活動の場 (n=1,236)

⑤政治の場 (n=1,236)

⑥法律や制度の上 (n=1,236)

⑦社会通念やしきたりなど (n=1,236)

⑧社会全体として (n=1,236)

男性の方が優遇されている どちらかといえば男性の方が優遇されている

平等 どちらかといえば女性の方が優遇されている

女性の方が優遇されている 無回答



 

21 

 

問 1 ①家庭生活 

➢ 家庭生活における男女の平等感について、全体でみると 『男性優遇』が 54.4％、「男女平等である」

が 34.2％、『女性優遇』が 9.4％と、『男性優遇』が最も高くなっています。 

➢ 性別でみると、女性は『男性優遇』が 65.5％と、男性に比べて 25.9ポイント高くなっています。 

➢ 性・年代別でみると、男性では 30～40代で「男女平等である」が 5割以上と高くなっています。女

性では 40～70代以上で『男性優遇』が 6割以上と高くなっています。 

図表 18 ①家庭生活（性、性年代別） 

 

  

女

性

・

年

代

性

別

男

性

・

年

代

17.1

8.1

23.7

5.6

5.6

10.3

9.2

14.1

16.7

9.8

23.2

28.4

25.9

32.3

37.3

31.5

41.8

26.8

17.4

22.6

31.9

44.5

39.8

34.3

40.7

42.3

43.7

46.0

41.3

34.2

45.7

25.7

45.1

58.1

54.8

45.7

36.1

37.5

37.3

36.6

23.8

22.4

23.0

18.1

7.2

10.2

5.1

18.3

19.8

13.7

6.0

6.7

3.1

9.8

9.8

5.4

2.7

1.4

3.9

2.2

2.6

2.0

4.2

4.7

3.2

1.7

1.7

1.6

2.0

2.4

4.2

1.1

1.4

0.6

1.9

1.9

1.7

4.3

1.7

3.9

0.8

1.2

1.6

2.2

3.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 (n=1,521)

男性 (n=645)

女性 (n=870)

男性・10～20代 (n=71)

男性・30代 (n=86)

男性・40代 (n=124)

男性・50代 (n=116)

男性・60代 (n=119)

男性・70代以上 (n=128)

女性・10～20代 (n=102)

女性・30代 (n=123)

女性・40代 (n=168)

女性・50代 (n=183)

女性・60代 (n=139)

女性・70代以上 (n=155)

男性の方が優遇されている やや男性の方が優遇されている 男女平等である

やや女性の方が優遇されている 女性の方が優遇されている 無回答
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問 1 ②就職・仕事 

➢ 就職・仕事における男女の平等感について、全体でみると『男性優遇』が 68.7％、「男女平等であ

る」が 24.1％、『女性優遇』が 5.6％と、『男性優遇』が最も高くなっています。 

➢ 性別でみると、女性は『男性優遇』が 74.8％と、男性に比べて 14.3ポイント高くなっています。 

➢ 性・年代別でみると、男性では 30～40代、70代以上で『男性優遇』が 6割以上と高くなっていま

す。女性では 30～70代以上で『男性優遇』が 7割以上と高くなっています。 

図表 19 ②就職・仕事（性、性年代別）
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問 1 ③子育てや保育園・学校とのかかわり 

➢ 子育てや保育園・学校とのかかわりにおける男女の平等感について、全体でみると『男性優遇』が

39.3％、 「男女平等である」が 27.6％、 『女性優遇』が 29.3％と、『男性優遇』が最も高くなってい

ます。 

➢ 性別でみると、女性は『男性優遇』が 49.1％と、男性に比べて 23.2ポイント高くなっています。

また、男性は『女性優遇』が 36.8％と最も高く、女性に比べて 13.0ポイント高くなっています。 

➢ 性・年代別でみると、男性の 10～40代では『女性優遇』が 4割以上と高いですが、60～70代以上

では『男性優遇』が 3割以上と高くなっています。女性では 40～50代で『男性優遇』が 5割以上と

高くなっています。 

図表 20 ③子育てや保育園・学校とのかかわり（性、性年代別） 
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問 1 ④親などの介護・看護 

➢ 親などの介護・看護における男女の平等感について、全体でみると『男性優遇』が 48.6％、「男女

平等である」が 32.9％、『女性優遇』が 15.0％と、『男性優遇』が最も高くなっています。 

➢ 性別でみると、女性は『男性優遇』が 61.0％と、男性に比べて 29.2ポイント高くなっています。 

➢ 性 ・年代別でみると、男性の 10～40代で「男女平等である」が 5割以上と高くなっています。女性

では年代が若いほど「男女平等である」の割合が高くなる傾向にあります。 

図表 21 ④親などの介護・看護（性、性年代別）
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問 1 ⑤学区・町内会など地域の場 

➢ 学区・町内会など地域の場における男女の平等感について、全体でみると『男性優遇』が 46.1％、

「男女平等である」が 38.6％、『女性優遇』が 12.7％と、『男性優遇』が最も高くなっています。 

➢ 性別でみると、女性は『男性優遇』が 54.0％と、男性に比べて 18.5ポイント高くなっています。 

➢ 性・年代別でみると、男性の 10～50代は「男女平等」が最も高いですが、60～70代以上では『男

性優遇』が最も高くなっています。女性では 70代以上で『男性優遇』が 61.9％と高くなっていま

す。また、女性の 30代のみ「男女平等である」が 43.1％と、他の年代に比べて高くなっています。 

図表 22 ⑤学区・町内会など地域の場（性、性年代別） 
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問 1 ⑥政治の場 

➢ 政治の場における男女の平等感について、全体でみると 『男性優遇』が 73.9％、 「男女平等である」

が 21.4％、『女性優遇』が 2.3％と、『男性優遇』が最も高くなっています。 

➢ 性別でみると、女性は『男性優遇』が 80.2％と、男性に比べて 14.6ポイント高くなっています。 

➢ 性 ・年代別でみると、男性の 60～70代以上で『男性優遇』が 7割前後と高くなっています。女性で

は、すべての年代で『男性優遇』が 8割前後と高くなっています。 

図表 23 ⑥政治の場（性、性年代別） 
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問 1 ⑦法律・制度 

➢ 法律・制度における男女の平等感について、全体でみると『男性優遇』が 50.7％、「男女平等であ

る」が 39.8％、『女性優遇』が 6.9％と、『男性優遇』が最も高くなっています。 

➢ 性別でみると、女性は『男性優遇』が 61.8％と、男性に比べて 26.0ポイント高くなっています。 

➢ 性 ・年代別でみると、男性はすべての年代で「男女平等である」が最も高いですが、10～40代で『女

性優遇』が 2割前後と他の年代に比べて高くなっています。女性では 30～70代以上で『男性優遇』

が 6割前後と高くなっています。 

図表 24 ⑦法律・制度（性、性年代別）
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問 1 ⑧社会通念・慣習・しきたりなど 

➢ 社会通念・慣習・しきたりなどにおける男女の平等感について、全体でみると『男性優遇』が 69.8％、

「男女平等である」が 24.6％、『女性優遇』が 3.5％と、『男性優遇』が最も高くなっています。 

➢ 性別でみると、女性は『男性優遇』が 77.2％と、男性に比べて 17.4ポイント高くなっています。 

➢ 性 ・年代別でみると、男性の 10～30代において「男女平等である」が 4割以上と他の年代に比べて

高くなっています。女性では 40～50代で『男性優遇』が 8割以上と高くなっています。 

図表 25 ⑧社会通念・慣習・しきたりなど（性、性年代別）
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問 1 ⑨趣味・余暇・自由時間の確保 

➢ 趣味・余暇・自由時間の確保における男女の平等感について、全体でみると 『男性優遇』が 42.4％、

「男女平等である」が 44.1％、『女性優遇』が 12.2％と、「男女平等である」が最も高くなっていま

す。 

➢ 性別でみると、女性は『男性優遇』が 51.7％と男性に比べて 21.6ポイント高くなっています。 

➢ 性 ・年代別でみると、男性の 10～30代で「男女平等である」が 6割以上と他の年代に比べて高くな

っています。また、男性の 50代、70代以上で『男性優遇』が 3割以上と高くなっています。女性

では 30～40代で『男性優遇』が 6割以上と高くなっています。 

図表 26 ⑨趣味・余暇・自由時間の確保（性、性年代別）
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8.5

12.8

15.3

9.5

11.8

8.6

8.8

2.4

4.8

10.4

9.4

14.8

2.5

2.9

2.2

2.8

3.5

4.0

2.6

2.5

2.3

2.0

1.8

2.7

2.2

3.9

1.2

1.1

1.1

1.7

1.7

2.3

0.5

2.2

3.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 (n=1,521)

男性 (n=645)

女性 (n=870)

男性・10～20代 (n=71)

男性・30代 (n=86)

男性・40代 (n=124)

男性・50代 (n=116)

男性・60代 (n=119)

男性・70代以上 (n=128)

女性・10～20代 (n=102)

女性・30代 (n=123)

女性・40代 (n=168)

女性・50代 (n=183)

女性・60代 (n=139)

女性・70代以上 (n=155)

男性の方が優遇されている やや男性の方が優遇されている 男女平等である

やや女性の方が優遇されている 女性の方が優遇されている 無回答



 

30 

 

問 2 女性の社会進出が進む現代社会においても、政策や方針を決定する立場への女性参画は男性よ

り低い状況にあります。その理由は何だと思いますか。（○は 3つまで） 

➢ 政策や方針を決定する立場への女性参画が低い理由について、全体でみると 「男性中心の組織運営

が続いているから」が 65.0％で最も高く、次いで「家庭・職場・地域における固定的な性別役割分

担や性差別意識が根強いから」が 57.9％となっています。 

➢ 性別でみると、女性は「家庭・職場・地域における固定的な性別役割分担や性差別意識が根強いか

ら」が 65.9％と、男性に比べて 18.6ポイント高くなっています。また、「女性参画に向けた家族の

理解・協力が不十分だから」が 33.8％と、男性に比べて 9.6ポイント高くなっています。 

図表 27 政策や方針を決定する立場への女性参画が低い理由（性別） 

  

57.9

65.0

19.1

30.0

21.4

29.7

4.6

4.8

1.1

47.3

64.0

21.4

28.1

23.6

24.2

7.0

4.8

0.8

65.9

66.1

17.5

31.7

20.0

33.8

2.9

4.8

1.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

家庭・職場・地域における固定的な性

別役割分担や性差別意識が根強いから

男性中心の組織運営が続いているから

女性が能力を発揮する機会が不十分だから

女性の能力開発を後押し

する体制が不十分だから

政策形成や政治分野に対す

る女性の関心が低いから

女性参画に向けた家族の理

解・協力が不十分だから

その他

わからない

無回答

全体 (n=1,521)

男性 (n=645)

女性 (n=870)
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（2）男女の役割分担について 

問 3 あなたが住んでいる地域では、地域活動の役割分担はどのようになっていますか。 

問 3 （①～⑤それぞれについて 1つに○） 

➢ 地域活動の役割分担について、 「主に女性が担当」が高い分野は 「④会議・集会などの補佐、お茶く

みなど」で 22.3％となっています。一方で、「主に男性が担当」が高い分野は、 「①地域行事の指揮

監督・取り仕切り」「③会議・集会などの運営、取り仕切り」「⑤地域の役員、リーダー的役割」で

あり、いずれも 4割以上となっています。 

図表 28 地域活動の役割分担 

 

 

問 3 【参考】地域活動の役割分担（前回調査） 

➢ 前回調査における地域活動の役割分担は以下の通りです。令和 6年度調査と同様に、地域活動の取

り仕切りは主に男性が担当し、補助的な業務は主に女性が担当している傾向にあります。 

図表 29 地域活動の役割分担（前回調査） 

 

 

 

 

  

1.1

3.8

0.9

22.3

0.6

3.6

14.3

4.2

24.6

2.8

8.5

17.4

9.0

10.3

7.0

24.4

34.3

23.3

9.7

21.2

42.2

9.3

40.5

3.6

48.1

19.9

20.3

21.3

29.2

19.7

0.3

0.7

0.8

0.5

0.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①地域行事の指揮監督、取り仕切り (n=1,521)

②地域行事の担当者、お手伝い (n=1,521)

③会議・集会などの運営、取り仕切り (n=1,521)

④会議・集会などの補佐、お茶くみなど(n=1,521)

⑤地域の役員、リーダー的役割 (n=1,521)

主に女性が担当 女性が多いが男性も分担 男性と女性が同程度 男性が多いが女性も分担

主に男性が担当 該当なし／わからない 無回答

3.3

1.8

40.3

1.9

13.0

1.7

7.7

5.6

20.9

5.0

24.2

2.8

11.8

10.7

7.7

14.8

17.0

5.5

29.2

25.5

4.1

25.3

15.0

15.0

33.1

41.0

2.2

35.3

8.6

58.6

8.2

8.1

16.6

10.5

13.0

9.8

6.6

7.2

8.2

7.2

9.3

6.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①地域行事や催しものの企画、決定 (n=1,304)

②集会などの運営、取り仕切り (n=1,304)

③集会などでのお茶くみ、調理 (n=1,304)

④祭りや葬儀の運営、取り仕切り (n=1,304)

⑤PTAや保護者会の運営、取り仕切り (n=1,304)

⑥会長などの役職 (n=1,304)

主に女性が担当 女性が多いが男性も分担 男性と女性が同程度 男性が多いが女性も分担

主に男性が担当 該当なし 無回答
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問 4 あなたは、最近、地域活動に参加していますか。（1つに○） 

➢ 地域活動の参加状況は、『参加している』 （ 「よく参加している」＋「たまに参加している」）が 48.9％、

「参加していない」が 50.8％となっています。 

図表 30 地域活動の参加状況 

 

 

問 4 【参考】地域活動の参加状況（経年比較） 

➢ 地域活動の参加状況について経年でみると、令和 6年度調査で「参加している」が 48.9％と、令和

元年度調査に比べて 8.7ポイント高くなっています。 

 

図表 31 地域活動の参加状況（経年比較） 

 

 

  

10.4 38.5 50.8 0.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 (n=1,521)

よく参加している たまに参加している 参加していない 無回答

48.9

40.2

50.8

55.4

0.3

4.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和6年度調査(n=1,521)

令和元年度調査(n=1,304)

参加している 参加していない 無回答
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【問 4で「参加していない」と答えた方におたずねします】  

問 4-1 あなたが地域活動に参加していない理由は何ですか。（○は 3つまで） 

➢ 地域活動に参加していない理由について、「時間がない」が 36.7％で最も高く、次いで「特に理由

はない」が 29.2％、「関心がない」が 27.9％となっています。 

図表 32 地域活動に参加していない理由 

 

問 4-1 【参考】地域活動に参加していない理由（前回調査） 

➢ 前回調査における地域活動に参加していない理由は以下の通りです。「時間が取れない」が 35.4％

と最も高く、次いで「きっかけがない」が 27.2％、「特に理由はない」が 22.7％となっています。 

図表 33 地域活動に参加していない理由（前回調査） 

 

 

 

  

36.7

27.9

25.2

19.7

29.2

15.1

0.4

0% 10% 20% 30% 40%

時間がない

関心がない

情報がない

ご近所付き合いが苦手

特に理由はない

その他

無回答

(n=773)

35.4

27.2

15.5

20.5

19.8

22.7

13.4

1.5

0% 10% 20% 30% 40%

時間が取れない

きっかけがない

情報が少ない

人付き合いが苦手

関心がない

特に理由はない

その他

不明・無回答

(n=773)
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問 5 防災・災害対策で性別への配慮が必要だと思うことは何ですか。（○は 3つまで） 

➢ 防災・災害対策で性別への配慮が必要だと思うことについて、全体でみると 「性別に配慮した避難

所の施設・設備の充実 （例：女性専用の物干しスペースの設置）」が 66.5％で最も高く、次いで「支

援物資の供給体制の充実 （例：女性用品の女性による配付、男性用品の男性による配付）」が 46.2％

となっています。 

➢ 性別でみると、女性は「支援物資の供給体制の充実 （例：女性用品の女性による配付、男性用品の

男性による配付）」が 49.8％と、男性に比べて 8.6ポイント高くなっています。 

図表 34 防災・災害対策で性別への配慮が必要だと思うこと（性別） 

   

66.5

34.9

22.0

46.2

23.5

10.8

46.1

1.6

1.4

4.3

0.7

67.9

37.4

25.6

41.2

23.6

10.9

42.8

1.1

1.6

4.3

0.6

65.4

33.2

19.2

49.8

23.2

10.8

48.6

2.0

1.3

4.3

0.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

性別に配慮した避難所の施設・設備の充実

(例：女性専用の物干しスペースの設置)

避難所の運営体制の充実(例：男女そ

れぞれの避難所運営スタッフの配置)

被災者相談体制の充実(例：男女別

の相談員・相談スペースの設置)

支援物資の供給体制の充実

(例：女性用品の女性による配付、

男性用品の男性による配付)

災害医療体制の充実

(例：男女の医師・看護師の配置)

地域の防災を担う女性リーダーの育成・活動

多様な性に配慮した避難所設備・体制の整備

(例：多目的トイレの設置、男女別物資の配布

方法の工夫)

その他

特に必要なことはない

わからない

無回答

全体 (n=1,521)

男性 (n=645)

女性 (n=870)
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【既婚の方（事実婚などを含む）におたずねします】 

問 6 あなたの家庭では、次の①～⑩のことを主に誰が担っていますか。 

問 6 （①～⑩それぞれについて 1つに○） 

➢ 家庭での役割分担について、全体でみると 「①食事のしたく・後片付け」「 掃除」「③洗濯」「⑤家

計の管理」といった家事役割について、主に「妻」が担う割合が 5割以上と高くなっています。一

方で、「⑩生活費を稼ぐ」という役割について、主に「夫」が担当する割合が 46.7％と高くなって

います。 

➢ 「⑧家庭内の重要事項の方針決定」については「夫婦」が 59.8％と高くなっています。 

図表 35 家庭での役割分担 

 
  

2.6

6.1

5.5

3.2

15.5

0.6

2.3

22.8

0.6

46.7

65.9

57.6

69.0

49.5

55.3

31.7

20.1

7.9

42.5

1.8

26.0

29.6

20.8

41.4

25.7

38.5

18.9

59.8

22.8

39.7

4.4

5.3

3.4

5.2

1.7

3.4

3.4

7.5

1.3

3.6

0.4

0.5

0.6

0.3

0.4

0.5

0.5

0.4

0.3

0.5

0.4

0.5

0.2

0.3

1.0

23.1

52.4

1.0

30.3

6.7

0.3

0.5

0.5

0.2

0.4

2.2

2.4

0.6

2.3

1.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①食事のしたく・後片付け (n=1,107)

②掃除 (n=1,107)

③洗濯 (n=1,107)

④買い物 (n=1,107)

⑤家計の管理 (n=1,107)

⑥子育て(子どもの世話・しつけ・教育)        (n=1,107)

⑦介護(介護の必要な親などの世話、病人の介護)(n=1,107)

⑧家庭内の重要事項の方針決定 (n=1,107)

⑨授業参観、保護者会、PTA行事への出席 (n=1,107)

⑩生活費を稼ぐ (n=1,107)

夫 妻 夫婦 家族全員 その他の人 該当なし 無回答
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問 6 ①食事のしたく・後片付け 

➢ 食事のしたく・後片付けにおける家庭での役割分担について、全体でみると 「妻」が 65.9％と最も

高くなっています。 

➢ 性別でみると、女性は「妻」が 72.5％と、男性に比べて 15.8ポイント高くなっています。 

➢ 年代別でみると、年代が高いほど「妻」が分担する割合が高い傾向にあり、特に 50代で 79.2％と

高くなっています。 

図表 36 ①食事のしたく・後片付け（性、年代別） 

 

  

性

別

年

代

2.6

4.0

1.7

2.7

4.8

2.2

0.8

2.8

3.3

65.9

56.7

72.5

37.8

47.3

62.4

79.2

66.2

71.5

26.0

30.8

22.5

54.1

39.0

28.8

15.0

28.2

20.1

4.4

7.0

2.6

5.4

7.5

5.7

3.3

2.8

3.8

0.4

0.7

0.2

0.7

0.9

0.4

0.4

0.7

0.2

0.7

1.3

0.3

0.2

0.3

1.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 (n=1,107)

男性 (n=455)

女性 (n=648)

10～20代 (n=37)

30代 (n=146)

40代 (n=229)

50代 (n=240)

60代 (n=213)

70代以上 (n=239)

夫 妻 夫婦 家族全員 その他の人 該当なし 無回答
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問 6 ②掃除 

➢ 掃除における家庭での役割分担について、全体でみると「妻」が 57.6％と最も高くなっています。 

➢ 性別でみると、女性は「妻」が 63.4％と、男性に比べて 14.2ポイント高くなっています。 

➢ 年代別でみると、40～60代で「妻」が 6割以上と高くなっています。 

図表 37 ②掃除（性、年代別）

 

  

性

別

年

代

6.1

7.3

5.2

10.8

7.5

6.1

2.5

4.7

9.2

57.6

49.2

63.4

37.8

46.6

60.7

67.1

60.1

52.7

29.6

33.8

26.7

48.6

39.0

27.5

22.1

30.0

30.1

5.3

7.5

3.9

2.7

4.8

5.7

6.3

4.7

5.4

0.5

0.7

0.3

1.4

0.4

0.8

0.5

1.1

0.7

0.8

0.5

0.4

0.5

0.4

0.5

0.8

1.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 (n=1,107)

男性 (n=455)

女性 (n=648)

10～20代 (n=37)

30代 (n=146)

40代 (n=229)

50代 (n=240)

60代 (n=213)

70代以上 (n=239)

夫 妻 夫婦 家族全員 その他の人 該当なし 無回答
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問 6 ③洗濯 

➢ 洗濯における家庭での役割分担について、全体でみると「妻」が 69.0％と最も高くなっています。 

➢ 性別でみると、女性は「妻」が 74.7％と、男性に比べて 14.0ポイント高くなっています。 

➢ 年代別でみると、年代が上がるほど「妻」の割合が高くなる傾向にあります。 

図表 38 ③洗濯（性、年代別） 

  

性

別

年

代

5.5

6.6

4.8

10.8

6.8

6.1

2.9

6.1

5.4

69.0

60.7

74.7

35.1

52.1

66.8

73.8

74.2

77.4

20.8

25.3

17.7

54.1

35.6

24.0

15.8

16.4

12.1

3.4

5.5

2.0

4.1

2.2

5.4

2.8

3.3

0.6

1.1

0.3

0.7

0.9

1.3

0.4

0.2

0.4

0.7

0.4

0.5

0.4

0.5

0.4

0.5

1.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 (n=1,107)

男性 (n=455)

女性 (n=648)

10～20代 (n=37)

30代 (n=146)

40代 (n=229)

50代 (n=240)

60代 (n=213)

70代以上 (n=239)

夫 妻 夫婦 家族全員 その他の人 該当なし 無回答
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問 6 ④買い物 

➢ 買い物における家庭での役割分担について、全体でみると 「妻」が 49.5％と最も高くなっています。 

➢ 性別でみると、女性は「妻」が 58.2％と、男性に比べて 20.8ポイント高くなっています。 

➢ 年代別でみると、50代で「妻」が 62.1％と高くなっています。 

図表 39 ④買い物（性、年代別） 

  

性

別

年

代

3.2

4.6

2.2

2.7

3.5

1.3

4.2

4.6

49.5

37.4

58.2

37.8

51.4

50.7

62.1

43.7

41.8

41.4

49.0

35.8

59.5

36.3

38.9

31.7

46.5

49.0

5.2

7.5

3.7

2.7

8.2

7.0

3.3

5.2

4.2

0.3

0.4

0.2

0.7

0.4

0.4

0.3

0.7

0.7

0.8

0.2

0.4

0.4

0.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 (n=1,107)

男性 (n=455)

女性 (n=648)

10～20代 (n=37)

30代 (n=146)

40代 (n=229)

50代 (n=240)

60代 (n=213)

70代以上 (n=239)

夫 妻 夫婦 家族全員 その他の人 該当なし 無回答
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問 6 ⑤家計の管理 

➢ 家計の管理における家庭での役割分担について、全体でみると 「妻」が 55.3％と最も高くなってい

ます。 

➢ 性別でみると、男女で大きな差はありません。 

➢ 年代別でみると、50代、70代以上で「妻」が 6割前後と高くなっています。 

図表 40 ⑤家計の管理（性、年代別） 

  

性

別

年

代

15.5

18.9

13.3

13.5

21.2

17.0

13.3

13.1

15.5

55.3

51.6

57.7

43.2

44.5

52.4

61.3

56.3

59.0

25.7

25.1

26.2

40.5

29.5

29.3

22.1

26.3

21.3

1.7

1.8

1.7

2.7

0.7

0.4

1.7

2.8

2.5

0.4

0.9

0.7

0.4

0.8

1.0

1.3

0.8

2.7

0.9

0.8

0.9

0.4

0.4

0.4

0.3

0.7

0.4

0.5

0.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 (n=1,107)

男性 (n=455)

女性 (n=648)

10～20代 (n=37)

30代 (n=146)

40代 (n=229)

50代 (n=240)

60代 (n=213)

70代以上 (n=239)

夫 妻 夫婦 家族全員 その他の人 該当なし 無回答
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問 6 ⑥子育て（子どもの世話・しつけ・教育） 

➢ 子育て （子どもの世話・しつけ・教育）における家庭での役割分担について、全体でみると 「夫婦」

が 38.5％と最も高くなっています。 

➢ 性別でみると、男女ともに 「夫婦」が 4割前後と最も高いですが、女性は「妻」が 36.6％と男性に

比べて 12.0ポイント高くなっています。 

➢ 年代別でみると、子育て世代に当たる 30～40代のうち、30代では 「夫婦」が 56.2％、 「妻」が 24.0％

となっています。一方、40代では「夫婦」が 44.5％、「妻」が 39.7％と、30代よりも「妻」の負担

が大きくなっています。 

図表 41 ⑥子育て（子どもの世話・しつけ・教育） （性、年代別） 

  

性

別

年

代

0.6

0.9

0.5

0.7

0.9

0.4

0.9

0.4

31.7

24.6

36.6

2.7

24.0

39.7

36.7

33.8

25.9

38.5

40.7

37.2

48.6

56.2

44.5

42.5

30.5

23.8

3.4

4.4

2.8

4.1

2.6

4.6

2.3

4.2

0.5

0.4

0.5

0.5

1.7

23.1

25.7

21.1

48.6

15.1

12.2

15.0

29.6

36.8

2.2

3.3

1.4

0.8

2.3

7.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 (n=1,107)

男性 (n=455)

女性 (n=648)

10～20代 (n=37)

30代 (n=146)

40代 (n=229)

50代 (n=240)

60代 (n=213)

70代以上 (n=239)

夫 妻 夫婦 家族全員 その他の人 該当なし 無回答
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問 6 ⑦介護（介護の必要な親などの世話、病人の介護） 

➢ 介護における家庭での役割分担について、全体でみると 「該当なし」が 52.4％となっています。該

当する家庭の中では、「妻」が 20.1％と最も高くなっています。 

➢ 性別でみると、男女ともに「該当なし」が約半数を占めていますが、女性は「妻」が 23.9％と、男

性に比べて 9.4ポイント高くなっています。 

➢ 年代別でみると、10～40代で「該当なし」が 6割以上となっています。該当する割合が高い 50～70

代以上においては、50代では「夫婦」が、60～70代以上では「妻」が最も高くなっています。 

図表 42 ⑦介護（介護の必要な親などの世話、病人の介護） （性、年代別）

 

  

性

別

年

代

2.3

3.1

1.7

0.7

0.9

2.5

4.2

2.9

20.1

14.5

23.9

3.4

17.5

24.2

30.0

23.0

18.9

18.2

19.3

8.1

12.3

11.4

28.8

23.0

18.0

3.4

4.4

2.8

2.1

2.2

3.3

4.7

5.0

0.5

0.7

0.5

0.9

0.8

0.5

0.4

52.4

56.0

49.8

91.9

81.5

67.2

38.8

34.3

43.9

2.4

3.1

2.0

1.7

3.3

6.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 (n=1,107)

男性 (n=455)

女性 (n=648)

10～20代 (n=37)

30代 (n=146)

40代 (n=229)

50代 (n=240)

60代 (n=213)

70代以上 (n=239)

夫 妻 夫婦 家族全員 その他の人 該当なし 無回答
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問 6 ⑧家庭内の重要事項の方針決定 

➢ 家庭内の重要事項の方針決定における家庭での役割分担について、全体でみると 「夫婦」が 59.8％

と最も高くなっています。 

➢ 性別でみると、男女で大きな差はありません。 

➢ 年代別でみると、年代が高いほど「夫」の割合が高い傾向にあります。 

図表 43 ⑧家庭内の重要事項の方針決定（性、年代別）

 

 

  

性

別

年

代

22.8

20.2

24.7

5.4

14.4

22.7

24.2

22.1

29.7

7.9

6.4

9.1

2.7

6.8

11.8

8.3

8.0

5.4

59.8

60.7

59.0

83.8

73.3

59.8

55.0

60.6

51.9

7.5

10.3

5.6

2.7

4.8

5.7

10.8

6.6

9.2

0.4

0.7

0.2

0.4

0.5

0.8

1.0

1.1

0.9

5.4

0.7

0.8

1.4

1.3

0.6

0.7

0.6

0.4

0.9

1.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 (n=1,107)

男性 (n=455)

女性 (n=648)

10～20代 (n=37)

30代 (n=146)

40代 (n=229)

50代 (n=240)

60代 (n=213)

70代以上 (n=239)

夫 妻 夫婦 家族全員 その他の人 該当なし 無回答
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問 6 ⑨授業参観、保護者会、PTA 行事への出席 

➢ 授業参観、保護者会、PTA 行事への出席における家庭での役割分担について、全体でみると「妻」

が 42.5％と最も高くなっています。 

➢ 性別でみると、女性は「妻」が 50.2％となっており、男性に比べて 18.6ポイント高くなっていま

す。 

➢ 年代別でみると、50代で「妻」が 59.2％と高くなっています。 

図表 44 ⑨授業参観、保護者会、PTA 行事への出席（性、年代別）

 

  

性

別

年

代

0.6

0.9

0.5

0.9

0.4

1.4

0.4

42.5

31.6

50.2

13.5

33.6

48.0

59.2

43.2

29.7

22.8

29.9

17.9

13.5

39.0

33.2

18.3

17.4

13.8

1.3

1.8

0.9

2.2

0.8

0.9

2.1

0.3

0.2

0.3

0.5

0.8

30.3

32.7

28.2

73.0

27.4

15.7

20.4

33.8

45.6

2.3

2.9

2.0

0.8

2.8

7.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 (n=1,107)

男性 (n=455)

女性 (n=648)

10～20代 (n=37)

30代 (n=146)

40代 (n=229)

50代 (n=240)

60代 (n=213)

70代以上 (n=239)

夫 妻 夫婦 家族全員 その他の人 該当なし 無回答
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問 6 ⑩生活費を稼ぐ 

➢ 生活費を稼ぐことにおける家庭での役割分担について、全体でみると 「夫」が 46.7％と最も高くな

っています。 

➢ 性別でみると、大きな差はありません。 

➢ 年代別でみると、30～50代で「夫」が 5割前後と高くなっています。 

図表 45 ⑩生活費を稼ぐ（性、年代別）

 

  

性

別

年

代

46.7

48.1

46.0

32.4

49.3

51.1

54.2

44.1

38.1

1.8

0.9

2.5

0.7

0.4

0.8

4.2

2.9

39.7

37.8

40.9

67.6

47.9

46.7

39.6

37.6

25.5

3.6

4.4

3.1

1.4

1.7

4.6

5.2

5.0

0.5

0.7

0.3

0.4

0.9

0.8

6.7

7.3

6.2

0.7

7.5

23.8

1.0

0.9

1.1

0.4

0.5

3.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 (n=1,107)

男性 (n=455)

女性 (n=648)

10～20代 (n=37)

30代 (n=146)

40代 (n=229)

50代 (n=240)

60代 (n=213)

70代以上 (n=239)

夫 妻 夫婦 家族全員 その他の人 該当なし 無回答
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【共働きの人のみ】 

問 6 あなたの家庭では、次の①～⑩のことを主に誰が担っていますか。 

（①～⑩それぞれについて 1つに○） 

➢ 共働きの家庭においても、「①食事のしたく・後片付け」「 掃除」「③洗濯」「④買い物」「⑤家計の

管理」といった家事役割について、「妻」が 5割以上と高くなっており、既婚者全体と同じ傾向にあ

ります。 

➢ 「⑩生活費を稼ぐ」については「夫婦」が 58.1％と最も高く、次いで 「夫」が 37.0％となっていま

す。既婚者全体に比べて 「夫婦」で生活費を稼ぐ割合が増加していますが、依然「夫」が担う割合

も他の項目に比べて高くなっています。 

➢ 共働きの家庭においても家事役割は「妻」が担う割合が高く、 「生活費を稼ぐ」について 「夫」が担

う割合も高いことから、岡崎市の家庭では固定的な性別役割分担が根付いていると考えられます。 

図表 46 家庭での役割（共働きの人のみ） 

   

2.5

6.2

5.1

2.3

14.6

0.8

1.6

20.0

0.5

37.0

63.5

56.3

64.6

53.8

55.2

32.7

17.8

9.5

45.5

0.7

27.8

30.1

25.0

38.3

26.8

43.7

19.6

62.0

26.8

58.1

5.1

5.9

4.3

4.6

1.5

3.6

2.9

7.2

1.0

3.4

0.7

0.5

0.7

0.3

0.3

0.2

0.5

0.2

0.2

0.2

0.5

0.7

0.3

0.5

1.3

18.2

56.0

0.8

25.2

0.5

0.3

0.2

0.3

0.8

1.5

0.3

0.8

0.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①食事のしたく・後片付け (n=611)

②掃除 (n=611)

③洗濯 (n=611)

④買い物 (n=611)

⑤家計の管理 (n=611)

⑥子育て(子どもの世話・しつけ・教育)        (n=611)

⑦介護(介護の必要な親などの世話、病人の介護)(n=611)

⑧家庭内の重要事項の方針決定 (n=611)

⑨授業参観、保護者会、PTA行事への出席 (n=611)

⑩生活費を稼ぐ (n=611)

夫 妻 夫婦 家族全員 その他の人 該当なし 無回答
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（3）固定的性別役割分担意識について 

問 7 あなたは「男は外で働き、女は家庭を守るべき」という考え方をどのように思いますか。 

問 7 （1つに○） 

➢ 「男は外で働き、女は家庭を守るべき」という考え方について、全体でみると 『反対』 （ 「どちらか

といえば反対」＋「反対」）が 55.8％と、 『賛成』 （ 「賛成」＋「どちらかといえば賛成」）の 27.2％

に比べて 28.6ポイント高くなっています。 

図表 47  男は外で働き、女は家庭を守るべき」という考え方について 

 

問 7 【参考】「男は外で働き、女は家庭を守るべき」という考え方について（前回調査） 

➢ 前回調査における「男は外で働き、女は家庭を守るべき」という考え方については、以下の通りで

す。本調査とは選択肢が異なるため比較はできませんが、『反対』が 29.2％と、『賛成』に比べて 8.0

ポイント高くなっています。 

図表 48  男は外で働き、女は家庭を守るべき」という考え方について（前回調査） 

 

  

2.9 24.3 32.7 23.1 15.4 1.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 (n=1,521)

賛成 どちらかといえば賛成 どちらかといえば反対 反対 わからない 無回答

3.3 17.9 47.4 16.3 12.9 2.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 (n=1,304)

賛成 どちらかといえば賛成 どちらともいえない どちらかといえば反対 反対 無回答
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問 7 【参考】「男は外で働き、女は家庭を守るべき」という考え方について（国・愛知県調査） 

➢ 国や愛知県調査における 「男は外で働き、女は家庭を守るべき」という考え方については、以下の

通りです。本調査とは選択肢が異なるため比較はできませんが、国調査では『反対』が『賛成』に

比べて 31.7ポイント、愛知県調査では 29.4ポイント高くなっています。 

図表 49  男は外で働き、女は家庭を守るべき」という考え方について（国・愛知県調査） 

 

問 7 「男は外で働き、女は家庭を守るべき」という考え方について（性、年代、共働き別） 

➢ 性別でみると、女性は『反対』が 58.6％と、男性に比べて 6.3ポイント高くなっています。 

➢ 年代別でみると、70代以上で『賛成』が 38.7％と、他の年代に比べて高くなっています。 

➢ 共働きかそうでないかでみると、共働きではないで 『賛成』の割合が 37.5％と、共働きに比べて 15.2

ポイント高くなっています。 

図表 50  男は外で働き、女は家庭を守るべき」という考え方について（性、年代、共働き別） 

 

  

4.5

4.9

28.6

29.6

37.7

40.4

27.1

23.5

2.1

1.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

国(令和6年度)    (n=2,673)

県(令和6年度)    (n=1,236)

賛成 どちらかといえば賛成 どちらかといえば反対 反対 無回答

性
別

年
代

共
働
き

2.9

3.4

2.5

1.1

4.3

2.7

3.0

3.1

2.8

2.9

1.7

24.3

27.9

21.5

22.4

22.5

20.1

22.3

20.9

35.9

19.4

35.8

32.7

31.2

33.9

29.9

33.0

34.8

33.3

32.2

32.0

36.4

24.9

23.1

21.1

24.7

29.9

27.8

23.5

21.3

25.6

14.8

26.0

16.4

15.4

14.7

15.9

16.1

12.0

17.1

17.7

17.1

12.0

14.7

19.5

1.6

1.7

1.5

0.6

0.5

1.7

2.3

1.2

2.5

0.5

1.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 (n=1,521)

男性 (n=645)

女性 (n=870)

10～20代 (n=174)

30代 (n=209)

40代 (n=293)

50代 (n=300)

60代 (n=258)

70代以上 (n=284)

共働き (n=612)

共働きではない (n=293)

賛成 どちらかといえば賛成 どちらかといえば反対 反対 わからない 無回答
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問 8 あなたは、子どもの育て方についてどのように思いますか。（1つに○） 

➢ 子どもの育て方について、全体でみると 「男女の区別なく育てることがよい」が 67.1％と最も高く、

「女の子は女らしく、男の子は男らしく育てることがよい」が 18.1％となっています。 

➢ 性別でみると、女性は「男女の区別なく育てることがよい」が 75.7％と、男性に比べて 20.2ポイ

ント高くなっています。 

図表 51 子どもの育て方について（性別） 

 

 

問 8 【参考】子どもの育て方について（経年比較） 

➢ 子どもの育て方について、経年で比較すると、「男女の区別なく育てることがよい」について、令和

6年度調査が 67.1％と、令和元年度調査に比べて 20.2ポイント高くなっています。 

図表 52 子どもの育て方について（経年比較） 

  

18.1

67.1

13.0

1.8

29.6

55.5

13.2

1.7

9.5

75.7

12.8

2.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

女の子は女らしく、男の子は

男らしく育てることがよい

男女の区別なく育てることがよい

わからない

無回答

全体 (n=1,521)

男性 (n=645)

女性 (n=870)

18.1

67.1

13.0

1.8

20.3

46.9

27.0

5.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

女の子は女らしく、男の子は

男らしく育てることがよい

男女の区別なく育てることがよい

わからない

無回答

令和6年度調査 (n=1,521)

令和元年度調査 (n=1,304)
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問 9 次のそれぞれについて、どのように思いますか。（①～⑨それぞれについて 1つに○） 

➢ 男女のイメージについて、「③女性は感情的になりやすい」以外のすべての項目で『思わない』 （ 「ど

ちらかといえばそう思わない」＋「そう思わない」）が『思う』 （ 「そう思う」＋「どちらかといえば

そう思う」）に比べて高くなっています。 

➢ 「 組織のリーダーは男性のほうが向いている」 「③女性は感情的になりやすい」 「⑥育児期間中の

女性は重要な仕事を担当すべきではない」では、『思う』が他の項目に比べて高くなっています。 

図表 53 男女のイメージ 

  

本設問は「令和 4年度 性別による無意識の思い込み（アンコンシャス・バイアス）に関する調査

研究」（内閣府）をもとに作成しています。 

アンコンシャス・バイアス（Unconscious bias）は、心理学の学術上は、潜在的バイアス（Implicit 

bias）とも呼ばれ、潜在連合テスト（Implicit Association Test : IAT）等によって「人々が報告し

ようとはしないか、あるいは、報告することができない潜在的な態度や信念」が測定されるものとさ

れています。 

 岡崎市が行った調査は、必ずしも心理学の学術上用いられるアンコンシャス・バイアス/潜在的バ

イアスを調査したものではないことに留意ください。 

1.9

8.3

14.6

7.2

3.2

10.4

3.7

2.8

7.0

22.9

31.0

40.6

16.4

13.7

33.2

20.2

16.3

18.9

24.1

20.5

15.3

22.4

22.8

24.4

31.3

28.1

20.8

49.4

38.4

27.7

52.1

58.5

30.0

42.9

51.1

51.5

1.8

1.7

1.9

1.8

1.8

2.0

1.9

1.8

1.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①家事・育児は女性がするべきだ (n=1,521)

②組織のリーダーは男性の方が向いている (n=1,521)

③女性は感情的になりやすい (n=1,521)

④男性は人前で泣くべきではない (n=1,521)

⑤家を継ぐのは男性であるべきだ (n=1,521)

⑥育児期間中の女性は重要な仕事を担当するべきではない (n=1,521)

⑦共働きでも男性は家庭よりも仕事を優先するべきだ (n=1,521)

⑧共働きで子どもの具合が悪くなった時、母親が看病するべきだ(n=1,521)

⑨デートや食事のお金は男性が負担するべきだ (n=1,521)

そう思う どちらかといえばそう思う どちらかといえばそう思わない そう思わない 無回答
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問 9 男女のイメージ（問 7で反対した人のみ） 

➢ 問 7において、「男は外で働き、女は家庭を守るべき」という考え方に『反対』と回答した人に限定

して問 9の回答をみると、問 7に反対な人であっても、問 9のすべての分野において『思う』と回

答している人が一定数いることがわかります。特に、 「③女性は感情的になりやすい」について『思

う』が 51.7％と高くなっています。 

 

図表 54  男は外で働き、女は家庭を守るべき」という意識について 

 

図表 55 日常の様々な場面での男女のイメージ（問 7で反対した人のみ） 

 
  

2.9 24.3 32.7 23.1 15.4 1.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 (n=1,521)

賛成 どちらかといえば賛成 どちらかといえば反対 反対 わからない 無回答

賛成(27.2%)                 反対(55.8%)

0.5

4.7

12.5

4.9

1.1

8.5

1.2

0.8

5.1

9.9

23.1

39.2

12.2

8.8

26.8

12.7

10.1

13.6

25.4

22.7

16.5

22.9

21.5

27.6

32.8

26.2

19.1

63.8

49.3

31.4

59.4

68.4

36.9

53.1

62.7

62.1

0.5

0.2

0.5

0.5

0.2

0.1

0.2

0.1

0.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①家事・育児は女性がするべきだ (n=850)

②組織のリーダーは男性の方が向いている (n=850)

③女性は感情的になりやすい (n=850)

④男性は人前で泣くべきではない (n=850)

⑤家を継ぐのは男性であるべきだ (n=850)

⑥育児期間中の女性は重要な仕事を担当するべきではない (n=850)

⑦共働きでも男性は家庭よりも仕事を優先するべきだ (n=850)

⑧共働きで子どもの具合が悪くなった時、母親が看病するべきだ(n=850)

⑨デートや食事のお金は男性が負担するべきだ (n=850)

そう思う どちらかといえばそう思う どちらかといえばそう思わない そう思わない 無回答
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問 9 性別による思い込みの有無の検証 

⚫ 問 7で 男は外で働き、女は家庭を守るべき」という考え方に『賛成』と回答した人は、固定的性

別役割分担意識が強い人といえます。（＝固定的性別役割分担意識層） 

⚫ 問 7 で『反対』と回答したにもかかわらず、問 9 の男女のイメージに関する項目について 1 つで

も『思う』と回答した人は、無意識に性別による思い込みを持っている人といえます。 （＝無意識

の思い込み層） 

⚫ 問 7 で『反対』と回答したかつ問 9 ですべての項目に『思わない』と回答した人は、性別による

思い込みを全く持たない人といえます。（＝ジェンダーフリー層） 

⚫ 問 7 で わからない」と回答した人は、男女共同参画に対する理解や関心が低い人といえます。

（＝わからない） 

 

➢ 「固定的性別役割分担意識層」が 27.2％、 「無意識の思い込み層」が 41.8％となり、無意識も含め

ると 69.0％の人が性別による思い込みを持っています。一方で、性別による思い込みを全く持たな

い「ジェンダーフリー層」が 13.8％となっています。 

図表 56 性別による思い込みの有無について  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

27.2 41.8 13.8 15.4 1.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 (n=1,521)

固定的性別役割分担意識層 無意識の思い込み層 ジェンダーフリー層

わからない 無回答
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問 10 男性がより家事・育児・介護・地域活動に積極的に参加していくためにはどのようなことが必

要だと思いますか。（○は 3つまで） 

➢ 男性がより家事・育児・介護・地域活動に積極的に参加していくために必要なことは、全体でみる

と 「夫婦や家族間のコミュニケーションを図ること」が 51.4％で最も高く、次いで「労働時間の短

縮や休暇制度の充実を進め、仕事以外の時間を多く持てるようにすること」が 48.5％、「男性が家

事などに参加することへの男性の抵抗感をなくすこと」が 35.7％となっています。 

➢ 性別でみると、男性は「労働時間の短縮や休暇制度の充実を進め、仕事以外の時間を多く持てるよ

うにすること」が 52.1％と、女性に比べて 6.5ポイント高くなっています。女性は 「男性が家事な

どに参加することへの男性の抵抗感をなくすこと」が 39.7％と、男性に比べて 9.3ポイント高くな

っています。 

図表 57 男性が家事・育児・介護・地域活動に積極的に参加していくために必要なこと（性別） 

 

  

35.7

9.1

51.4

24.3

48.5

31.3

19.1

8.4

7.3

3.0

1.5

3.4

1.6

30.4

12.6

51.2

17.2

52.1

27.6

18.3

8.1

8.2

3.9

2.2

4.2

2.2

39.7

6.7

51.5

29.8

45.6

34.0

19.5

8.6

6.6

2.4

1.0

2.8

1.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

男性が家事などに参加すること

への男性の抵抗感をなくすこと

男性が家事などに参加すること

への女性の抵抗感をなくすこと

夫婦や家族間のコミュニ

ケーションを図ること

夫婦の両親などの周りの人が、夫婦が役割

分担することを支持し、理解を示すこと

労働時間の短縮や休暇制度の充実を進め、仕

事以外の時間を多く持てるようにすること

男性の家事、育児、介護、地域活動への

関心が高まる世の中の気運を高めること

国や自治体などが、男性の家事、育児、介

護などの能力を高める機会を提供すること

男性が育児、介護、地域活動を行うための

仲間(ネットワーク)作りを進めること

仕事と家庭の両立などの問題について、

男性のための相談窓口を設けること

その他

特に必要なことはない

わからない

無回答

全体 (n=1,521)

男性 (n=645)

女性 (n=870)
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➢ 性 ・年代別でみると、男性の 30～60代において「労働時間の短縮や休暇制度の充実を進め、仕事以

外の時間を多く持てるようにすること」が最も高くなっています。また、女性の 10～40代で「労働

時間の短縮や休暇制度の充実を進め、仕事以外の時間を多く持てるようにすること」が、50～70代

以上では「夫婦や家庭間のコミュニケーションを図ること」が最も高くなっています。 

図表 58 男性が家事・育児・介護・地域活動に積極的に参加していくために必要なこと（性年代別） 
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543 139 782 370 737 476 290 128 111 46 23 51 24
35.7 9.1 51.4 24.3 48.5 31.3 19.1 8.4 7.3 3.0 1.5 3.4 1.6

21 6 42 14 36 14 14 9 2 2 - 5 -
29.6 8.5 59.2 19.7 50.7 19.7 19.7 12.7 2.8 2.8 - 7.0 -

23 11 44 17 58 18 14 5 7 2 1 2 1
26.7 12.8 51.2 19.8 67.4 20.9 16.3 5.8 8.1 2.3 1.2 2.3 1.2

34 25 62 18 72 32 18 7 12 9 3 3 2
27.4 20.2 50.0 14.5 58.1 25.8 14.5 5.6 9.7 7.3 2.4 2.4 1.6

29 15 44 12 64 27 22 8 9 7 4 9 3
25.0 12.9 37.9 10.3 55.2 23.3 19.0 6.9 7.8 6.0 3.4 7.8 2.6

39 12 57 17 60 43 28 13 13 5 4 5 1
32.8 10.1 47.9 14.3 50.4 36.1 23.5 10.9 10.9 4.2 3.4 4.2 0.8

50 12 81 33 46 44 22 10 10 - 1 3 7
39.1 9.4 63.3 25.8 35.9 34.4 17.2 7.8 7.8 - 0.8 2.3 5.5

36 6 41 38 55 20 24 11 12 2 - 2 1
35.3 5.9 40.2 37.3 53.9 19.6 23.5 10.8 11.8 2.0 - 2.0 1.0

43 6 68 33 84 32 24 14 10 5 - 2 -
35.0 4.9 55.3 26.8 68.3 26.0 19.5 11.4 8.1 4.1 - 1.6 -

61 12 83 51 89 56 27 10 10 6 3 4 3
36.3 7.1 49.4 30.4 53.0 33.3 16.1 6.0 6.0 3.6 1.8 2.4 1.8

85 13 85 59 66 74 35 16 7 5 - 5 2
46.4 7.1 46.4 32.2 36.1 40.4 19.1 8.7 3.8 2.7 - 2.7 1.1

57 10 80 46 52 52 26 9 8 2 3 4 1
41.0 7.2 57.6 33.1 37.4 37.4 18.7 6.5 5.8 1.4 2.2 2.9 0.7

63 11 91 32 51 62 34 15 10 1 3 7 3
40.6 7.1 58.7 20.6 32.9 40.0 21.9 9.7 6.5 0.6 1.9 4.5 1.9

女性・70代以上(N=155)

全体(N=1,521)

男性・10～20代(N=71)

男性・30代(N=86)

男性・40代(N=124)

男性・50代(N=116)

男性・60代(N=119)

男性70代以上(N=128)

男
性
・
年
齢
別

女
性
・
年
齢
別

女性・10～20代(N=102)

女性・30代(N=123)

女性・40代(N=168)

女性・50代(N=183)

女性・60代(N=139)
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3．性の多様性について 

問 11 次の言葉について、あなたは知っていますか。（①～③のそれぞれについて 1つに○） 

➢ 性の多様性に関する言葉の認知度について、 『言葉を知っている』 （ 「言葉も意味もよく知っている」

＋ 「言葉も意味もなんとなく知っている」＋「言葉は知っているが、意味は知らない」）が高い言葉

は、「①LGBTQ」で 84.7％となっています。「言葉も意味も知らない」が高い言葉は、「 SOGI」「③

アライ」で 7割以上となっています。 

図表 59 性の多様性に関する言葉の認知度 

 
 

 

問 11 【参考】性的マイノリティ（LGBT 等）の言葉の認知度（前回調査） 

➢ 前回調査における性的マイノリティ（LGBT等）の言葉の認知度は以下の通りです。性的マイノリテ

ィ（LGBT等）を『知っている』（「ことばは聞いたことがある」＋「ことばの内容を理解している」）

が 80.8％となっています。 

 

図表 60 性的マイノリティ（LGBT 等）を知っているか 

 

 
  

28.5

2.4

3.2

48.9

10.5

8.5

7.3

9.6

8.7

14.1

75.9

77.8

1.2

1.6

1.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①ＬＧＢＴＱ (n=1,521)

②ＳＯＧＩ (n=1,521)

③アライ (n=1,521)

言葉も意味もよく知っている 言葉も意味もなんとなく知っている

言葉は知っているが、意味は知らない 言葉も意味も知らない

無回答

17.0 29.8 51.0 2.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和元年度調査(n=1,304)

まったく知らない ことばは聞いたことがある

ことばの内容を理解している 不明・無回答
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問 11 ①LGBTQ 

➢ LGBTQについて、全体でみると『言葉を知っている』が 84.7％となっています。 

➢ 性別でみると、女性は『言葉を知っている』が 86.5％と、男性に比べて 4.4ポイント高くなってい

ます。 

➢ 年代別でみると、年代が若いほど『言葉を知っている』割合が高い傾向にあります。 

図表 61 ①LGBTQ（性、年代別）

 

  

性

別

年

代

28.5

31.2

26.4

44.8

35.4

29.0

29.0

25.6

14.8

48.9

42.5

53.8

44.3

43.5

54.6

51.0

48.8

47.9

7.3

8.4

6.3

5.2

9.1

6.5

5.7

9.7

7.4

14.1

17.1

12.0

5.7

12.0

9.2

13.3

14.7

26.1

1.2

0.9

1.5

0.7

1.0

1.2

3.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 (n=1,521)

男性 (n=645)

女性 (n=870)

10～20代 (n=174)

30代 (n=209)

40代 (n=293)

50代 (n=300)

60代 (n=258)

70代以上 (n=284)

言葉も意味もよく知っている 言葉も意味もなんとなく知っている

言葉は知っているが、意味は知らない 言葉も意味も知らない

無回答
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問 11 ②SOGI 

➢ SOGIについて、全体でみると「言葉も意味も知らない」が 75.9％となっています。 

➢ 性別でみると、男女で大きな差はありません。 

➢ 年代別でみると、10～20代で『言葉を知っている』が 26.3％と、他の年代に比べて少し高くなって

います。 

図表 62 ②SOGI（性、年代別）
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無回答
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問 11 ③アライ 

➢ アライについて、全体でみると「言葉も意味も知らない」が 77.8％となっています。 

➢ 性別でみると、男女で大きな差はありません。 

➢ 年代別でみると、10～20代、60代で『言葉を知っている』が他の年代に比べて少し高くなっていま

す。 

図表 63 ③アライ（性、年代別）
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7.5

8.0

7.2

9.9

7.3

12.0

7.0

77.8

78.9

77.1

75.9

80.9

78.5

80.0

74.0

77.8

1.8

1.6

2.0

0.7

2.3

1.6

4.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 (n=1,521)

男性 (n=645)

女性 (n=870)

10～20代 (n=174)

30代 (n=209)

40代 (n=293)

50代 (n=300)

60代 (n=258)

70代以上 (n=284)

言葉も意味もよく知っている 言葉も意味もなんとなく知っている

言葉は知っているが、意味は知らない 言葉も意味も知らない

無回答
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問 12 あなたは、今まで性自認や性的指向に悩んだことがありますか。または、周りに悩んでいる人

はいますか。（あてはまるものすべてに○） 

➢ 性自認や性的指向に悩んだ経験の有無について、全体でみると 「上記のような経験はない」が 85.6％

と高くなっています。一方で、「自身の性自認について悩んだことがある」が 1.6％、「自身の性的

指向について悩んだことがある」が 2.4％となっています。 

➢ 性別でみると、女性で「周りの人からカミングアウトを受けたことがある」が 10.0％と、男性に比

べて 5.0ポイント高くなっています。 

図表 64 性自認や性的指向に悩んだ経験の有無（性別） 

 

  

1.6

2.4

1.1

8.0

2.8

85.6

0.3

2.2

1.6

2.0

0.6

5.0

2.0

89.8

0.2

1.9

1.7

2.8

1.5

10.0

3.4

82.6

0.3

2.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自身の性自認について悩んだことがある

自身の性的指向について悩んだことがある

周りの人にアウティングをされたことがある

周りの人からカミングア

ウトを受けたことがある

周りに、性自認、性的指向、カミングアウ

ト、アウティングで悩んでいる人がいる

上記のような経験はない

その他

無回答

全体 (n=1,521)

男性 (n=645)

女性 (n=870)
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問 13 LGBTQ（性的マイノリティ）の人たちが暮らしやすい社会になるためには、どのような支援や

取組が必要だと思いますか。（○は 3つまで） 

➢ LGBTQ の人たちが暮らしやすい社会になるために必要な支援について、全体でみると「幼少期から

の教育の充実」が 39.8％で最も高く、次いで「同性婚の法的整備や企業の就業規則改正など社会制

度の充実」が 30.4％、「パートナーシップ制度の導入・推進」が 26.9％となっています。 

図表 65 LGBTQ の人たちが暮らしやすい社会になるために必要な支援 

 

 

➢ 年代別でみると、すべての年代で 「幼少期からの教育の充実」が最も高くなっています。また、10

～40代で「パートナーシップ制度の導入・推進」が 3割以上となっています。 

図表 66  LGBTQ の人たちが暮らしやすい社会になるために必要な支援（年代別） 
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SOGIの考え方についての理解促進
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特に必要なことはない

わからない

無回答
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300 605 56 395 409 462 356 122 271 191 18 53 182 13
19.7 39.8 3.7 26.0 26.9 30.4 23.4 8.0 17.8 12.6 1.2 3.5 12.0 0.9

29 71 7 54 63 50 49 12 36 15 4 3 8 -
16.7 40.8 4.0 31.0 36.2 28.7 28.2 6.9 20.7 8.6 2.3 1.7 4.6 -

29 105 7 57 73 77 46 18 37 34 4 7 15 -
13.9 50.2 3.3 27.3 34.9 36.8 22.0 8.6 17.7 16.3 1.9 3.3 7.2 -

41 142 9 65 93 83 88 28 56 34 2 12 25 -
14.0 48.5 3.1 22.2 31.7 28.3 30.0 9.6 19.1 11.6 0.7 4.1 8.5 -

58 122 8 83 79 100 60 18 55 43 4 10 31 4
19.3 40.7 2.7 27.7 26.3 33.3 20.0 6.0 18.3 14.3 1.3 3.3 10.3 1.3

66 85 13 68 52 81 63 25 39 39 3 12 35 2
25.6 32.9 5.0 26.4 20.2 31.4 24.4 9.7 15.1 15.1 1.2 4.7 13.6 0.8

75 80 12 68 48 71 50 21 48 26 1 9 67 7
26.4 28.2 4.2 23.9 16.9 25.0 17.6 7.4 16.9 9.2 0.4 3.2 23.6 2.5

年
代

全体(N=1,521)

10～20代(N=174)

30代(N=209)

40代(N=293)

50代(N=300)

60代(N=258)

70代以上(N=284)
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4．職業生活について 

（1）仕事に対する意識について 

問 14 あなたの仕事に対する意識についておたずねします。今後、あなたは働きたい（働き続けた

い）ですか。（1つに○） 

➢ 今後働き続けたいかについて、全体でみると 「はい」が 65.4％、「いいえ」が 33.3％となっていま

す。 

➢ 性別でみると、男女で大きな差はありません。 

➢ 性・年代別でみると、男性では 10～50代で「はい」が 7割以上と高くなっています。女性では 10

～20代、40代で「はい」が 8割以上と高くなっています。 

➢ 共働きかそうでないかでみると、共働きでは 「はい」が 82.5％と、共働きではないに比べて 25.2ポ

イント高くなっています。 

図表 67 今後働き続けたいか（性、性年代、共働き別）

 

   

女

性

・

年

代

共

働

き

性

別

男

性

・

年

代

65.4

63.7

66.8

77.5

75.6

76.6

75.9

52.9

35.2

80.4

76.4

85.7

78.7

58.3

23.2

82.5

57.3

33.3

35.2

31.7

22.5

23.3

23.4

21.6

46.2

63.3

19.6

23.6

13.7

20.8

41.0

70.3

17.3

40.3

1.3

1.1

1.5

1.2

2.6

0.8

1.6

0.6

0.5

0.7

6.5

0.2

2.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 (n=1,521)

男性 (n=645)

女性 (n=870)

男性・10～20代 (n=71)

男性・30代 (n=86)

男性・40代 (n=124)

男性・50代 (n=116)

男性・60代 (n=119)

男性・70代以上 (n=128)

女性・10～20代 (n=102)

女性・30代 (n=123)

女性・40代 (n=168)

女性・50代 (n=183)

女性・60代 (n=139)

女性・70代以上 (n=155)

共働き (n=612)

共働きではない (n=293)

はい いいえ 無回答
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問 14 【参考】今後働き続けたいか（経年比較（女性のみ）） 

➢ 女性が今後働き続けたいかについて、経年で比較すると、令和 6年度調査と令和元年度調査で大き

な差はありません。 

 

図表 68 今後働き続けたいか（経年比較） 

  

66.8

67.2

31.7

28.4

1.5

4.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和6年度調査(n=870)

令和元年度調査(n=786)

はい いいえ 無回答
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問 15 女性が職業を持つことについて（性、性年代別） 

➢ 女性が職業を持つことについて、全体でみると 「職業 （仕事）は持ち続けたほうがよい」が 65.3％

で最も高く、次いで「子どもができたら職業 （仕事）を辞め、子どもが大きくなったら再び職業 （仕

事）を持つのがよい」が 17.0％となっています。 

➢ 性別でみると、男女で大きな差はありません。 

➢ 性 ・年代別でみると、男女ともにすべての年代で「職業 （仕事）は持ち続けたほうがよい」が高く

なっています。また、年代が高いほど「子どもができたら職業 （仕事）を辞め、子どもが大きくな

ったら再び職業（仕事）を持つのがよい」が高くなる傾向にあります。 

図表 69 女性が仕事を持つことについての考え方（性、性年代別） 
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2.2

3.9

0.3

0.6

0.1

3.4

0.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 (n=1,521)

男性 (n=645)

女性 (n=870)

男性・10～20代 (n=71)

男性・30代 (n=86)

男性・40代 (n=124)

男性・50代 (n=116)

男性・60代 (n=119)

男性70代以上 (n=128)

女性・10～20代 (n=102)

女性・30代 (n=123)

女性・40代 (n=168)

女性・50代 (n=183)

女性・60代 (n=139)

女性・70代以上 (n=155)

職業(仕事)は持ち続けたほうがよい

結婚または子どもができるまで、職業(仕事)は持ち続けたほうがよい

子どもができたら職業(仕事)を辞め、子どもが大きくなったら再び職業(仕事)を持つのがよい

職業(仕事)は持たないほうがよい

その他

わからない

無回答
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問 15 女性が仕事を持つことについての考え方（共働き別） 

➢ 女性が仕事を持つことについて、共働きかそうでないかでみると、共働きでは 「職業 （仕事）は持

ち続けたほうがよい」が 71.7％と、共働きではないに比べて 16.4ポイント高くなっています。 

図表 70 女性が仕事を持つことについての考え方（共働き別） 

 

 

問 15 女性が仕事を持つことについての考え方（子どもの有無別） 

➢ 女性が仕事を持つことについて、子どもの有無別でみると、子ども有では 「子どもができたら職業

（仕事）を辞め、子どもが大きくなったら再び職業を持つのがよい」が 20.5％と、子ども無に比べ

て 6.6ポイント高くなっています。 

図表 71 女性が仕事を持つことについての考え方（子どもの有無別） 
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0.3
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7.8

4.9

7.5

0.2

0.7
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共働き (n=612)

共働きではない (n=293)

職業(仕事)は持ち続けたほうがよい

結婚または子どもができるまで、職業(仕事)は持ち続けたほうがよい

子どもができたら職業(仕事)を辞め、子どもが大きくなったら再び職業(仕事)を持つのがよい

職業(仕事)は持たないほうがよい

その他

わからない

無回答

63.9

67.0

4.5

4.5

20.5

13.9 0.5

6.1

7.6

4.7

6.5

0.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

子ども有 (n=507)

子ども無 (n=555)

職業(仕事)は持ち続けたほうがよい

結婚または子どもができるまで、職業(仕事)は持ち続けたほうがよい

子どもができたら職業(仕事)を辞め、子どもが大きくなったら再び職業(仕事)を持つのがよい

職業(仕事)は持たないほうがよい

その他

わからない

無回答
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【仕事をしている方におたずねします】 

問 16 あなたは、仕事と家庭の両立（ワーク・ライフ・バランス）ができていますか。（1つに○） 

➢ 仕事と家庭の両立（ワーク・ライフ・バランス）ができているかについて、全体でみると「はい」

が 47.7％、「どちらとも言えない」が 35.2％となっています。 

➢ 性別でみると、男女で大きな差はありません。 

➢ 性・年代別でみると、男性の 40代で「はい」が 38.8％と、他の年代に比べて低くなっています。

女性では 10～20代、40代で「はい」が 4割強と、他の年代に比べて低くなっています。 

図表 72 仕事と家庭の両立ができているか（性、性年代別）
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47.7

43.1

51.8

45.3
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41.4

42.7
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62.0
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6.0
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11.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 (n=1,048)

男性 (n=480)

女性 (n=566)

男性・10～20代 (n=53)

男性・30代 (n=83)

男性・40代 (n=121)

男性・50代 (n=111)

男性・60代 (n=75)
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女性・10～20代 (n=73)

女性・30代 (n=92)

女性・40代 (n=136)

女性・50代 (n=150)

女性・60代 (n=79)

女性・70代以上 (n=36)

はい いいえ どちらとも言えない わからない 無回答
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問 16 仕事と家庭の両立ができているか（就業形態別） 

➢ 仕事と家庭の両立（ワーク・ライフ・バランス）ができているかについて、就業形態別でみると、

パート・アルバイトで「はい」が 57.7％と、他の就業形態に比べて高くなっています。 

図表 73 仕事と家庭の両立ができているか（就業形態別） 

 
 

問 16 仕事と家庭の両立ができているか（共働き別） 

➢ 仕事と家庭の両立 （ワーク・ライフ・バランス）ができているかについて、共働きかそうでないか

でみると、共働きでは 「はい」が 52.3％と、共働きではないに比べて 4.6ポイント高くなっていま

す。 

図表 74 仕事と家庭の両立ができているか（共働き別） 

 

  

47.5

42.5

57.7

47.5
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はい いいえ どちらとも言えない わからない 無回答

52.3

47.7
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7.0

33.5

37.5

4.1

3.1

0.7

4.7
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共働き (n=612)

共働きではない (n=128)

はい いいえ どちらとも言えない わからない 無回答
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（2）育児休業・介護休業について 

問 17 あなたは、育児休業を取得したことがありますか。（1つに○） 

➢ 育児休業の取得について、全体でみると 「対象ではない （子どもがいない、または、働いていない）」

が 40.4％となっています。また、「育児休業を取得したことがある、または、取得中・取得予定で

ある」は 11.2％にとどまっています。 

➢ 性別でみると、女性は「育児休業を取得したことがある、または、取得中・取得予定である」が 16.2％

と、男性に比べて 11.7ポイント高くなっています。 

➢ 性 ・年代別でみると、男性の 30代で「育児休業を取得したことがある、または、取得中・取得予定

である」が 18.6％と、他の年代に比べて高くなっています。女性では 「育児休業を取得したことが

ある、または、取得中・取得予定である」の割合が 30代で 32.5％、40代で 22.0％となっており、

育児休業の対象となる年代の中でも若い年代の方が取得している傾向にあります。 

図表 75 育児休業の取得（性、性年代別） 
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 (n=1,521)

男性 (n=645)

女性 (n=870)

男性・10～20代 (n=71)

男性・30代 (n=86)

男性・40代 (n=124)

男性・50代 (n=116)

男性・60代 (n=119)

男性70代以上 (n=128)

女性・10～20代 (n=102)

女性・30代 (n=123)

女性・40代 (n=168)

女性・50代 (n=183)

女性・60代 (n=139)

女性・70代以上 (n=155)

育児休業を取得したことがある、または、取得中・取得予定である

育児休業を取得したことがない

育児休業がなかった

対象ではない(子どもがいない、または、働いていない)

無回答
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【問 17 で「育児休業を取得したことがない」と回答した方におたずねします】 

問 17-1 育児休業を取得しなかった理由は何ですか。（○は 3つまで） 

➢ 育児休業を取得しなかった理由について、全体でみると 「取得しづらい雰囲気が職場にあったから」

が 29.8％で最も高く、次いで「仕事が忙しかったから」が 24.3％、「収入を減らしたくなかったか

ら」が 19.6％となっています。 

➢ 性別でみると、男性は「取得しづらい雰囲気が職場にあったから」「収入を減らしたくなかったか

ら」「仕事が忙しかったから」「自分にしかできない仕事や仕事を代わってくれる人がいないから」

「昇給や昇格など、今後のキャリアに悪影響がありそうだと思ったから」など、仕事の忙しさや収

入・キャリアを理由とした項目が女性に比べて大幅に高くなっています。また、「配偶者が取得する

ため、自身は取得する必要がなかったから」が男性で 19.5％と、女性に比べて 17.6ポイント高く

なっています。 

図表 76 育児休業を取得しなかった理由（性別） 
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30.2

23.6
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0.0

0% 10% 20% 30% 40%

取得しづらい雰囲気が職場にあったから

収入を減らしたくなかったから

取得により仕事がなくなる、ま

たは、解雇の心配があったから

仕事が忙しかったから

復職後、仕事や職場の変化に

対応できないと思ったから

自分にしかできない仕事や仕事を

代わってくれる人がいないから

昇給や昇格など、今後のキャリアに

悪影響がありそうだと思ったから

配偶者や家族から育児休業の取得に

関して理解が得られなかったから

家族、保育所、保育サービスなど自

分以外に育児の担い手がいたから

男性は仕事、女性は家庭という風潮(育

児休業を取りにくい雰囲気)があるから

テレワークなど育児休業を取得しなく

ても継続できる職場環境があったから

配偶者が取得するため、自身は

取得する必要がなかったから

その他

特にない

わからない

無回答

全体 (n=255)

男性 (n=149)

女性 (n=106)
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問 18 あなたは、介護休業を取得したことがありますか。（1つに○） 

➢ 介護休業の取得について、全体でみると「介護が必要となり、介護休業を取得したことがある、ま

たは、取得中・取得予定である」は 1.0％、『介護が必要となったが、介護休業を取得したことはな

い』 （ 「介護が必要となったが、介護休業を取得したことはない （職場に介護休業の制度はある）＋

「介護が必要となったが、介護休業を取得したことはない（職場に介護休業の制度がない）」は

14.2％となっており、介護が必要な人のうち、介護休業を取得できた人の割合は低くなっています。 

➢ 性別でみると、男女で大きな差はありません。 

➢ 年代別でみると、50代と 60代で介護が必要となった割合が 2割以上であり、「介護が必要となり、

介護休業を取得したことがある、または、取得中・取得予定である」はそれぞれ 1.3％、1.2％と低

くなっています。 

図表 77 介護休業の取得（性、年代別）
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15.9

15.5
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58.5

69.5

84.2

81.2

65.3

50.8

31.7

18.9

14.3

22.3

28.7

10.0

7.5

7.7

22.1

40.5

3.0

2.0

3.8

0.6

1.0

4.7

2.3

8.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 (n=1,521)

男性 (n=645)

女性 (n=870)

10～20代 (n=174)

30代 (n=209)

40代 (n=293)

50代 (n=300)

60代 (n=258)

70代以上 (n=284)

介護が必要となり、介護休業を取得したことがある、または、取得中・取得予定である

介護が必要となったが、介護休業を取得したことはない(職場に介護休業の制度はある)

介護が必要となったが、介護休業を取得したことはない(職場に介護休業の制度がない)

介護の必要がないため、介護休業を取得したことはない

働いていない

無回答
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問 19 介護休業を取得できなかったあるいは取得する際に不安だったこと、または、将来介護休業を

取得しようとする際に不安に感じることは何ですか。（○は 3つまで） 

➢ 介護休業を取得する際に不安なことでは、全体でみると 「収入の減少」が 36.8％で最も高く、次い

で「職場の理解不足や取得しづらい雰囲気」が 23.5％、「業務が繁忙であり、職場内への負担」が

20.2％となっています。 

➢ 性別でみると、男性は 「業務が繁忙であり、職場内への負担」 「昇給や昇格などキャリアへの悪影響」

が女性に比べて 5.0ポイント以上高くなっており、仕事の忙しさやキャリアへの影響を懸念してい

ると考えられます。一方で、女性は「介護の終了時期や介護サービスの空き状況など将来設計の予

測の難しさ」が 19.3％と、男性に比べて 7.2ポイント高くなっています。 

図表 78 介護休業を取得する際に不安なこと（性別） 
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0% 10% 20% 30% 40% 50%

職場の理解不足や取得しづらい雰囲気

収入の減少

仕事がなくなったり、解雇の心配

業務が繁忙であり、職場内への負担

担当業務の振り分けや代わ

りがいないことへの心配

復職後の職場変化への対応

昇給や昇格などキャリアへの悪影響

男性は仕事、女性は家庭という風潮

（介護休業を取りにくい雰囲気）

職場での前例が少ない

制度設計が不十分

介護の終了時期や介護サービスの空

き状況など将来設計の予測の難しさ

その他

特にない

わからない

無回答

全体 (n=1,521)

男性 (n=645)

女性 (n=870)
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➢ 年代別でみると、10～60代で 「収入の減少」が最も高く、さらに、30～50代では「業務が繁忙であ

り、職場内への負担」も高くなっています。また、10～20代は「わからない」も 28.2％と高くなっ

ています。 

図表 79 介護休業を取得する際に不安なこと（年代別） 
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357 560 199 308 143 155 93 78 158 116 247 29 148 235 142
23.5 36.8 13.1 20.2 9.4 10.2 6.1 5.1 10.4 7.6 16.2 1.9 9.7 15.5 9.3

41 72 33 37 7 32 24 8 19 6 21 2 11 49 1
23.6 41.4 19.0 21.3 4.0 18.4 13.8 4.6 10.9 3.4 12.1 1.1 6.3 28.2 0.6

65 112 22 46 28 33 21 10 24 16 37 2 12 29 8
31.1 53.6 10.5 22.0 13.4 15.8 10.0 4.8 11.5 7.7 17.7 1.0 5.7 13.9 3.8

90 143 50 89 29 26 25 23 28 24 54 7 15 38 4
30.7 48.8 17.1 30.4 9.9 8.9 8.5 7.8 9.6 8.2 18.4 2.4 5.1 13.0 1.4

76 126 47 79 35 32 9 17 36 27 67 3 20 31 18
25.3 42.0 15.7 26.3 11.7 10.7 3.0 5.7 12.0 9.0 22.3 1.0 6.7 10.3 6.0

48 75 30 38 25 10 7 9 29 26 38 9 40 35 32
18.6 29.1 11.6 14.7 9.7 3.9 2.7 3.5 11.2 10.1 14.7 3.5 15.5 13.6 12.4

36 31 17 19 19 22 7 11 21 17 30 6 49 52 79
12.7 10.9 6.0 6.7 6.7 7.7 2.5 3.9 7.4 6.0 10.6 2.1 17.3 18.3 27.8

年
代

全体(N=1,521)

10～20代(N=174)

30代(N=209)

40代(N=293)

50代(N=300)

60代(N=258)

70代以上(N=284)
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問 20 仕事と家庭の両立をしていくために、どのような条件が必要だと思いますか。 （○は 3つまで） 

➢ 仕事と家庭の両立をしていくために必要な条件について、全体でみると 「育児休業・介護休業制度

を利用できる職場環境をつくること」が 39.8％で最も高く、次いで「働き続けることや家事・育児

を行うことに対し、職場や周囲の理解や協力があること」が 39.7％、「育児休業・介護休業中の給

付を充実すること」が 35.2％となっています。 

➢ 性別でみると、女性は「働き続けることや家事・育児を行うことに対し、職場や周囲の理解や協力

があること」が 44.6％と、男性に比べて 11.3ポイント高くなっています。また、女性は「テレワ

ーク、フレックスタイム、短時間勤務など、柔軟な勤務制度を導入すること」も 36.6％と、男性に

比べて 7.0ポイント高くなっています。 

図表 80 仕事と家庭の両立のために必要なこと（性別） 
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0% 10% 20% 30% 40% 50%

年間労働時間を短縮すること

育児休業・介護休業制度を利用

できる職場環境をつくること

育児休業・介護休業中の給付を充実すること

保育施設の増加や保育時間の延

長など保育環境を充実すること

介護支援施設の増加や介護サ

ービスなどが充実すること

テレワーク、フレックスタイム、短時間勤

務など、柔軟な勤務制度を導入すること

働き続けることや家事・育児を行うことに

対し、職場や周囲の理解や協力があること

働き続けることや家事・育児を行うこ

とに対し、自身が意識改革すること

その他

特に必要なことはない

わからない

無回答

全体 (n=1,521)

男性 (n=645)

女性 (n=870)
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問 20 仕事と家庭の両立のために必要なこと（仕事の有無別） 

➢ 仕事と家庭の両立をしていくために必要な条件について、仕事の有無別でみると「育児休業・介護

休業制度を利用できる職場環境をつくること」が無職で 48.0％と、有職に比べて 11.6ポイント高

くなっています。 

図表 81 仕事と家庭の両立（仕事の有無別） 
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育児休業・介護休業制度を利用
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長など保育環境を充実すること

介護支援施設の増加や介護サ

ービスなどが充実すること

テレワーク、フレックスタイム、短時間勤

務など、柔軟な勤務制度を導入すること

働き続けることや家事・育児を行うことに

対し、職場や周囲の理解や協力があること

働き続けることや家事・育児を行うこ

とに対し、自身が意識改革すること

その他

特に必要なことはない

わからない

無回答

有職 (n=1,048)

無職 (n=465)
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➢ 年代別でみると、10～30代では「テレワーク、フレックスタイム、短時間勤務など、柔軟な勤務制

度を導入すること」が、40～50代では「働き続けることや家事・育児を行うことに対し、職場や周

囲の理解や協力があること」が、60代以上では「育児休業・介護休業制度を利用できる職場環境を

つくること」がそれぞれ最も高くなっています。 

図表 82 仕事と家庭の両立（年代別） 
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435 606 536 363 330 510 604 143 50 29 92 30
28.6 39.8 35.2 23.9 21.7 33.5 39.7 9.4 3.3 1.9 6.0 2.0

67 80 73 41 10 84 65 11 6 - 10 1
38.5 46.0 42.0 23.6 5.7 48.3 37.4 6.3 3.4 - 5.7 0.6

89 74 84 55 29 93 73 18 11 3 8 -
42.6 35.4 40.2 26.3 13.9 44.5 34.9 8.6 5.3 1.4 3.8 -
106 96 96 70 61 113 131 29 17 4 10 -

36.2 32.8 32.8 23.9 20.8 38.6 44.7 9.9 5.8 1.4 3.4 -
81 108 106 57 86 90 116 33 11 3 19 6

27.0 36.0 35.3 19.0 28.7 30.0 38.7 11.0 3.7 1.0 6.3 2.0
51 115 94 66 70 62 110 27 5 9 15 6

19.8 44.6 36.4 25.6 27.1 24.0 42.6 10.5 1.9 3.5 5.8 2.3
41 132 81 73 74 67 109 25 - 9 30 17

14.4 46.5 28.5 25.7 26.1 23.6 38.4 8.8 - 3.2 10.6 6.0

年
代

全体(N=1,521)

10～20代(N=174)

30代(N=209)

40代(N=293)

50代(N=300)

60代(N=258)

70代以上(N=284)
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5．DV（ドメスティック・バイオレンス）・ハラスメントなどについて 

（1）DV について 

問 21 あなたは、DV・デート DV などの用語や意味を知っていますか。 

問 21 （①～⑤それぞれについて 1つに○） 

➢ DV・デート DV などの用語の認知について、「言葉も内容も知っている」が高い用語は、「 身体的

DV」「③精神的 DV」「④性的 DV」であり、いずれも「言葉も内容も知っている」の割合が 8割以上と

なっています。 

➢ 「①デート DV」は「言葉も内容も知らない」が 33.5％と最も高くなっています。 

図表 83 DV・デート DVなどの言葉の認知 

  

48.1

87.8

85.0

80.2

70.5

16.8

7.8

9.4

12.8

14.9

33.5

3.0

3.8

5.2

12.9

1.6

1.5

1.8

1.8

1.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①デートDV   (n=1,521)

②身体的DV   (n=1,521)

③精神的DV   (n=1,521)

④性的DV     (n=1,521)

⑤経済的DV   (n=1,521)

言葉も内容も知っている 言葉は知っているが内容は知らない

言葉も内容も知らない 無回答
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問 21 【参考】DVなどの言葉の認知（経年比較） 

➢ DVなどの言葉の認知において令和元年度調査と比較すると、全体を通して大きな変化はみられませ

んが、「①デート DV」で「言葉も内容も知らない」が 5.8ポイント増加しています。 

図表 84  DV などの言葉の認知（経年比較） 
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デ
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ト
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身

体
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V

③

精

神

的

D

V

④

性

的

D

V

⑤

経

済

的

D

V

48.1

47.9

87.8

84.3

85.0

81.8

80.2

77.7

70.5

66.8

16.8

21.3

7.8

9.7

9.4

11.7

12.8

13.7

14.9

17.1

33.5

27.7

3.0

3.3

3.8

3.5

5.2

5.4

12.9

12.7

1.6

3.1

1.5

2.8

1.8

3.0

1.8

3.2

1.6

3.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和6年度調査 (n=1,521)

令和元年度調査 (n=1,304)

令和6年度調査 (n=1,521)

令和元年度調査 (n=1,304)

令和6年度調査 (n=1,521)

令和元年度調査 (n=1,304)

令和6年度調査 (n=1,521)

令和元年度調査 (n=1,304)

令和6年度調査 (n=1,521)

令和元年度調査 (n=1,304)

言葉も内容も知っている 言葉は知っているが内容は知らない

言葉も内容も知らない 無回答
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問 21 ①デート DV 

➢ デート DVついて、全体でみると「言葉も内容も知っている」が 48.1％、「言葉も内容も知らない」

が 33.5％となっています。 

➢ 性別でみると、女性は「言葉も内容も知っている」が 52.1％と、男性に比べて 9.6ポイント高くな

っています。 

➢ 年代別でみると、10～20代、40～50代で「言葉も内容も知っている」が 5割以上と高くなっていま

す。 

図表 85 ①デート DV（性、年代別） 

 

  

性

別

年

代

48.1

42.5

52.1

54.6

47.8

54.9

50.7

48.4

34.2

16.8

17.8

16.2

16.1

15.8

12.6

16.0

19.4

20.8

33.5

38.1

30.1

29.3

35.9

32.4

32.3

31.0

39.1

1.6

1.6

1.6

0.5

1.0

1.2

6.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 (n=1,521)

男性 (n=645)

女性 (n=870)

10～20代 (n=174)

30代 (n=209)

40代 (n=293)

50代 (n=300)

60代 (n=258)

70代以上 (n=284)

言葉も内容も知っている 言葉は知っているが内容は知らない

言葉も内容も知らない 無回答
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問 21 ②身体的 DV 

➢ 身体的 DVについて、全体でみると 「言葉も内容も知っている」が 87.8％、「言葉は知っているが内

容は知らない」が 7.8％となっています。 

➢ 性別でみると、男女で大きな差はありません。 

➢ 年代別でみると、10～50代で「言葉も内容も知っている」が 9割以上と高くなっています。 

図表 86 ②身体的 DV（性、年代別）

 

   

性

別

年

代

87.8

84.0

90.5

93.7

94.7

95.9

90.3

83.7

71.5

7.8

10.1

6.1

4.0

1.9

3.4

6.0

12.4

16.5

3.0

4.5

1.8

2.3

2.9

0.7

2.7

3.1

6.0

1.5

1.4

1.6

0.5

1.0

0.8

6.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 (n=1,521)

男性 (n=645)

女性 (n=870)

10～20代 (n=174)

30代 (n=209)

40代 (n=293)

50代 (n=300)

60代 (n=258)

70代以上 (n=284)

言葉も内容も知っている 言葉は知っているが内容は知らない

言葉も内容も知らない 無回答
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問 21 ③精神的 DV 

➢ 精神的 DVについて、全体でみると 「言葉も内容も知っている」が 85.0％、「言葉は知っているが内

容は知らない」が 9.4％となっています。 

➢ 性別でみると、女性は「言葉も内容も知っている」が 88.4％と、男性に比べて 8.1ポイント高くな

っています。 

➢ 年代別でみると、30～40代で「言葉も内容も知っている」が 9割以上と高くなっています。 

図表 87 ③精神的 DV（性、年代別） 

 

  

性

別

年

代

85.0

80.3

88.4

89.1

93.8

93.9

88.3

80.6

67.3

9.4

12.1

7.5

6.3

2.4

4.4

7.3

15.5

18.3

3.8

6.0

2.2

4.0

3.3

1.7

3.0

3.1

7.7

1.8

1.6

2.0

0.6

0.5

1.3

0.8

6.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 (n=1,521)

男性 (n=645)

女性 (n=870)

10～20代 (n=174)

30代 (n=209)

40代 (n=293)

50代 (n=300)

60代 (n=258)

70代以上 (n=284)

言葉も内容も知っている 言葉は知っているが内容は知らない

言葉も内容も知らない 無回答
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問 21 ④性的 DV 

➢ 性的 DVについて、全体でみると 「言葉も内容も知っている」が 80.2％、「言葉は知っているが内容

は知らない」が 12.8％となっています。 

➢ 性別でみると、女性は「言葉も内容も知っている」が 85.1％と、男性に比べて 11.6ポイント高く

なっています。 

➢ 年代別でみると、10～50代で「言葉も内容も知っている」が 8割以上と高くなっています。 

図表 88 ④性的 DV（性、年代別） 

 

  

性

別

年

代

80.2

73.5

85.1

88.5

88.5

91.8

84.7

74.0

58.1

12.8

17.1

9.7

6.9

6.7

5.8

10.3

18.6

25.0

5.2

8.1

3.1

4.6

3.8

2.4

4.0

6.6

9.5

1.8

1.4

2.2

1.0

1.0

0.8

7.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 (n=1,521)

男性 (n=645)

女性 (n=870)

10～20代 (n=174)

30代 (n=209)

40代 (n=293)

50代 (n=300)

60代 (n=258)

70代以上 (n=284)

言葉も内容も知っている 言葉は知っているが内容は知らない

言葉も内容も知らない 無回答
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問 21 ⑤経済的 DV 

➢ 経済的 DVについて、全体でみると 「言葉も内容も知っている」が 70.5％、「言葉は知っているが内

容は知らない」が 14.9％となっています。 

➢ 性別でみると、女性は「言葉も内容も知っている」が 76.0％と、男性に比べて 12.9ポイント高く

なっています。 

➢ 年代別でみると、40代で「言葉も内容も知っている」が 8割以上と高くなっています。 

図表 89 ⑤経済的 DV（性、年代別）

 

  

性

別

年

代

70.5

63.1

76.0

67.2

78.5

83.6

74.3

64.7

54.6

14.9

17.7

13.0

13.2

7.7

8.2

14.0

23.3

21.5

12.9

18.0

9.1

19.5

13.4

8.2

10.7

10.9

17.6

1.6

1.2

2.0

0.5

1.0

1.2

6.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 (n=1,521)

男性 (n=645)

女性 (n=870)

10～20代 (n=174)

30代 (n=209)

40代 (n=293)

50代 (n=300)

60代 (n=258)

70代以上 (n=284)

言葉も内容も知っている 言葉は知っているが内容は知らない

言葉も内容も知らない 無回答
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問 22 DV（ドメスティック・バイオレンス）に関して、あてはまることがありますか。 

問 22 （あてはまるものすべてに○） 

➢ DV に関してあてはまることについて、全体でみると「DV が社会問題になっていることを知ってい

る」が 71.8％で最も高く、次いで「DVが人権侵害であることを知っている」が 59.6％となってい

ます。また、「何らかの DVを受けたことがある」は 10.8％となっています。 

➢ 性別でみると、男性は「DVが社会問題になっていることを知っている」が 77.2％と、女性に比べて

9.4ポイント高くなっています。 

図表 90 DV に関してあてはまること（性別） 

 

  

3.2

10.8
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5.5

71.8

59.6

0.7
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7.3

8.4

5.0

77.2

62.6

0.8

7.8

1.3

13.6

11.0

5.9

67.8

57.2

0.6

11.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

何らかのDVをしたことがある

何らかのDVを受けたことがある

身近な人の中にDVをした、ま

たは、DVを受けた人がいる

身近な人からDVに関する

相談を受けたことがある

DVが社会問題になって

いることを知っている

DVが人権侵害であることを知っている

その他

無回答

全体 (n=1,521)

男性 (n=645)

女性 (n=870)
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【問 22 で「何らかの DVを受けたことがある」と答えた方におたずねします】  

問 22-1 あなたは、どこかに相談しましたか。（1つに○） 

➢ DV を受けた際の相談状況について、全体でみると「相談しなかった」が 70.9％、「相談した」が

27.3％となっています。 

➢ 性別でみると、女性は「相談した」が 30.5％と、男性に比べて 11.4ポイント高くなっています。 

図表 91 DV を受けた際の相談状況（性別） 

 

  

27.3

19.1

30.5

70.9

78.7

67.8

1.8

2.1

1.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 (n=165)

男性 (n=47)

女性 (n=118)

相談した 相談しなかった 無回答
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【問 22-1 で「相談した」と答えた方におたずねします】 

問 22-2 あなたは、どちらに相談しましたか。（あてはまるものすべてに○） 

➢ DVを受けた際の相談先については、全体でみると 「友人」が 64.4％で最も高く、次いで「家族」が

51.1％となっています。 

➢ 性別でみると、女性は「友人」が 69.4％と、男性に比べて 25.0ポイント高くなっています。 

図表 92 DV を受けた際の相談先（性別） 

  

51.1

64.4

15.6

11.1

20.0

6.7

6.7

11.1

0.0

33.3

44.4

11.1

11.1

22.2

0.0

11.1

22.2
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55.6

69.4

16.7

11.1

19.4

8.3

5.6

8.3

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

家族

友人

知人

警察

市役所

県相談所

医療機関

その他

無回答

全体 (n=45)

男性 (n=9)

女性 (n=36)
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【問 22-1 で「相談しなかった」と答えた方におたずねします】 

問 22-3 あなたが相談しなかった理由は何ですか。（あてはまるものすべてに○） 

➢ 相談しなかった理由について、全体でみると 「相談しても解決すると思わなかったから」が 53.8％

で最も高く、次いで「自分さえ我慢をすればよいと思ったから」が 38.5％、「どこ（だれ）に相談

すればよいのかわからなかったから」が 33.3％となっています。 

➢ 性別でみると、女性は 「相談しても解決すると思わなかったから」が 57.5％と、男性に比べて 11.6

ポイント高くなっています。また、「相談する勇気がなかったから、または、相談するのが恥ずかし

かったから」が女性では 32.5％と、男性に比べて 27.1ポイント高くなっています。 

図表 93 相談しなかった理由（性別） 

  

33.3

23.9

53.8

18.8

38.5

10.3

17.1

27.4

9.4

3.4

35.1

5.4

45.9

13.5

35.1

2.7

10.8

29.7

5.4

8.1

32.5

32.5

57.5

21.3

40.0

13.8

20.0

26.3

11.3

1.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

どこ(だれ)に相談すればよ

いのかわからなかったから

相談する勇気がなかったから、または、

相談するのが恥ずかしかったから

相談しても解決すると思わなかったから

相談したことがバレてしまうと、もっ

とひどい暴力につながると思ったから

自分さえ我慢をすればよいと思ったから

世間体が悪いと思ったから

自分にも悪いところがあると思ったから

相談するほどのことではないと思ったから

その他

無回答

全体 (n=117)

男性 (n=37)

女性 (n=80)
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問 23 あなたは、次の相談窓口があることを知っていますか。 

問 23 （①～④それぞれについて 1つに○） 

➢ 相談窓口の認知について、 「①岡崎市 DV相談窓口」を除くすべての相談窓口で「知らない」が 8割

以上と高くなっています。 

図表 94 相談窓口の認知 

 
  

21.1

13.5

4.7

8.6

73.0

80.1

88.8

85.0

5.9

6.4

6.5

6.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①岡崎市DV相談窓口 (n=1,521)

②岡崎市女性相談窓口(エール)  (n=1,521)

③岡崎市男性相談窓口 (n=1,521)

④岡崎市LGBTQ電話相談窓口 (n=1,521)

知っている 知らない 無回答



 

87 

 

問 23 ①岡崎市 DV相談窓口 

⚫ 問 22 で 何らかの DV を受けたことがある」 身近な人の中に DV をした、または、DV を受けた人

がいる」 身近な人から DV に関する相談を受けたことがある」を 1つでも回答した人を、 DV被害

者または身近に DV被害者がいる」とします。 

 

➢ 岡崎市 DV 相談窓口について、「知っている」が DV 被害者または身近に DV 被害者がいるで 29.5％

と、全体に比べて 8.4ポイント高くなっています。 

図表 95 ①岡崎市 DV 相談窓口について（DV 被害者または身近に DV被害者がいるのみ） 

 

問 23 ②岡崎市女性相談窓口 

➢ 岡崎市女性相談窓口について、「知っている」が女性で 18.5％と、全体に比べて 5.0ポイント高く

なっています。 

図表 96 ②岡崎市女性相談窓口について（女性のみ） 

 

  

13.5

18.5

80.1

74.8

6.4

6.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 (n=1,521)

女性 (n=870)

知っている 知らない 無回答

21.1

29.5

73.0

68.3

5.9

2.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 (n=1,521)

DV被害者または身近にDV被害者がいる(n=315)

知っている 知らない 無回答
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問 23 ③岡崎市男性相談窓口 

➢ 岡崎市男性相談窓口について、 「知っている」が男性で 3.4％と、全体に比べて 1.3ポイント低くな

っています。 

図表 97 ③岡崎市男性相談窓口について（男性のみ） 

 

 

問 23 ④岡崎市 LGBTQ 電話相談窓口 

⚫ 問 12で 自身の性自認について悩んだことがある」 自身の性的指向について悩んだことがある」

 周りの人にアウティングをされたことがある」を 1つでも回答した人を、 LGBTQ 当事者」とし

ます。 

⚫  自身の性自認について悩んだことがある」 自身の性的指向について悩んだことがある」 周り

の人にアウティングをされたことがある」  周りの人からカミングアウトを受けたことがある」 周

りに、性自認、性的指向、カミングアウト、アウティングで悩んでいる人がいる」を 1つでも回答

した人を、 LGBTQ 当事者または身近に当事者がいる」とします。 

 

➢ 岡崎市 LGBTQ電話相談窓口について、「知っている」が LGBTQ当事者で 19.4％と、全体に比べて 10.8

ポイント高くなっています。また、LGBTQ当事者または身近に当事者がいるでは 14.6％と、全体に

比べて 6.0ポイント高くなっています。 

図表 98 ④岡崎市 LGBTQ 電話相談窓口について 

 

 

  

4.7

3.4

88.8

90.2

6.5

6.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 (n=1,521)

男性 (n=645)

知っている 知らない 無回答

8.6

19.4

14.6

85.0

77.6

82.2

6.4

3.0

3.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 (n=1,521)

LGBTQ当事者 (n=67)

LGBTQ当事者または身近に当事者がいる (n=185)

知っている 知らない 無回答
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（2）ハラスメントについて 

問 24 あなたや周りの人で、次のようなハラスメントを受けた経験のある人はいますか。 

問 24 （①～⑦それぞれについて 1つに○） 

➢ 各ハラスメントの被害経験について、 「①パワー・ハラスメント」「 セクシュアル・ハラスメント」

「⑤モラル・ハラスメント」について、「受けたことがある」が他の項目に比べて高く、特に 「①パ

ワー・ハラスメント」では 24.5％となっています。 

➢ 「自分も受けたことがないし、周りにも被害者はいない」が高い分野は 「④パタニティ・ハラスメ

ントメント」「⑥ケア・ハラスメント」「⑦SOGIハラスメント」であり、いずれも 9割以上となって

います。 

図表 99 ハラスメント被害経験 

  

24.5

9.5

2.1

0.5

14.3

0.5

1.3

26.8

17.6

7.2

3.9

15.1

2.2

2.8

45.5

68.4

85.9

90.6

66.5

92.4

91.0

3.2

4.5

4.8

5.0

4.1

4.9

4.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①パワー・ハラスメント (n=1,521)

②セクシュアル・ハラスメント (n=1,521)

③マタニティ・ハラスメント (n=1,521)

④パタニティ・ハラスメント (n=1,521)

⑤モラル・ハラスメント (n=1,521)

⑥ケア・ハラスメント (n=1,521)

⑦SOGIハラスメント (n=1,521)

受けたことがある

自分は受けたことはないが周りに被害者がいる

自分も受けたことがないし、周りにも被害者はいない

無回答
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問 25 ハラスメントを防止するためには、どのような対策が必要だと思いますか。 

問 25 （○は 3つまで） 

➢ ハラスメント防止のために必要な対策では、全体でみると 「職場の支援、雇用主や経営陣のより一

層の関与」が 48.7％で最も高く、次いで「ハラスメントに関する正しい知識の研修や啓発活動の充

実」が 47.3％、「法律や制度の充実による行政・専門機関のより一層の関与」が 45.8％となってい

ます。 

➢ 性別でみると、女性は「身近な相談体制の充実」が 36.2％と、男性に比べて 11.2ポイント高くな

っています。 

図表 100 ハラスメント防止のために必要な対策（性別） 

 

45.8

48.7

20.7

47.3

31.3

17.6

21.2

2.3

1.0

5.6

1.5

50.7

53.6

23.1

45.6

25.0

15.8

18.0

2.0

1.2

5.4

1.2

42.0

45.2

19.0

48.6

36.2

18.9

23.7

2.5

0.7

5.6

1.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

法律や制度の充実による

行政・専門機関のより一層の関与

職場の支援、雇用主や経

営陣のより一層の関与

警察のより一層の関与

ハラスメントに関する正しい

知識の研修や啓発活動の充実

身近な相談体制の充実

被害者のためのカウンセリングの充実

加害者に対するカウンセリングの実施

その他

特に必要なことはない

わからない

無回答

全体 (n=1,521)

男性 (n=645)

女性 (n=870)



 

91 

 

➢ 年代別でみると、10～30代は「法律や制度の充実による行政・専門機関のより一層の関与」が、40

～60代は「職場の支援、雇用主や経営陣のより一層の関与」が、70代以上は「ハラスメントに関す

る正しい知識の研修や啓発活動の充実」がそれぞれ最も高くなっています。 

図表 101 ハラスメント防止のために必要な対策（年代別） 
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修
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啓
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体
制
の
充
実
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害
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カ
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セ
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グ
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実
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そ
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こ
と
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な
い

わ
か
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な
い

無
回
答

696 740 315 719 476 268 322 35 15 85 23
45.8 48.7 20.7 47.3 31.3 17.6 21.2 2.3 1.0 5.6 1.5

84 76 42 76 47 42 35 5 2 10 1
48.3 43.7 24.1 43.7 27.0 24.1 20.1 2.9 1.1 5.7 0.6
111 110 59 99 47 31 43 6 2 8 -

53.1 52.6 28.2 47.4 22.5 14.8 20.6 2.9 1.0 3.8 -
132 144 64 129 83 57 82 10 3 12 1

45.1 49.1 21.8 44.0 28.3 19.5 28.0 3.4 1.0 4.1 0.3
139 157 68 140 94 43 64 9 3 12 4

46.3 52.3 22.7 46.7 31.3 14.3 21.3 3.0 1.0 4.0 1.3
115 131 49 123 95 39 51 3 3 17 3

44.6 50.8 19.0 47.7 36.8 15.1 19.8 1.2 1.2 6.6 1.2
113 121 32 150 110 56 46 2 2 26 14

39.8 42.6 11.3 52.8 38.7 19.7 16.2 0.7 0.7 9.2 4.9

年
代

全体(N=1,521)

10～20代(N=174)

30代(N=209)

40代(N=293)

50代(N=300)

60代(N=258)

70代以上(N=284)



 

92 

 

6．岡崎市の施策について 

問 26 男女共同参画の推進及び多様な性を尊重する社会の実現を図るため、あなたが今後の岡崎市

に期待することは何ですか。（○は 3つまで） 

➢ 男女共同参画社会を実現するために岡崎市に期待することについて、全体でみると「仕事・家庭・

地域活動の両立を進めるまちづくり」が 48.1％で最も高く、次いで「社会における制度や慣行を見

直し、男女平等を進めるまちづくり」が 41.1％、「多様な性を理解・尊重し、互いの人権を尊重し

たまちづくり」が 37.4％となっています。 

➢ 性別でみると、女性は「相談機関が充実したまちづくり」が 22.6％と、男性に比べて 8.0ポイント

高くなっています。 

図表 102 男女共同参画を実現するために岡崎市に期待すること（性別） 

 

  

41.1

37.4

48.1

32.1

9.3

19.7

21.4

19.1

1.9

3.5

3.8

1.1

42.6

34.1

48.8

30.9

9.6

19.7

23.9

14.6

1.9

4.8

4.0

0.9

39.8

39.9

47.5

33.2

9.1

19.7

19.7

22.6

2.0

2.4

3.7

1.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

社会における制度や慣行を見直し、

男女平等を進めるまちづくり

多様な性を理解・尊重し、互い

の人権を尊重したまちづくり

仕事・家庭・地域活動の

両立を進めるまちづくり

就労支援が充実したまちづくり

男女共同参画に関する情報提供や

講座などが充実したまちづくり

政治や行政など政策決定の場に、女

性を積極的に登用したまちづくり

暴力のないまちづくり

相談機関が充実したまちづくり

その他

特にない

わからない

無回答

全体 (n=1,521)

男性 (n=645)

女性 (n=870)



 

93 

 

➢ 年代別でみると、60 代以上は「社会における制度や慣行を見直し、男女平等を進めるまちづくり」

が、10～50代は「仕事・家庭・地域活動の両立を進めるまちづくり」がそれぞれ最も高くなってい

ます。 

図表 103 男女共同参画を実現するために岡崎市に期待すること（年代別）  
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625 569 732 489 141 300 326 291 29 53 58 16
41.1 37.4 48.1 32.1 9.3 19.7 21.4 19.1 1.9 3.5 3.8 1.1

77 72 101 58 12 23 36 21 3 3 10 -
44.3 41.4 58.0 33.3 6.9 13.2 20.7 12.1 1.7 1.7 5.7 -

86 76 126 76 15 34 44 23 5 7 8 -
41.1 36.4 60.3 36.4 7.2 16.3 21.1 11.0 2.4 3.3 3.8 -

98 121 174 105 20 45 64 47 8 11 7 1
33.4 41.3 59.4 35.8 6.8 15.4 21.8 16.0 2.7 3.8 2.4 0.3
117 116 139 103 26 53 64 57 7 10 10 2

39.0 38.7 46.3 34.3 8.7 17.7 21.3 19.0 2.3 3.3 3.3 0.7
121 98 102 78 26 51 58 66 4 13 8 2

46.9 38.0 39.5 30.2 10.1 19.8 22.5 25.6 1.6 5.0 3.1 0.8
124 85 88 69 42 93 59 76 2 9 15 11

43.7 29.9 31.0 24.3 14.8 32.7 20.8 26.8 0.7 3.2 5.3 3.9

年
代

全体(N=1,521)

10～20代(N=174)

30代(N=209)

40代(N=293)

50代(N=300)

60代(N=258)

70代以上(N=284)



 

 

 

  



 

 

 

 

Ⅲ 事業者調査結果 
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1．回答事業者の属性 

問ア 貴事業所の主な業種について教えてください。（1つに○） 

➢ 回答事業者の主な業種は、全体でみると 「建設業」が 26.7％と最も高く、次いで「製造業」が 21.4％、

「卸売・小売業」が 12.9％となっています。 

➢ 全従業員規模別でみると、10人婚満、10～100人婚満の事業者では「建設業」が、100人以上の事

業者では「製造業」が最も高くなっています。 

図表 104 業種 

 

図表 105 業種（全従業員規模別） 

  

0.5

26.7

21.4

3.8

1.0

5.2

12.9

1.4

5.2

1.0

11.4

0.0

7.6

0.0

1.9

0% 10% 20% 30%

農林漁業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業

卸売・小売業

金融・保険業

不動産業

飲食店・宿泊業

医療・福祉

教育・学習支援業

サービス業

その他

無回答

(n=210)

0.5

0.7

26.7

42.9

27.0

10.0

21.4

2.9

20.6

46.7

3.8

2.9

5.0

1.0

2.9

0.7

5.2

6.4

3.3

12.9

5.7

14.9

13.3

1.4

1.4

3.3

5.2

17.1

3.5

1.0

1.4

11.4

20.0

10.6

6.7

7.6

2.9

5.7

16.7

1.9

2.9

2.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 (n=210)

10人未満 (n=35)

10～100人未満 (n=141)

100人以上 (n=30)

農林漁業 建設業 製造業

電気・ガス・熱供給・水道業 情報通信業 運輸業

卸売・小売業 金融・保険業 不動産業

飲食店・宿泊業 医療・福祉 教育・学習支援業

サービス業 その他 無回答
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問イ 貴事業所の従業員（常用雇用者※）の人数を教えてください。（数字を記入）  

問イ ※ 以降の質問においても、従業員は、常用雇用者を指すものとします。 

問イ ※ 常用雇用者とは、正社員やパートタイマー等に関わらず、1 カ月以上の期間を定めて雇用して

いる者を指します。 

➢ 回答事業者の従業員規模は、全体でみると「10～100人婚満」が 67.1％と最も高く、次いで「10人

婚満」が 16.7％、「100人以上」が 14.3％となっています。 

図表 106 全従業員規模 

 
 

管理職の男女比 

➢ 管理職の男女比は、男性が 84.3％となっており、女性は 15.7％にとどまっています。 

➢ 経年で比較すると、女性管理職割合は令和元年度調査に比べて 5.8ポイント高くなっています。 

 

図表 107 管理職の男女比 

 

  

16.7

67.1

14.3

1.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

10人未満

10～100人未満

100人以上

無回答

(n=210)

84.3

90.1

15.7

9.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和6年度調査(n=3,642)

令和元年度調査(n=4,078)

男性 女性



 

98 

 

問イ-1 貴事業所の従業員の人数は、貴事業所において充足していると思いますか。（1つに○） 

➢ 回答事業者の従業員数について、全体でみると「充足していない」が 46.2％、「充足している」が

32.9％となっています。 

➢ 全従業員規模別でみると、10 人婚満は「充足している」と「充足していない」が 40.0％で最も高

く、10～100人婚満、100人以上では「充足していない」が最も高くなっています。 

図表 108 従業員の充足（全従業員規模別） 

 

 

問ウ 貴事業所の従業員の平均年齢・平均勤続年数を教えてください。 

問ウ （数字を記入） 

➢ 回答事業者の従業員の平均年齢・平均勤続年数について、正規の従業員で、男性従業員の平均年齢

が女性従業員の平均年齢に比べて高くなっています。平均勤続年数でみても、男性従業員の平均勤

続年数が女性従業員の平均勤続年数に比べて長くなっています。 

非正規従業員においても同様に、女性従業員に比べて男性従業員の平均年齢が高く、平均勤続年数

は長くなっています。 

 

図表 109 従業員の平均年齢・平均勤続年数 

 
  

32.9

40.0

31.2

30.0

46.2

40.0

44.7

60.0

21.0

20.0

24.1

10.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 (n=210)

10人未満 (n=35)

10～100人未満 (n=141)

100人以上 (n=30)

充足している 充足していない どちらともいえない その他 無回答

男性 女性 男性 女性

平均年齢 43.6歳 38.2歳 55.9歳 48.3歳

平均勤続年数 15年11ゕ月 11年4ゕ月 10年11ゕ月 7年5ゕ月

正規 非正規



 

99 

 

2．育児や介護について 

問 1 直近の事業年度 1 年間に、出産した従業員の人数または配偶者が出産した従業員の人数と、そ

のうち、育児休業を取得した人数・平均取得期間 （予定含む）を教えてください。 （数字を記入） 

➢ 従業員の育児休業取得割合は、出産した従業員で 94.5％、配偶者が出産した従業員で 60.8％とな

っています。配偶者が出産した従業員の育児休業取得割合について、前回調査では 4.8％であり、

大幅に増加しています。 

➢ 従業員の育児休業の平均取得期間は、出産した従業員で 1年 6か月、配偶者が出産した従業員で 5

か月となっており、女性は男性に比べて長い期間の育児休業を取得しています。 

 

図表 110 育児休業取得割合・平均取得期間 

  

 

問 2 直近の事業年度 1 年間に、介護休業を取得した人数・平均取得期間（予定含む）を教えてくだ

さい。（数字を記入） 

➢ 回答事業者の介護休業取得人数については、男女ともに「0人」の事業者が多くなっています。 

 

 

図表 111 介護休業取得人数 

 

図表 103 介護休業平均取得期間 

  

区分 人数(A）
育児休業を

取得した人数
(B)

取得割合
(B/A)

前回調査
取得割合

平均取得期間

出産した従業員 163人 154人 94.5% 98.7% 1年6か月

配偶者が出産した
従業員

306人 186人 60.8% 4.8% 5か月

97.1

97.1

2.4

1.9

0.5

1.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体・男性従業員(n=210)

全体・女性従業員(n=210)

0人 1人 2人以上

介護休業平均取得期間（男性） 5か月5日

介護休業平均取得期間（女性） 1か月16日
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問 3 貴事業所では、配偶者の出産を機に、男性の働き方に配慮していますか。（1つに○） 

問 3 ※ ここでいう「配慮」とは、残業の禁止や縮減を促すなどの制度や取組を指します。 

➢ 配偶者の出産を機に男性の働き方に配慮しているかでは、全体でみると『配慮している』 （ 「積極的

に配慮している」＋「ある程度は配慮している」）が 54.8％と最も高く、次いで「わからない」が

24.8％、 『配慮していない』 （ 「あまり配慮していない」＋「配慮していない」）が 19.1％となってい

ます。 

➢ 全従業員規模別でみると、10～100人婚満、100人以上の事業者では『配慮している』が、10人婚

満の事業者では「わからない」が最も高くなっています。 

図表 112  配偶者の出産を機に男性の働き方に配慮しているか（全従業員規模別） 

 

  

8.6

2.9

9.2

13.3

46.2

34.3

46.1

66.7

12.4

5.7

14.2

13.3

6.7

11.4

6.4

24.8

45.7

22.0

6.7

1.4

2.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 (n=210)

10人未満 (n=35)

10～100人未満 (n=141)

100人以上 (n=30)

積極的に配慮している ある程度は配慮している あまり配慮していない

配慮していない わからない 無回答
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問 4 貴事業所では、育児休業から職場復帰する従業員に対し、復帰支援として取り組んでいること

はありますか。（あてはまるものすべてに◯） 

➢ 育休からの復帰支援として取り組んでいることについては、全体でみると「特に何もしていない」

が 45.2％と最も高く、次いで「職場復帰する方には短時間勤務や残業抑制などの制度を適用してい

る」が 36.7％、「育児休業中の事業状況など、社内情報を提供している」が 18.1％となっています。  

図表 113  育休からの復帰支援として取り組んでいること 

 

➢ 全従業員規模別でみると、100 人以上の事業者では「職場復帰する方には短時間勤務や残業抑制な

どの制度を適用している」が、10人婚満、10～100人婚満の事業者では「特に何もしていない」が

最も高くなっています。 

図表 114 育休からの復帰支援として取り組んでいること（全従業員規模別） 
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26 43 5 7 10 7 15 12 70 3
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全体(N=210)

全
従
業
員
規
模

10人未満(N=35)

10～100人未満(N=141)

100人以上(N=30)



 

102 

 

問 5 男性の育児休業の取得を進めるうえで、貴事業所で支障となる事由があれば教えてください。

（◯は 3つまで） 

➢ 男性の育児休業取得で支障となる事由については、全体でみると「仕事の多忙さや人手不足」が

47.1％と最も高く、次いで「その人にしかできない仕事が存在していること」が 31.9％、「収入の

減少を気にする従業員がいること」が 25.2％となっています。 

図表 115  男性の育児休業取得で支障となる事由 

 

➢ 全従業員規模別でみると、10～100 人婚満、100 人以上の事業者では「仕事の多忙さや人手不足」

が、10人婚満の事業者では「特にない」が最も高くなっています。 

図表 116 男性の育児休業取得で支障となる事由（全従業員規模別） 
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問 6 介護休業の取得を進めていくうえで、貴事業所で支障となる事由があれば教えてください。 

問 6 （◯は 3つまで） 

➢ 介護休業を取得するうえで支障となる事由について、全体でみると 「仕事の多忙さや人手不足」が

48.6％と最も高く、次いで「その人にしかできない仕事が存在していること」が 31.9％、「収入の

減少を気にする従業員がいること」が 26.2％となっています。 

図表 117 介護休業を取得するうえで支障となる事由 
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➢ 全従業員規模別でみると、いずれの規模においても「仕事の多忙さや人手不足」が最も高くなって

います。 

図表 118 介護休業を取得するうえで支障となる事由（全従業員規模別） 
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3．ハラスメントについて 

問 7 貴事業所での各種ハラスメントに関する防止策や対応策等の取組状況について教えてくださ

い。（①～⑦それぞれについて 1つに○） 

➢ ハラスメントに関する防止策や対応策等の取組状況について、『取り組んでいる』（ 「取り組んでい

る （3年以上）」＋「取り組んでいる （3年婚満）」）が高い分野は、 「①パワー・ハラスメント」「 

セクシュアル ・ハラスメント」であり、いずれも 5割以上となっています。また、 「取り組んでいな

い （取り組む予定なし）」が高い分野は、 「③マタニティ・ハラスメント」「④パタニティ・ハラスメ

ント」「⑤モラル・ハラスメント」「⑥ケア・ハラスメント」「⑦カスタマー・ハラスメント」であり、

4割以上となっています。 

図表 119 ハラスメントに関する防止策や対応策等の取組状況 

 

  

32.4

30.0

24.8

18.6

19.0

17.1

15.2

22.4

20.5

13.8

13.3

18.1

11.4

16.2

16.2

16.2

18.1

20.5

20.5

23.3

21.0

27.6

31.9

41.9

46.2

41.0

46.7

46.2

1.4

1.4

1.4

1.4

1.4

1.4

1.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①パワー・ハラスメント (n=210)

②セクシュアル・ハラスメント (n=210)

③マタニティ・ハラスメント (n=210)

④パタニティ・ハラスメント (n=210)

⑤モラル・ハラスメント (n=210)

⑥ケア・ハラスメント (n=210)

⑦カスタマー・ハラスメント (n=210)

取り組んでいる(3年以上) 取り組んでいる(3年未満)

取り組んでいない(近々、取り組む予定あり) 取り組んでいない(取り組む予定なし)
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問 7 ①パワー・ハラスメント 

➢ パワー・ハラスメントに関する防止策や対応策等の取組状況について、全体でみると 「取り組んで

いる （3年以上）」が 32.4％、「取り組んでいない （取り組む予定なし）」が 27.6％となっています。 

➢ 全従業員規模別でみると、10～100人婚満、100人以上の事業者では 『取り組んでいる』が 5割以上

と高く、従業員が多いほど取り組んでいる傾向にあります。 

図表 120 ①パワー・ハラスメント（全従業員規模別） 

 

問 7 ②セクシュアル・ハラスメント 

➢ セクシュアル ・ハラスメントに関する防止策や対応策等の取組状況について、全体でみると 「取り

組んでいない（取り組む予定なし）」が 31.9％、「取り組んでいる（3年以上）」が 30.0％となって

います。 

➢ 全従業員規模別でみると、100人以上の事業者では 『取り組んでいる』が 90.0％と高く、従業員が

多いほど取り組んでいる傾向にあります。 

図表 121 セクシュアル・ハラスメント（全従業員規模別） 
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問 7 ③マタニティ・ハラスメント 

➢ マタニティ・ハラスメントに関する防止策や対応策等の取組状況について、全体でみると 「取り組

んでいない（取り組む予定なし）」が 41.9％、「取り組んでいる（3年以上）」が 24.8％となってい

ます。 

➢ 全従業員規模別でみると、100人以上の事業者では 『取り組んでいる』が 80.0％と高く、従業員が

多いほど取り組んでいる傾向にあります。 

図表 122 マタニティ・ハラスメント（全従業員規模別） 

 

問 7 ④パタニティ・ハラスメント 

➢ パタニティ・ハラスメントに関する防止策や対応策等の取組状況について、全体でみると 「取り組

んでいない（取り組む予定なし）」が 46.2％、「取り組んでいない（近々、取り組む予定あり）」が

20.5％となっています。 

➢ 全従業員規模別でみると、100人以上の事業者では 『取り組んでいる』が 63.3％と高く、従業員が

多いほど取り組んでいる傾向にあります。 

図表 123 パタニティ・ハラスメント（全従業員規模別） 
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100人以上 (n=30)

取り組んでいる(3年以上) 取り組んでいる(3年未満)

取り組んでいない(近々、取り組む予定あり) 取り組んでいない(取り組む予定なし)

無回答
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問 7 ⑤モラル・ハラスメント 

➢ モラル・ハラスメントに関する防止策や対応策等の取組状況について、全体でみると 「取り組んで

いない （取り組む予定なし）」が 41.0％、「取り組んでいない （近々、取り組む予定あり）」が 20.5％

となっています。 

➢ 全従業員規模別でみると、100人以上の事業者では 『取り組んでいる』が 56.7％と高く、従業員が

多いほど取り組んでいる傾向にあります。 

図表 124 モラル・ハラスメント（全従業員規模別） 

 

問 7 ⑥ケア・ハラスメント 

➢ ケア・ハラスメントに関する防止策や対応策等の取組状況について、全体でみると 「取り組んでい

ない （取り組む予定なし）」が 46.7％、「取り組んでいない （近々、取り組む予定あり）」が 23.3％

となっています。 

➢ 全従業員規模別でみると、100人以上の事業者では 『取り組んでいる』が 53.4％と高く、従業員が

多いほど取り組んでいる傾向にあります。 

図表 125 ケア・ハラスメント（全従業員規模別） 

  

19.0

14.3

16.3

40.0

18.1

2.9

22.0

16.7

20.5

25.7

21.3

10.0

41.0

54.3

39.0

33.3

1.4

2.9

1.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 (n=210)

10人未満 (n=35)

10～100人未満 (n=141)

100人以上 (n=30)

取り組んでいる(3年以上) 取り組んでいる(3年未満)

取り組んでいない(近々、取り組む予定あり) 取り組んでいない(取り組む予定なし)

無回答

17.1

14.3

14.2

36.7

11.4

2.9

12.8

16.7

23.3

22.9

24.8

13.3

46.7

57.1

46.8

33.3

1.4

2.9

1.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 (n=210)

10人未満 (n=35)

10～100人未満 (n=141)

100人以上 (n=30)

取り組んでいる(3年以上) 取り組んでいる(3年未満)

取り組んでいない(近々、取り組む予定あり) 取り組んでいない(取り組む予定なし)

無回答
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問 7 ⑦カスタマー・ハラスメント 

➢ カスタマー・ハラスメントに関する防止策や対応策等の取組状況について、全体でみると 「取り組

んでいない（取り組む予定なし）」が 46.2％、「取り組んでいない（近々、取り組む予定あり）」が

21.0％となっています。 

➢ 全従業員規模別でみると、100人以上の事業者では 『取り組んでいる』が 60.0％と高く、従業員が

多いほど取り組んでいる傾向にあります。 

図表 126 カスタマー・ハラスメント（全従業員規模別） 

  

15.2

14.3

12.8

30.0

16.2

2.9

16.3

30.0

21.0

25.7

22.7

6.7

46.2

54.3

46.8

33.3

1.4

2.9

1.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 (n=210)

10人未満 (n=35)

10～100人未満 (n=141)

100人以上 (n=30)

取り組んでいる(3年以上) 取り組んでいる(3年未満)

取り組んでいない(近々、取り組む予定あり) 取り組んでいない(取り組む予定なし)

無回答
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【問 7で『取り組んでいる』に○を付けた方におたずねします】 

問 7-1 どのような取組を行っていますか。（①～⑦についてあてはまるものすべてに○） 

➢ ハラスメントに関する取組を行っている事業者の取組状況について 「③マタニティ・ハラスメント」

「⑤モラル・ハラスメント」「⑥ケア・ハラスメント」「⑦カスタマー・ハラスメント」では「相談

窓口の設置」が、 「①パワー・ハラスメント」「 セクシュアル ・ハラスメント」「④パタニティ・ハ

ラスメント」「⑥ケア・ハラスメント」では「就業規則等に規定」が高くなっています。 

図表 127 ハラスメントに関する取組 
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口
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就
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そ
の
他

無
回
答

65 66 42 12 14 4 6

56.5 57.4 36.5 10.4 12.2 3.5 5.2

63 66 38 12 11 4 3

59.4 62.3 35.8 11.3 10.4 3.8 2.8

47 45 22 7 11 4 4

58.0 55.6 27.2 8.6 13.6 4.9 4.9

37 38 15 7 10 4 5

55.2 56.7 22.4 10.4 14.9 6.0 7.5

40 35 19 7 14 4 6

51.3 44.9 24.4 9.0 17.9 5.1 7.7

32 32 12 4 11 4 3

53.3 53.3 20.0 6.7 18.3 6.7 5.0

33 24 16 6 14 4 6

50.0 36.4 24.2 9.1 21.2 6.1 9.1

⑥ケア・ハラスメント(n=60)

⑦カスタマー・ハラスメント(n=66)

①パワー・ハラスメント(n=115)

②セクシュアル・ハラスメント(n=106)

③マタニティ・ハラスメント(n=81)

④パタニティ・ハラスメント(n=67)

⑤モラル・ハラスメント(n=78)
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4．多様な働き方の推進について 

問 8 貴事業所で、性別や家庭環境にかかわらず誰もが働きやすい職場環境や、多様な働き方を推進

するための制度（仕組み）の有無について教えてください。 

（①～⑬それぞれについて 1つに○） 

➢ 多様な働き方を推進するための制度の有無について、全体でみると「①育児休業」「⑤介護休業」「⑧

短時間勤務や隔日勤務」「⑨育児・介護に伴う時間外労働の制限」では「制度あり」が 5割以上と高

くなっています。また、「④ 「育休職場応援手当」などの育休取得者を支える同僚向け制度」「⑦育

児・介護をする従業員への経済的支援」「⑪転勤・配置転換の配慮」では「制度なし （導入の検討も

なし）」が 5割以上と高くなっています。 

図表 128 多様な働き方を推進するための制度の有無 

  

71.0

48.6

42.4

6.2

58.1

40.0

8.1

52.9

50.5

43.3

25.2

35.2

30.5

6.7

15.2

20.5

23.3

14.8

21.0

23.8

19.5

16.7

16.2

18.1

17.1

21.4

19.5

32.9

33.8

66.7

25.2

36.7

64.3

25.2

29.5

37.1

52.4

43.8

44.3

2.9

3.3

3.3

3.8

1.9

2.4

3.8

2.4

3.3

3.3

4.3

3.8

3.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①育児休業 (n=210)

②育児に関する特別休暇 (n=210)

③産後パパ育休(出生時育児休業)                            (n=210)

④「育休職場応援手当」などの育休取得者を支える同僚向け制度(n=210)

⑤介護休業 (n=210)

⑥介護に関する特別休暇 (n=210)

⑦育児・介護をする従業員への経済的支援 (n=210)

⑧短時間勤務や隔日勤務 (n=210)

⑨育児・介護に伴う時間外労働の制限 (n=210)

⑩フレックスタイム制・変形労働時間制 (n=210)

⑪転勤・配置転換の配慮 (n=210)

⑫非正規からの転換制度 (n=210)

⑬離職者への再雇用制度 (n=210)

制度あり 制度なし(導入を検討中) 制度なし(導入の検討もなし) 無回答
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問 8 ①育児休業 

➢ 育児休業の有無について、全体でみると「制度あり」が 71.0％、「制度なし（導入の検討もなし）」

が 19.5％となっています。 

➢ 全従業員規模別でみると、10～100人婚満、100人以上の事業者では「制度あり」が、10人婚満の

事業者では「制度なし（導入検討もなし）」が最も高くなっています。 

図表 129 ①育児休業（全従業員規模別） 

 

問 8 ②育児に関する特別休暇 

➢ 育児に関する特別休暇の有無について、全体でみると「制度あり」が 48.6％、「制度なし（導入の

検討もなし）」が 32.9％となっています。 

➢ 全従業員規模別でみると、10～100人婚満、100人以上の事業者では「制度あり」が、10人婚満の

事業者では「制度なし（導入検討もなし）」が最も高くなっています。 

図表 130 ②育児に関する特別休暇（全従業員規模別） 

 

  

71.0

37.1

74.5

100.0

6.7

11.4

7.1

19.5

45.7

15.6

2.9

5.7

2.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 (n=210)

10人未満 (n=35)

10～100人未満 (n=141)

100人以上 (n=30)

制度あり 制度なし(導入を検討中) 制度なし(導入の検討もなし) 無回答

48.6

22.9

51.1

73.3

15.2

17.1

17.0

6.7

32.9

57.1

27.7

20.0

3.3

2.9

4.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 (n=210)

10人未満 (n=35)

10～100人未満 (n=141)

100人以上 (n=30)

制度あり 制度なし(導入を検討中) 制度なし(導入の検討もなし) 無回答
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問 8 ③産後パパ育休（出生時育児休業） 

➢ 産後パパ育休（出生時育児休業）の有無について、全体でみると「制度あり」が 42.4％、「制度な

し（導入の検討もなし）」が 33.8％となっています。 

➢ 全従業員規模別でみると、10～100人婚満、100人以上の事業者では「制度あり」が、10人婚満の

事業者制度なし（導入検討もなし）」が最も高くなっています。 

図表 131 ③産後パパ育休（出生時育児休業）（全従業員規模別） 

 

問 8 ④「育休職場応援手当」などの育休取得者を支える同僚向け制度 

➢ 「育休職場応援手当」などの育休取得者を支える同僚向け制度の有無について、全体でみると 「制

度なし（導入の検討もなし）」が 66.7％、「制度なし（導入を検討中）」が 23.3％となっています。 

➢ 全従業員規模別でみると、いずれの規模においても「制度なし （導入の検討もなし）」が最も高くな

っています。 

図表 132 ④ 育休職場応援手当」などの育休取得者を支える同僚向け制度（全従業員規模別） 

 

  

42.4

11.4

42.6

80.0

20.5

20.0

22.7

13.3

33.8

62.9

31.2

6.7

3.3

5.7

3.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 (n=210)

10人未満 (n=35)

10～100人未満 (n=141)

100人以上 (n=30)

制度あり 制度なし(導入を検討中) 制度なし(導入の検討もなし) 無回答

6.2

2.9

8.5

23.3

20.0

24.1

26.7

66.7

68.6

63.8

73.3

3.8

8.6

3.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 (n=210)

10人未満 (n=35)

10～100人未満 (n=141)

100人以上 (n=30)

制度あり 制度なし(導入を検討中) 制度なし(導入の検討もなし) 無回答
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問 8 ⑤介護休業 

➢ 介護休業の有無について、全体でみると「制度あり」が 58.1％、「制度なし（導入の検討もなし）」

が 25.2％となっています。 

➢ 全従業員規模別でみると、10～100人婚満、100人以上の事業者は「制度あり」が、10人婚満の事

業者は「制度なし（導入検討もなし）」が最も高くなっています。 

図表 133 ⑤介護休業（全従業員規模別） 

 

問 8 ⑥介護に関する特別休暇 

➢ 介護に関する特別休暇の有無について、全体でみると「制度あり」が 40.0％、「制度なし（導入の

検討もなし）」が 36.7％となっています。 

➢ 全従業員規模別でみると、10～100人婚満、100人以上の事業者は「制度あり」が、10人婚満の事

業者は「制度なし（導入検討もなし）」が最も高くなっています。 

図表 134 ⑥介護に関する特別休暇（全従業員規模別） 

  

58.1

22.9

60.3

93.3

14.8

22.9

15.6

3.3

25.2

51.4

22.0

3.3

1.9

2.9

2.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 (n=210)

10人未満 (n=35)

10～100人未満 (n=141)

100人以上 (n=30)

制度あり 制度なし(導入を検討中) 制度なし(導入の検討もなし) 無回答

40.0

22.9

41.8

56.7

21.0

22.9

23.4

10.0

36.7

51.4

31.9

33.3

2.4

2.9

2.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 (n=210)

10人未満 (n=35)

10～100人未満 (n=141)

100人以上 (n=30)

制度あり 制度なし(導入を検討中) 制度なし(導入の検討もなし) 無回答
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問 8 ⑦育児・介護をする従業員への経済的支援 

➢ 育児・介護をする従業員への経済的支援の有無について、全体でみると 「制度なし （導入の検討も

なし）」が 64.3％、「制度なし（導入を検討中）」が 23.8％となっています。 

➢ 全従業員規模別でみると、いずれの規模においても「制度なし （導入の検討もなし）」が最も高くな

っています。 

図表 135 ⑦育児・介護をする従業員への経済的支援（全従業員規模別） 

 

問 8 ⑧短時間勤務や隔日勤務 

➢ 短時間勤務や隔日勤務の有無について、全体でみると「制度あり」が 52.9％、「制度なし（導入の

検討もなし）」が 25.2％となっています。 

➢ 全従業員規模別でみると、いずれの規模においても「制度あり」が最も高くなっています。 

図表 136 ⑧短時間勤務や隔日勤務（全従業員規模別） 

 

  

8.1

5.7

9.2

6.7

23.8

25.7

25.5

16.7

64.3

62.9

61.0

76.7

3.8

5.7

4.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 (n=210)

10人未満 (n=35)

10～100人未満 (n=141)

100人以上 (n=30)

制度あり 制度なし(導入を検討中) 制度なし(導入の検討もなし) 無回答

52.9

45.7

49.6

80.0

19.5

20.0

22.7

6.7

25.2

31.4

24.8

13.3

2.4

2.9

2.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 (n=210)

10人未満 (n=35)

10～100人未満 (n=141)

100人以上 (n=30)

制度あり 制度なし(導入を検討中) 制度なし(導入の検討もなし) 無回答
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問 8 ⑨育児・介護に伴う時間外労働の制限 

➢ 育児・介護に伴う時間外労働の制限の有無について、全体でみると「制度あり」が 50.5％、「制度

なし（導入の検討もなし）」が 29.5％となっています。 

➢ 全従業員規模別でみると、10～100人婚満、100人以上の事業者は「制度あり」が、10人婚満の事

業者は「制度なし（導入検討もなし）」が最も高くなっています。 

図表 137 ⑨育児・介護に伴う時間外労働の制限（全従業員規模別） 

 

問 8 ⑩フレックスタイム制・変形労働時間制 

➢ フレックスタイム制・変形労働時間制の有無について、全体でみると「制度あり」が 43.3％、「制

度なし（導入の検討もなし）」が 37.1％となっています。 

➢ 全従業員規模別でみると、100人以上の事業者は「制度あり」が、10～100人婚満の事業者は「制度

なし（導入検討もなし）」が最も高くなっています。10 人婚満の事業者は「制度あり」、「制度なし

（導入検討もなし）」がともに 40.0％と最も高くなっています。 

図表 138 ⑩フレックスタイム制・変形労働時間制（全従業員規模別） 

 

  

50.5

22.9

51.8

80.0

16.7

22.9

17.0

10.0

29.5

45.7

28.4

10.0

3.3

8.6

2.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 (n=210)

10人未満 (n=35)

10～100人未満 (n=141)

100人以上 (n=30)

制度あり 制度なし(導入を検討中) 制度なし(導入の検討もなし) 無回答

43.3

40.0

38.3

73.3

16.2

14.3

19.1

6.7

37.1

40.0

39.0

20.0

3.3

5.7

3.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 (n=210)

10人未満 (n=35)

10～100人未満 (n=141)

100人以上 (n=30)

制度あり 制度なし(導入を検討中) 制度なし(導入の検討もなし) 無回答
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問 8 ⑪転勤・配置転換の配慮 

➢ 転勤・配置転換の配慮の有無について、全体でみると 「制度なし （導入の検討もなし）」が 52.4％、

「制度あり」が 25.2％となっています。 

➢ 全従業員規模別でみると、100人以上の事業者は「制度あり」が、10人婚満、10～100人婚満の事

業者は「制度なし（導入検討もなし）」が最も高くなっています。 

図表 139 ⑪転勤・配置転換の配慮（全従業員規模別） 

 

問 8 ⑫非正規からの転換制度 

➢ 非正規からの転換制度の有無について、全体でみると 「制度なし （導入の検討もなし）」が 43.8％、

「制度あり」が 35.2％となっています。 

➢ 全従業員規模別でみると、100人以上の事業者は「制度あり」が、10人婚満、10～100人婚満の事

業者は「制度なし（導入検討もなし）」が最も高くなっています。 

図表 140 ⑫非正規からの転換制度（全従業員規模別） 
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20.0

17.7

20.0
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10人未満 (n=35)

10～100人未満 (n=141)

100人以上 (n=30)

制度あり 制度なし(導入を検討中) 制度なし(導入の検討もなし) 無回答

35.2

25.7

32.6

60.0

17.1

14.3

18.4

16.7

43.8

51.4

45.4

23.3

3.8

8.6

3.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 (n=210)

10人未満 (n=35)

10～100人未満 (n=141)

100人以上 (n=30)

制度あり 制度なし(導入を検討中) 制度なし(導入の検討もなし) 無回答
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問 8 ⑬離職者への再雇用制度 

➢ 離職者への再雇用制度の有無について、全体でみると 「制度なし （導入の検討もなし）」が 44.3％、

「制度あり」が 30.5％となっています。 

➢ 全従業員規模別でみると、100人以上の事業者は「制度あり」が、10人婚満、10～100人婚満の事

業者は「制度なし（導入検討もなし）」が最も高くなっています。 

図表 141 ⑬離職者への再雇用制度（全従業員規模別） 
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10人未満 (n=35)
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問 9 性別や家庭環境にかかわらず誰もが働きやすい職場環境や、多様な働き方を推進するうえで、

貴事業所で支障となる事由があれば教えてください。（○は 3つまで） 

➢ 多様な働き方を推進するうえで支障となる事由について、全体でみると 「休業者の代替の人材確保

が難しいこと」が 47.1％と最も高く、次いで「多忙なため、必要な体制整備に向けた担当者の確保

（人や時間）が難しいこと」が 26.2％、「役員や管理職の取組意識、知識、ノウハウが不足してい

ること」が 20.0％となっています。 

図表 142 多様な働き方を推進するうえで支障となる事由 

 

➢ 全従業員規模別でみると、いずれの規模においても 「休業者の代替の人材確保が難しいこと」が最

も高くなっています。 

図表 143 多様な働き方を推進するうえで支障となる事由（全従業員規模別） 
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20.0 11.0 12.4 26.2 47.1 13.8 6.7 3.3 9.5 1.4 18.6 7.1 1.0

2 1 1 7 14 3 - - 3 1 10 6 -
5.7 2.9 2.9 20.0 40.0 8.6 - - 8.6 2.9 28.6 17.1 -
34 21 20 34 64 17 8 4 13 2 23 9 2

24.1 14.9 14.2 24.1 45.4 12.1 5.7 2.8 9.2 1.4 16.3 6.4 1.4
6 1 5 14 20 9 6 3 4 - 3 - -
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全
従
業
員
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模

10人未満(N=35)

10～100人未満(N=141)

100人以上(N=30)
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問 10  LGBTQ などの性的マイノリティの従業員への配慮について、貴事業所の取組状況を教えてく

ださい。（あてはまるものすべてに○） 

➢ LGBTQなどの従業員への配慮について、全体でみると 「特に何もしていない」が 67.1％と最も高く、

次いで「採用時における配慮や公正な人事評価を行っている」が 16.2％、「ハラスメント相談窓口

において SOGIハラスメントの相談に対応している」「誰もが活用しやすい福利厚生や休暇制度を整

えている」が 10.0％となっています。 

図表 144 LGBTQ などの従業員への配慮について 

 

➢ 全従業員規模別でみると、いずれの規模においても 「特に何もしていない」が最も高くなっていま

す。 

図表 145 LGBTQ などの従業員への配慮について（全従業員規模別） 
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17 21 6 34 8 15 21 1 141 1
8.1 10.0 2.9 16.2 3.8 7.1 10.0 0.5 67.1 0.5

2 2 1 3 - 3 3 1 28 -
5.7 5.7 2.9 8.6 - 8.6 8.6 2.9 80.0 -

9 12 3 25 4 9 12 - 95 1
6.4 8.5 2.1 17.7 2.8 6.4 8.5 - 67.4 0.7

5 6 2 5 4 3 6 - 15 -
16.7 20.0 6.7 16.7 13.3 10.0 20.0 - 50.0 -

全体(N=210)

全
従
業
員
規
模

10人未満(N=35)

10～100人未満(N=141)

100人以上(N=30)
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問 11 貴事業所におけるテレワーク※の実施状況を教えてください。（1つに○） 

問 11 ※テレワークとは、貴事業所で雇用されている従業員が情報通信機器を活用して自宅又は自

宅に準じた自ら選択した場所において業務を行う働き方。 

➢ テレワークの実施状況について、全体でみると 『実施している』 （ 「実施している （新型コロナウイ

ルス感染拡大より前に始めていた）」＋「実施している（新型コロナウイルス感染拡大を機に始め

た）」）が 17.2％、「いまのところ取り組む予定はない」が 62.4％となっています。 

➢ 全従業員規模別でみると、100人以上の事業者は 『実施している』が 46.7％と半数を占めています。

また、10人婚満、10～100人婚満の事業者は「いまのところ取り組む予定はない」が最も高くなっ

ています。 

➢ 令和元年度調査ではテレワークを実施している事業者は 4.9％となっており、テレワークを実施し

ている事業者割合が 12.3ポイント高くなっています。 

図表 146 テレワークの実施状況（全従業員規模別） 

 

➢ 業種別でみると、以下の通りです。 

図表 147 テレワークの実施状況（業種別） 
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2.4 14.8 8.6 2.4 8.6 62.4 1.0

- - - - - 1 -
- - - - - 100.0 -
1 8 2 1 6 38 -

1.8 14.3 3.6 1.8 10.7 67.9 -
2 10 6 1 2 24 -

4.4 22.2 13.3 2.2 4.4 53.3 -
- - 1 - - 7 -
- - 12.5 - - 87.5 -
- - - - 1 1 -
- - - - 50.0 50.0 -
- 1 1 - 1 8 -
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- 6 5 1 4 11 -
- 22.2 18.5 3.7 14.8 40.7 -
- - - 1 1 1 -
- - - 33.3 33.3 33.3 -
- 1 2 - 1 7 -
- 9.1 18.2 - 9.1 63.6 -
- 1 - - - - 1
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1 1 - - 1 20 1

4.2 4.2 - - 4.2 83.3 4.2
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6.3 12.5 6.3 - 6.3 68.8 -
サービス業(N=16)

業
種

全体(N=210)

農林産業(N=1)

建設業(N=56)

製造業(N=45)

電気・ガス・熱供給・水道緒業(N=8)

情報通信業(N=2)

運輸業(N=11)

卸売・小売業(N=27)

金融・保険業(N=3)

不動産業(N=11)

飲食店・宿泊業(N=2)

医療・福祉(N=24)

教育・学習支援業
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問 12 テレワークを進めていくうえで、貴事業所で障害となっている （なりそうな）ことはあります

か。（あてはまるものすべてに◯） 

➢ テレワークを進めていくうえで障害となっていることについて、全体でみると 「適した業務がない・

わからない」が 61.4％と最も高く、次いで「情報漏えいへの懸念」が 24.8％、「勤務時間数の把握

など勤怠管理が困難」が 23.3％となっています。 

図表 148 テレワークを進めていくうえで障害となっていること 
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無回答
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➢ 全従業員規模別でみると、10人婚満、10～100人婚満の事業者は「適した業務がない・わからない」

が、100人以上の事業者は「情報漏えいへの懸念」が最も高くなっています。 

➢ 業種別でみると、以下の通りです。 

図表 149 テレワークを進めていくうえで障害となっていること（全従業員規模、業種別） 
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8 2 4 2 2 - - - - 1
72.7 18.2 36.4 18.2 18.2 - - - - 9.1
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金融・保険業(N=3)

不動産業(N=11)

飲食店・宿泊業(N=2)

医療・福祉(N=24)

教育・学習支援業
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5．女性活躍推進について 

問 13 貴事業所の女性従業員は、結婚や妊娠・出産などの節目においてどのような働き方を選ぶこと

が多いですか。（1つに○） 

➢ 女性従業員の働き方について、全体でみると 「出産するまで働いて、育児休業後に （育児が一段落

してから）復職する女性が多い」が 25.7％と最も高く、次いで「結婚前・出産前の女性よりも、子

育てが一段落した後に就職してくる女性が多い」が 22.4％となっています。 

➢ 全従業員規模別でみると、100 人以上の事業者「出産するまで働いて、育児休業後に（育児が一段

落してから）復職する女性が多い」が、10人婚満、10～100人婚満の事業者は「結婚前・出産前の

女性よりも、子育てが一段落した後に就職してくる女性が多い」が最も高くなっています。 

図表 150 女性従業員の働き方について（全従業員規模別） 

 

➢ 業種別でみると、以下の通りです。 

図表 151 女性従業員の働き方について（業種別） 
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27.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 (n=210)
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落
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落
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無
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答

22 14 20 54 47 - 53
10.5 6.7 9.5 25.7 22.4 - 25.2

- - 1 - - - -
- - 100.0 - - - -
7 1 2 8 17 - 21

12.5 1.8 3.6 14.3 30.4 - 37.5
6 2 5 16 9 - 7

13.3 4.4 11.1 35.6 20.0 - 15.6
1 2 1 1 1 - 2

12.5 25.0 12.5 12.5 12.5 - 25.0
- - - 1 - - 1
- - - 50.0 - - 50.0
- 1 - 2 5 - 3
- 9.1 - 18.2 45.5 - 27.3
5 3 4 7 4 - 4

18.5 11.1 14.8 25.9 14.8 - 14.8
2 1 - - - - -

66.7 33.3 - - - - -
- 2 - 4 2 - 3
- 18.2 - 36.4 18.2 - 27.3
- - 1 - - - 1
- - 50.0 - - - 50.0
1 1 4 9 6 - 3

4.2 4.2 16.7 37.5 25.0 - 12.5
- - - - - - -
- - - - - - -
- 1 2 5 3 - 5
- 6.3 12.5 31.3 18.8 - 31.3

サービス業(N=16)

業
種

全体(N=210)

農林産業(N=1)

建設業(N=56)

製造業(N=45)

電気・ガス・熱供給・水道緒業(N=8)

情報通信業(N=2)

運輸業(N=11)

卸売・小売業(N=27)

金融・保険業(N=3)

不動産業(N=11)

飲食店・宿泊業(N=2)

医療・福祉(N=24)

教育・学習支援業
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問 14 今後管理職の登用にあたって、女性を積極的に登用しようと考えていますか。（1つに○） 

➢ 管理職の登用にあたって女性を積極的に登用しようと考えているかについて、全体でみると 「能力

に応じて登用していきたい」が 43.8％と最も高く、次いで「わからない」が 16.2％、「特に増やし

ていく考えはない」が 14.8％となっています。 

➢ 全従業員規模別でみると、10～100 人婚満、100 人以上の事業者は「能力に応じて登用していきた

い」が、10人婚満の事業者は「わからない」が最も高くなっています。 

図表 152 管理職の登用にあたって女性を積極的に登用しようと考えているか（全従業員規模別） 

 

➢ 業種別でみると、以下の通りです。 

図表 153 管理職の登用にあたって女性を積極的に登用しようと考えているか（業種別） 
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26 92 22 31 2 34 3
12.4 43.8 10.5 14.8 1.0 16.2 1.4

- 1 - - - - -
- 100.0 - - - - -
4 24 7 10 - 10 1

7.1 42.9 12.5 17.9 - 17.9 1.8
7 22 8 4 1 3 -

15.6 48.9 17.8 8.9 2.2 6.7 -
1 - 3 3 - 1 -

12.5 - 37.5 37.5 - 12.5 -
- 1 1 - - - -
- 50.0 50.0 - - - -
- 5 1 2 - 3 -
- 45.5 9.1 18.2 - 27.3 -
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1 - - - - - 1
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2 12 2 2 - 5 1

8.3 50.0 8.3 8.3 - 20.8 4.2
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- - - - - - -
3 6 - 3 - 4 -

18.8 37.5 - 18.8 - 25.0 -
サービス業(N=16)

業
種

全体(N=210)

農林産業(N=1)

建設業(N=56)

製造業(N=45)

電気・ガス・熱供給・水道緒業(N=8)

情報通信業(N=2)

運輸業(N=11)

卸売・小売業(N=27)

金融・保険業(N=3)

不動産業(N=11)

飲食店・宿泊業(N=2)

医療・福祉(N=24)

教育・学習支援業
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問 15 管理職への女性登用を進めるうえで、貴事業所で支障となる事由があれば教えてください。

（○は 3つまで） 

➢ 管理職への女性登用を進めるうえで支障となる事由について、全体でみると 「女性従業員が少ない

こと」が 29.5％で最も高く、次いで「特にない」が 25.2％、「管理職への昇進を希望しない女性が

多いこと」が 23.3％となっています。 

図表 154 管理職への女性登用を進めるうえで支障となる事由 
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無回答

全体 (n=210)
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➢ 全従業員規模別でみると、10～100人婚満の事業者は「女性従業員が少ないこと」が、100人以上の

事業者は「管理職への昇進を希望しない女性が多いこと」が、10人婚満の事業者は「特にない」が

最も高くなっています。 

➢ 業種別でみると、以下の通りです。 

図表 155 管理職への女性登用を進めるうえで支障となる事由（全従業員規模、業種別） 
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8.6 2.9 11.4 14.3 8.6 - - 11.4 5.7 - 42.9 20.0 2.9
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飲食店・宿泊業(N=2)

医療・福祉(N=24)

教育・学習支援業
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問 16 女性従業員の活躍に向けて、貴事業所が取り組んでいることを教えてください。 

問 16 （あてはまるものすべてに○） 

➢ 女性従業員の活躍に向けて事業者が取り組んでいることについて、全体でみると 「特に何もしてい

ない」が 36.2％で最も高く、次いで「女性を積極的に正社員として雇用している」が 31.4％、「仕

事と家庭の両立に向けた制度や体制を充実させている」が 25.7％となっています。 

図表 156 女性従業員の活躍に向けて事業者が取り組んでいること 
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無回答
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➢ 全従業員規模別でみると、100 人以上の事業者は「性別により異なる評価をすることのないよう、

人事評価基準を定めている」が、10人婚満、10～100人婚満の事業者は「特に何もしていない」が

最も高くなっています。 

➢ 業種別でみると、以下の通りです。 

図表 157 女性従業員の活躍に向けて事業者が取り組んでいること（全従業員規模、業種別） 
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6．男女共同参画全般について 

問 17 貴事業所の従業員の募集や採用状況を教えてください。（①～⑦それぞれについて 1つに○） 

➢ 従業員の募集や採用状況について、全体でみると①～⑥は「いいえ」が 9 割以上となっています。

また、 「⑦キャリアブランクのある人材は積極的に採用していない」では「場合によっては」が他の

項目に比べて少し高くなっています。 

図表 158 従業員の募集や採用状況について 

 

  

0.5

1.0

1.9

2.9

1.4

93.3

94.3

98.1

96.7

91.0

93.3

88.6

4.8

3.8

0.5

1.4

5.2

1.9

8.1

1.4

1.0

1.4

1.9

1.9

1.9

1.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①「男性は30歳未満、女性は25歳未満」、「女性は自宅通勤

者に限る」など、男女で異なる条件を設けている(n=210)

②募集要項を男子校や女子大に限って配布したり、学校に推

薦を依頼する際に性別を指定したりしている(n=210)

③男女ごとに異なる会社案内資料を配布したり、会社説明会

などの実施日や会場を分けたりしている(n=210)

④採用試験の応募や実施時期、試験内容などを男女が異なる

方法で行っている(n=210)

⑤面接時において、女性にだけ結婚・出産後の就業意思や残

業・転勤への可否などの質問をするようにしている(n=210)

⑥「男性は幹部候補、女性は補助業務」、「総合職は男性の

み、一般職は女性のみ」といった方針で採用している(n=210)

⑦キャリアブランクのある人材は積極的に採用していない

(n=210)

はい いいえ 場合によっては 無回答
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問 17 ① 「男性は 30 歳未満、女性は 25歳未満」、「女性は自宅通勤者に限る」など、男女で異なる条

件を設けている 

➢ 性別によって異なる採用条件を設けているかについて、全体でみると「いいえ」が 93.3％、「場合

によっては」が 4.8％となっています。 

➢ 全従業員規模別でみると、いずれの規模においても「いいえ」が 9割以上と高くなっています。 

図表 159 性別によって異なる採用条件を設けているか（全従業員規模別） 

 

問 17 ②募集要項を男子校や女子大に限って配布したり、学校に推薦を依頼する際に性別を指定し

たりしている 

➢ 募集要項の配布や学校推薦時に性別の指定をしているかについて、全体でみると 「いいえ」が 94.3％、

「場合によっては」が 3.8％となっています。 

➢ 全従業員規模別でみると、いずれの規模においても「いいえ」が 9割以上と高くなっています。 

図表 160 募集要項の配布や学校推薦時に性別の指定をしているか（全従業員規模別）

 

  

0.5

0.7

93.3

97.1

90.8

100.0

4.8

2.9

6.4

1.4

2.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 (n=210)

10人未満 (n=35)

10～100人未満 (n=141)

100人以上 (n=30)

はい いいえ 場合によっては 無回答

1.0

1.4

94.3

100.0

91.5

100.0

3.8

5.7

1.0

1.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 (n=210)

10人未満 (n=35)

10～100人未満 (n=141)

100人以上 (n=30)

はい いいえ 場合によっては 無回答
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問 17 ③男女ごとに異なる会社案内資料を配布したり、会社説明会などの実施日や会場を分けたり

している 

➢ 性別によって異なる会社案内をしているかについて、全体でみると「いいえ」が 98.1％、「場合に

よっては」が 0.5％となっています。 

➢ 全従業員規模別でみると、いずれの規模においても「いいえ」が 9割以上と高くなっています。 

図表 161 性別によって異なる会社案内をしているか（全従業員規模別）

 

問 17 ④採用試験の応募や実施時期、試験内容などを男女が異なる方法で行っている 

➢ 性別によって異なる採用試験を行っているかについて、全体でみると「いいえ」が 96.7％、「場合

によっては」が 1.4％となっています。 

➢ 全従業員規模別でみると、いずれの規模においても「いいえ」が 9割以上と高くなっています。 

図表 162 性別によって異なる採用試験を行っているか（全従業員規模別） 

 

  

98.1

100.0

97.2

100.0

0.5

0.7

1.4

2.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 (n=210)

10人未満 (n=35)

10～100人未満 (n=141)

100人以上 (n=30)

はい いいえ 場合によっては 無回答

96.7

97.1

95.7

100.0

1.4

2.1

1.9

2.9

2.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 (n=210)

10人未満 (n=35)

10～100人未満 (n=141)

100人以上 (n=30)

はい いいえ 場合によっては 無回答
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問 17 ⑤面接時において、女性にだけ結婚・出産後の就業意思や残業・転勤への可否などの質問をす

るようにしている 

➢ 女性にのみ結婚・出産後の就業意思等の質問をしているかについて、全体でみると「いいえ」が

91.0％、「場合によっては」が 5.2％となっています。 

➢ 全従業員規模別でみると、いずれの規模においても「いいえ」が 9割前後と高くなっています。 

図表 163 女性にのみ結婚・出産後の就業意思等の質問をしているか（全従業員規模別） 

 

問 17 ⑥ 「男性は幹部候補、女性は補助業務」、「総合職は男性のみ、一般職は女性のみ」といった方

針で採用している 

➢ 性別によって職種・業種を限定して採用しているかについて、全体でみると「いいえ」が 93.2％、

「場合によっては」が 1.9％となっています。 

➢ 全従業員規模別でみると、いずれの規模においても「いいえ」が 9割以上と高くなっています。 

図表 164 性別によって職種・業種を限定して採用しているか（全従業員規模別） 

 

  

1.9

2.8

91.0

91.4

88.7

100.0

5.2

5.7

6.4

1.9

2.9

2.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 (n=210)

10人未満 (n=35)

10～100人未満 (n=141)

100人以上 (n=30)

はい いいえ 場合によっては 無回答

2.9

3.5

3.3

93.2

97.1

91.5

96.7

1.9

2.8

1.9

2.9

2.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 (n=210)

10人未満 (n=35)

10～100人未満 (n=141)

100人以上 (n=30)

はい いいえ 場合によっては 無回答
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問 17 ⑦キャリアブランクのある人材は積極的に採用していない 

➢ キャリアブランクのある人材は積極的に採用していないについて、全体でみると 「いいえ」が 88.6％、

「場合によっては」が 8.1％となっています。 

➢ 全従業員規模別でみると、いずれの規模においても 「いいえ」が 7割以上と高くなっています。ま

た、100人以上のみ「場合によっては」が 23.3％と他の従業員規模に比べて高くなっています。 

図表 165 キャリアブランクのある人材は積極的に採用していない（全従業員規模別） 

 

  

1.4

2.9

1.4

88.6

91.4

90.1

76.7

8.1

2.9

6.4

23.3

1.9

2.9

2.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 (n=210)

10人未満 (n=35)

10～100人未満 (n=141)

100人以上 (n=30)

はい いいえ 場合によっては 無回答
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問 18 国や県が定めている次の認証制度等を知っていますか。（①～④それぞれについて 1つに◯） 

➢ 国や県が定めている認証制度等の認知度について、すべての制度で「知らない」が 6割前後と認知

度が低いと考えられます。 

図表 166 国や県が定めている認証制度等の認知度 

 

  

1.0

1.9

8.1

20.0

30.5

38.1

25.2

18.1

67.1

58.6

65.7

61.0

1.4

1.4

1.0

1.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①えるぼし認定 (n=210)

②くるみん認定 (n=210)

③あいち女性輝きカンパニー (n=210)

④ファミリー・フレンドリー企業 (n=210)

取得している 知っている 知らない 無回答
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問 18 ①えるぼし認定 

➢ えるぼし認定について、全体でみると「知らない」が 67.1％となっています。 

➢ 全従業員規模別でみると、100人以上の事業者では「知っている」が 90.0％となっていますが、10

人婚満、10～100人婚満の事業者では「知らない」が最も高くなっています。 

図表 167 ①えるぼし認定（全従業員規模別） 

 

問 18 ②くるみん認定 

➢ くるみん認定について、全体でみると 「知らない」が 58.6％、「知っている」が 38.1％となってい

ます。 

➢ 全従業員規模別でみると、100人以上の事業者では 「取得している」、 「知っている」合わせて 96.6％

ですが、10人婚満、10～100人婚満の事業者では「知らない」が最も高くなっています。 

図表 168 ②くるみん認定（全従業員規模別） 

 

  

1.0

0.7

30.5

11.4

23.4

90.0

67.1

88.6

73.8

10.0

1.4

2.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体 (n=210)

10人未満 (n=35)

10～100人未満 (n=141)

100人以上 (n=30)

取得している 知っている 知らない 無回答

1.9

13.3

38.1

17.1

34.0

83.3

58.6

82.9

63.8

3.3

1.4

2.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体 (n=210)

10人未満 (n=35)

10～100人未満 (n=141)

100人以上 (n=30)

取得している 知っている 知らない 無回答
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問 18 ③あいち女性輝きカンパニー 

➢ あいち女性輝きカンパニーについて、全体でみると「知らない」が 65.7％となっています。 

➢ 全従業員規模別でみると、100人以上の事業者では「知っている」が、10人婚満、10～100人婚満

の事業者では「知らない」が最も高くなっています。 

図表 169 ③あいち女性輝きカンパニー（全従業員規模別） 

 

 

問 18 ④ファミリー・フレンドリー企業 

➢ ファミリー・フレンドリー企業について、全体でみると「知らない」が 61.0％となっています。 

➢ 全従業員規模別でみると、100人以上の事業者では「知っている」が、10人婚満、10～100人婚満

の事業者では「知らない」が最も高くなっています。 

図表 170 ④ファミリー・フレンドリー企業（全従業員規模別） 

 

  

8.1

2.9

7.8

13.3

25.2

8.6

21.3

66.7

65.7

88.6

69.5

20.0

1.0

1.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体 (n=210)

10人未満 (n=35)

10～100人未満 (n=141)

100人以上 (n=30)

取得している 知っている 知らない 無回答

20.0

11.4

22.0

23.3

18.1

14.3

12.1

50.0

61.0

74.3

64.5

26.7

1.0

1.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体 (n=210)

10人未満 (n=35)

10～100人未満 (n=141)

100人以上 (n=30)

取得している 知っている 知らない 無回答
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問 19 性別等にかかわらず誰もが活躍できる職場環境や、多様な働き方を実現するために、貴事業所

が取り組むべきと思うことは何ですか。（○は 3つまで） 

➢ 多様な働き方を実現するために事業者として取り組むべきことについて、全体でみると 「仕事と家

庭を両立するための制度の構築・充実、利用しやすい職場環境づくり」が 45.7％と最も高く、次い

で「育児・介護休業制度の活用促進に向けた従業員への働きかけ」が 19.0％、「研修や能力開発の

機会の充実」が 17.1％となっています。 

図表 171 多様な働き方を実現するために事業者として取り組むべきこと 

  

45.7

19.0

12.9

4.8

15.2

7.1

13.8

17.1

8.1

13.3

2.4

2.4

13.3

9.5

1.9

0% 10% 20% 30% 40% 50%

仕事と家庭を両立するための制度の

構築・充実、利用しやすい職場環境づくり

育児・介護休業制度の活用促進

に向けた従業員への働きかけ

テレワークやフレックスタイム

など、柔軟な働き方の導入促進

事業所内における保育施設の

設置など、子育て支援の充実

子育てや介護などでいったん

退職した人の再雇用の促進

性別による仕事分担の廃止

ハラスメント防止措置の徹底

研修や能力開発の機会の充実

管理職への女性の積極的な登用

賃金、昇進、採用などに

おける男女格差の解消

LGBTQなどのマイノリティに配

慮した募集、採用、労働環境の整備

その他

特にない

わからない

無回答

全体 (n=210)



 

139 

 

➢ 全従業員規模別でみると、いずれの規模においても 「仕事と家庭を両立するための制度の構築・充

実、利用しやすい職場環境づくり」が最も高くなっています。 

➢ 業種別でみると、以下の通りです。 

図表 172 多様な働き方を実現するために事業者として取り組むべきこと（全従業員規模、業種別） 
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96 40 27 10 32 15 29 36 17 28 5 5 28 20 4
45.7 19.0 12.9 4.8 15.2 7.1 13.8 17.1 8.1 13.3 2.4 2.4 13.3 9.5 1.9

13 1 1 2 6 3 3 6 1 5 - - 8 6 1
37.1 2.9 2.9 5.7 17.1 8.6 8.6 17.1 2.9 14.3 - - 22.9 17.1 2.9

62 26 19 6 20 12 14 20 10 21 4 4 18 13 3
44.0 18.4 13.5 4.3 14.2 8.5 9.9 14.2 7.1 14.9 2.8 2.8 12.8 9.2 2.1

20 13 6 1 6 - 12 10 6 2 1 1 - - -
66.7 43.3 20.0 3.3 20.0 - 40.0 33.3 20.0 6.7 3.3 3.3 - - -

1 1 - - 1 - - - - - - - - - -
100.0 100.0 - - 100.0 - - - - - - - - - -

26 12 5 2 3 5 8 10 1 7 2 - 12 3 1
46.4 21.4 8.9 3.6 5.4 8.9 14.3 17.9 1.8 12.5 3.6 - 21.4 5.4 1.8

23 8 7 1 8 6 9 11 7 9 3 1 2 4 -
51.1 17.8 15.6 2.2 17.8 13.3 20.0 24.4 15.6 20.0 6.7 2.2 4.4 8.9 -

2 2 1 1 1 - 2 - - - - - 2 1 1
25.0 25.0 12.5 12.5 12.5 - 25.0 - - - - - 25.0 12.5 12.5

- - - 1 - 1 - - - 1 - - - - -
- - - 50.0 - 50.0 - - - 50.0 - - - - -
4 3 - 1 - 1 - - - 1 - - 2 3 -

36.4 27.3 - 9.1 - 9.1 - - - 9.1 - - 18.2 27.3 -
16 4 4 - 5 1 3 3 5 4 - 2 3 2 1

59.3 14.8 14.8 - 18.5 3.7 11.1 11.1 18.5 14.8 - 7.4 11.1 7.4 3.7
2 1 2 - 1 - - 1 1 - - - - - -

66.7 33.3 66.7 - 33.3 - - 33.3 33.3 - - - - - -
4 - 2 - 1 - 1 2 - - - - 3 2 1

36.4 - 18.2 - 9.1 - 9.1 18.2 - - - - 27.3 18.2 9.1
2 2 1 - - 1 - - - - - - - - -

100.0 100.0 50.0 - - 50.0 - - - - - - - - -
10 6 3 1 9 - 3 4 - 5 - 2 - 1 -

41.7 25.0 12.5 4.2 37.5 - 12.5 16.7 - 20.8 - 8.3 - 4.2 -
- - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - -
5 1 2 2 2 - 3 3 2 1 - - 4 3 -

31.3 6.3 12.5 12.5 12.5 - 18.8 18.8 12.5 6.3 - - 25.0 18.8 -
サービス業(N=16)

業
種

電気・ガス・熱供給・水
道緒業(N=8)

情報通信業(N=2)

運輸業(N=11)

卸売・小売業(N=27)

金融・保険業(N=3)

不動産業(N=11)

飲食店・宿泊業(N=2)

医療・福祉(N=24)

教育・学習支援業

全体(N=210)

農林産業(N=1)

建設業(N=56)

製造業(N=45)

全
従
業
員
規
模

10人未満(N=35)

10～100人未満(N=141)

100人以上(N=30)
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問 20 性別等にかかわらず誰もが活躍できる職場環境や、多様な働き方を実現するために、貴事業所

として岡崎市に求める施策は何ですか。（○は 3つまで） 

➢ 多様な働き方を実現するために岡崎市に求める施策について、全体でみると 「女性の就労継続や再

就職支援」が 21.0％と最も高く、次いで「業種別など多様な働き方の推進に向けたきめ細かな支援」

が 20.5％、「法律や制度に関する情報提供や相談窓口の充実」が 18.6％となっています。 

図表 173 多様な働き方を実現するために岡崎市に求める施策 

 

21.0

11.4
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18.1
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16.2

0.5

0% 5% 10% 15% 20% 25%

女性の就労継続や再就職支援

積極的に取り組む事業者へ公共調

達の優遇策導入(認証制度等)

積極的に取り組む事業者のPR

事業者のニーズにそった人材育成支援

男性の育児休業取得促進に向けた支援

テレワークの導入支援

業種別など多様な働き方の推

進に向けたきめ細かな支援

性の多様性の理解促進のための

講座・研修・セミナー等の開催

ワーク・ライフ・バランスや女性

活躍推進に関する専門家の派遣

先進事例等の情報提供

法律や制度に関する情報

提供や相談窓口の充実

その他

特にない

わからない

無回答

全体 (n=210)
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➢ 全従業員規模別でみると、100 人以上の事業者では「法律や制度に関する情報提供や相談窓口の充

実」が、10～100人婚満の事業者では「女性の就労継続や再就職支援」が、10人婚満の事業者では

「特にない」が最も高くなっています。 

➢ 業種別でみると、以下の通りです。 

図表 174 多様な働き方を実現するために岡崎市に求める施策（全従業員規模、業種別） 
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10人未満(N=35)

10～100人未満(N=141)

100人以上(N=30)

サービス業(N=16)

業
種

電気・ガス・熱供給・水
道緒業(N=8)

情報通信業(N=2)

運輸業(N=11)

卸売・小売業(N=27)

金融・保険業(N=3)

不動産業(N=11)

飲食店・宿泊業(N=2)

医療・福祉(N=24)

教育・学習支援業



 

 

 

  



 

 

 

 

Ⅳ 自由意見 
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1．市民意識調査 

主な意見内容では、「その他」が 61 件（27.1%）と最も多く、次いで「男女共同参画の意識につい

て」が 44件（19.6%）、「DVやハラスメントについて」が 41件（18.2%）と続いています。 

 

 

  

件数

人権について 32

男女共同参画の意識について 44

家庭と仕事との両立や働き方について 16

女性の活躍について 6

地域での男女共同参画について 4

DVやハラスメントについて 7

制度や社会全体について 41

アンケートついて 14

その他 61

市のその他の施策についての意見 38

応援・激励 2

感想など 21

225

意識区分

合計
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主な意見内容の抜枠は次の通りです。 

意見内容 

人権について 

女性 70歳代以上 低学年より命の大切さを学ぶ時間を持つ教育を。 

男性 20歳代 

大人より子ども、特に思春期の方が知識がなく、LGBTQに関する

いじめやいじりが多いと思う。授業などで詳しく教えるべきだと

思う。 

男性 30歳代 

ダイバーシティを求められるが、あまり過剰に行うのも悪影響と

なる恐れがある。性や男女平等については、市民の意見もしっか

り盛り込んだ政策を期待します。 

男女共同参画の意識について 

女性 40歳代 

幼少期～学齢期においても、男性が家事・育児に積極的に参加す

ることが当たり前であるということを学校教育の中でも伝えら

れるような場面や行事が導入されるとよいと思います。 

女性 30歳代 

少しずつ男女平等になっている実感はありますが、まだまだ男女

ともに生きやすい社会とは思えない日々です。女性が自身を犠牲

にせず、男性が過剰に無理をしない社会になることを願っていま

す。ただ 10 年前に比べると格段に意識が変わっていると感じま

す。 

男性 70歳代以上 
男女平等は理想的であり、差別はなくさなくてはいけないが、男

女の区別は必要だと思う。 

女性 50歳代 

子育てしてみて思ったが、やはり子どもの頃から意識づけをして

いる方が、柔軟な考え方ができると思うので、教育現場などで取

り入れることが大切だと思います。 

男性 60歳代 

適材適所、やる気と能力のある者が、その位置につくべき。男女

比なんて言っている時点ですでに差別している。能力の有る者が

能力を発揮できるようにアシスタントすればよい。 

女性 30歳代 

女性の社会進出について、企業はだいぶ変わっていて、変われて

いないのは、家庭内や女性自身であると思います。それは男性が、

「女は家庭を守る」と思っている例も存在すると思いますが、女

性自身が、定時に帰り、家事をするのが当たり前と思っている、

ということもあると思います。 

女性 40歳代 

父親も家事・育児することは当たり前で、母親も仕事が男女平等

にできる雰囲気、制度、意識ができたら家庭も円満になる。女性

の負担がまだまだ大きく、子どものためにと体に無理をしながら

頑張っている母親たちがたくさんいます。 
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家庭と仕事との両立や働き方について 

女性 40歳代 

正社員で勤務しながら家事を両立するのは個人的に厳しかった。

男性も同じと思う。 

もっと時間にゆとりを持てたら両立もできるかもしれない。母子

家庭の支援などはよく聞くが、父子家庭についてはあまり聞かな

い、平等というなら男性についても相談しやすい環境になればい

い。 

女性 50歳代 

女性が参画するには、子どもを安心して育てられる環境を整える

ことが大切だと思います。病気になったら？夏休み・冬休みはど

うする？朝早い、夜遅くなってしまう時はどうする？高校からは

弁当も必要。習い事の送迎は？実際女性で働いている人は、親の

援助で成り立っている人が多いと思います。援助がなければかな

り大変です。子どもにも平等であるような体制を。 

男性 60歳代 
女性男性ともに家庭や職場の理解が得られやすくなるような、岡

崎市の制度や施設の充実を望みます。 

女性 20歳代 

長時間労働を減らす、テレワークの活用など、多様な働き方を認

めてもらえる社会になって小さい子を育てながらも、働き続けら

れる社会になってほしい。 

女性 40歳代 
職場や仲間の理解と協力が当たり前にならないと仕事と様々な

活動との両立は男女とも苦しい時がある。 

女性 40歳代 

子育てしながらでも働きやすい環境・職場、介護しながらでも働

きやすい環境・職場があるといいと思う。介護に手厚い岡崎であ

ってほしい。 

女性の活躍について 

男性 30歳代 

職場で活躍し昇進する年代と結婚や子育てにより女性が職場を

離れる年代が一致することが、女性の社会進出を妨げている一因

であると思う。特に育児の負担は非常に大きいので、乳幼児の保

育や短時間保育制度が拡充され、より保育を利用しやすくなる

と、女性の社会進出が促進されるのではないかと思う。 

女性 40歳代 

社会全体として女性に頑張ることを求める風潮を感じます。 

女性が担う部分は、成果が分かりにくく面倒くさいことか多いの

ではないかなと感じます。家庭、学校など様々な場面へ男性が進

出しやすい社会になるとよいなと思います。 
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地域での男女共同参画について 

男性 40歳代 

女性目線での考え方は必要なことだと思います。 

一方過剰に反応することや、そればかりにとらわれて自由な発想

が足りなくなることなど偏った考えにより行動や言動に制限さ

れてしまうことが心配です。逆に地域活動においては女性があえ

て責任者などを避ける傾向があります。地域の神社氏子や役員な

ど女性の参画を受け入れている団体でも 1人もいません。 

拒否している現状ではないのに、参画しない女性側の意識改革も

必要なことと考えます。女性だからあえて参加しないなど、女性

側の風潮もあります。 

DVやハラスメントについて 

女性 50歳代 

パワハラに関しては、いまだに自分の若い頃は…これくらいの事

で…と思われている方も多くいるのかなと思います。昔のような

「～のようであるべき」の考えが「～のようであってもいいです

よね」に変わっていくといいです。 

女性 50歳代 
性別不合や DV については、同じ経験をした者同士の交流の場や

相談窓口が必要だと感じます。 

制度や社会全般について 

男性 60歳代 
保育や介護の充実を掲げるのは簡単なことです。これらに従事す

るエッセンシャルワーカーの待遇の改善こそ急務だと存じます。 

女性 30歳代 

国、県、市町村の議員の半数は女性登用ができるよう法律で決定

し、必ず半数は女性議員とするべき。現状の男性議員が多数の中

では改善は無理だと思います。 

男性 50歳代 

女性の産休のみならず、育児や介護休業を阻害することはない

が、人員不足で人が補充されない場合、休まれている方の分の給

料をその部署内に還元される制度が必要だと実感しています。そ

の方の仕事を確実に被る人がいます。 

女性 40歳代 

私の周りでは、年配の方の固定観念が強いと思います。自分たち

の子育てはこのようにしたとか、家事への向き合い方、働き方な

どに関してです。様々な考え方や価値観があること、自分の考え

と違ってもそういう他人がいてもいいという風になかなか思わ

ないと感じています。 
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市のその他の施策についての意見 

男性 30歳代 
各駅にオールジェンダー用のトイレの設置。 

男性も参加しやすいイベントの実施。 

男性 70歳代以上 デジタル活用を利用した情報発信をすると良いと思います。 

女性 50歳代 
少子化対策に力を入れてほしいです。 

子どもを産みたい世の中になってほしい。 

女性 40歳代 

子どもの世界の中でなんでもかんでも男女平等が良いという教

育等には少し疑問がある。 

例えば、体格や運動能力が男子と女子では明らかに違うのに運

動会とかでは男女なんでも一緒にしてしまうなど。 

男性 50歳代 

町内会などで昔からの古いしきたり、運営が残り過ぎ。総会な

どでも「昔からの決まりだから」で議論もしない、聞いてもら

えない風土が残っている。 

若者が生活しやすい、住んでもらって盛り上がる街にしてもら

えるようになって欲しい。 

子育て世代が集まれる場、コミュニケーションを取れる場、例

えば小さな公園整備など意見交換ができる場を作って欲しい。 

男性 40歳代 

女性目線の政治や街づくりのプロジェクトなどを拡充した方が

今とは違う雰囲気で女性自身も暮らしやすい街になるかと思

う。 

女性 50歳代 
子育て支援だけでなく高齢者の就労や介護の仕事に従事される

方たちへの支援も手厚くしていただきたいです。 

女性 40歳代 

年代性別にかかわらず、人を孤立させないような相談先がある

といいなと思います。相談先がわからない人にも、適切な相談

先を教えてくれるところがあればいいなと思います。 

感想など 

女性 30歳代 

一人ひとりの声に耳を傾けていただけたら嬉しいです。何か意

見をすると面倒くさい人のように扱われてしまうのではないか

と、何も言えない人が多いと思うので。思いやりの気持ちを子

どもやお年寄り、困っている方に向けていただけたら、最終的

に利益になると思います。 

女性 50歳代 
すべての人が平等に、すべての人が住みやすいと思う街になっ

てほしいです。 

女性 30歳代 

住みやすい街とはどういう街なのか。何に支援が必要なのか。

しっかりと住民の意見をリサーチし、実行している街に魅力を

感じます。 

魅力を感じる街づくりが男女共同参画社会や多様性の尊重にも

繋がると思います。 
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2．事業者調査 

自由意見について、16件の回答がありました。主な意見内容の抜枠は次の通りです。 

意見内容 

採用や人材育成について 

建設業 10人婚満 

建設業においては、女性の働き方はとても難しいと思います。中

小企業においては、なかなか取り組み方がわからない企業が多い

と思われます。 

私個人的にはもっと多くの女性が仕事を選ばずに自由に選択で

きたらいいなと思います。 

不動産業 10人婚満 

実働している人は女性が多く、それぞれが情報交換をしながら、

自分の働き方を決めています。（働き方がそれぞれ異なります）

人員を増やせると良いのですが、なかなか確保ができません。 

電気・ガス・ 

熱供給・水道業 
10～100人婚満 

男女だろうが多様性だろうが、まじめに働いてくださればどのよ

うにすればいいかを考え実行するのみ。 

卸売・小売業 10～100人婚満 

社会全体の事を考慮し、よりよい社会を実現することは、大切な

ことだとは思いますが、会社の規模が小さく、売上減に悩んでい

る会社にとっては社会全体の事を考える余裕がないというのが

正直なところです。 

運輸業 10～100人婚満 

特別に男性や女性で差をつけることもないですし、すべての人が

その人にできることを頑張ってもらえるのが一番だと考えてお

ります。 

特別扱いをすること自体が差別ではないかと思います。 

製造業 10～100人婚満 
男女の区別なく能力によって賃金や部署を決めていくことが重

要と考える。 

建設業 10～100人婚満 

能力、経験、何よりも人格が大切。女性も男性も性別は仕事には

関係ないと思う。私共零細企業は、何より長く誠実に働いて頂き

たいと願っている。単発的な働き方が希望の場合は敬遠してしま

う。しかし、結婚や出産などの場合は、特別な配慮を持って可能

な限り応援したい。 
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行政への意見・要望について 

医療・福祉 10～100人婚満 

小さな事業所なので欠勤は同僚の業務の負担を確実に増やしま

す。半日保育や長期休暇は働く女性にとって非常に大きな支障と

なっています。病欠等本人起因の欠勤は「お互い様」となります

が、家庭環境によって大きな差がある子ども起因の欠勤は職場内

での軋轢を生む原因となると思います。子どもの数、年齢、体質

等の差を気にしなくて済む社会環境が必要だと思います。 

いろいろな課題もあるかと思いますが、子どもを気軽に預けるこ

とができる施設が増えると助かります。子育て支援というと、す

ぐに支援金（所得制限あり）と安易に解決しようとする政策には

がっかりしてしまいます。旗当番や町内会、子ども会等も現役の

子育て世帯の負担ではなく、元気な高齢者が活躍していただける

ような制度があれば職場も、地域もよりよくなるのではと思いま

す。 

製造業 10～100人婚満 

「女性が育児家事を中心的に行う」だろう、と言う男性の意識改

革が必要。 

多様な性についても同様で、意識改革のためのインプットを多く

する必要があると感じた。 

今回のアンケートで、弊社の性的マイノリティに対する配慮が何

もないことも気が付くことが出来たので、担当者がこういった情

報に触れる機会を増やすことで広がっていくと思いました。 

事例等を発信していただけると参考になって有難いです。 

制度や社会全般について 

製造業 10～100人婚満 
性別の特性があるので、差別と区別の違いを明確にしての周知が

必要。 

建設業 10～100人婚満 

少人数の会社の為、育児休業、介護休業を長いスパンとることは

（無理）大変なのでこれから先考えていかないといけない。大き

な課題となります。 

このアンケートで考える時間ができたことを感謝します。 
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市民意識調査票 
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事業者調査票  
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